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「平成30年新年挨拶」

　

一般社団法人特殊鋼倶楽部　会　長　石
いし

　黒
ぐろ

　　　武
たけし

新年あいさつ

　新年あけましておめでとうございます。平成30
年の年頭に当たり、ご挨拶を申し上げます。
　「申酉（さるとり）騒ぐ」と言いますが、昨年酉
年も一昨年申年に引き続き、内外で、いろいろあ
りましたが、経済は総じて上向き傾向の年だった
と思います。
　米国では1月にトランプ大統領が就任し、入国
制限の大統領令、シリアへの爆撃、パリ協定離脱、
ロシア疑惑、TPP離脱や通商拡大法232条調査など
の保護貿易主義的政策、ユネスコ脱退、エルサレ
ム首都認定など、驚くことの連続でしたが、経済
面では、個人消費や設備投資が増加し、着実な景
気回復が続きました。EUでは、英国の離脱交渉が
難航し、ドイツの次期政権発足に向けた連立交渉
が決裂するなど、政治の混乱が懸念される状況で
すが、経済は、堅調な雇用環境を背景に、緩やか
な景気回復が続きました。
　日本では、北朝鮮からの弾道ミサイルの日本上
空通過、相次ぐ議員の失言・不祥事、衆議院解
散・総選挙などもありましたが、欧米に比べ安定
した政治状況の下、雇用・所得環境の改善を背景
に個人消費が持ち直し、企業活動も鉱工業生産が
改善し、緩やかな景気回復基調が継続しました。
　このような中、我々、特殊鋼業界の需要環境も
昨年初より上昇し、足元の需給はタイトな状況と
なっています。特殊鋼の主要需要先である自動車、
建産機、半導体関連等の需要が旺盛な中、供給に
ついては能力の上方弾力性の課題が明らかになっ
た年だったと思います。
　昨年の特殊鋼の熱間圧延鋼材生産高は、12月25
日に経産省が発表した鋼材需要見通しによれば、
前年比3.4％増の2,010万トンと、3年ぶりに2,000
万トン超の状況ですが、10年前の平成20年の2,178
万トンに比べれば100万トン以上低い値です。それ
にも関わらず、鋼種によっては、納期調整や在庫

圧縮、さらには一時的な供給不足等の事態が発生
しており、高品質の特殊鋼を安定的に供給してい
くことが喫緊の課題となっています。これは、
ユーザーのニーズに応えて特殊鋼の製造技術・製
品品質を高めてきていることもありますが、設備
の老朽化や人手不足といった特殊鋼業界における
構造問題が表に出てきたと言えるのではないで
しょうか。
　安倍政権が推進している「生産性革命」「人づく
り革命」が、まさしく特殊鋼業界でも求められて
います。「生産性革命」の大項目には、「稼ぐ力」
を高める企業行動が掲げられています。特殊鋼業
界では、高いレベルかつ安定した品質・納期で製
品を供給していくための更新投資や人材確保が必
要な状況となっています。しかし、これをしっか
りと実行していくためには、現在の収益水準では
不十分と言わざるをえません。再生産可能な収益
水準を確保することが必須であり、そのために、
コストダウン等のさらなる自助努力はもちろんで
すが、需要業界に対し日本の特殊鋼の価値を正し
く評価して頂く努力をより強化していくことが極
めて重要と考えています。
　更には、自動車業界におけるEV化加速など長期
的な特殊鋼市場の変化に備え挑戦していく年でも
あると思います。
　当面はタイトな需給環境が続くと思われる中、日
本のものづくりを支えている特殊鋼業が、安定供給
を継続し、かつ、新たな変化に対応し、日本の製造
業の競争力を維持・強化していくこと、そのために
必要な収益水準となることが、お客様のためにもな
ることの理解を広めていく必要があります。
　特殊鋼流通業におきましても、昨年は、総じて
売上は伸びたものの、納期調整など安定供給に奔
走しながら価格転嫁を進め、取引面・価格面での
課題に対応した年でした。一方、素晴らしい話が
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ありました。全日本特殊鋼流通協会会長及び特殊
鋼倶楽部副会長を3期6年にわたり務められた株
式会社竹内ハガネ商行の竹内誠二様が、平成29年
春の叙勲を受章されました。一昨年の三上様の受
章に続いての慶事です。特殊鋼業界へのご功績の
賜物であり、同時に特殊鋼業界にとっても大変な
栄誉と感じております。特殊鋼流通業が果たされ
ている価値を正しく評価して頂くことにつなげて
いきたいと思います。
　このような中、特殊鋼倶楽部では、先日の理事
会で、新役員体制における活動重点項目を合意し
ました。個社では対応が難しい課題、1社ではな
しえないことに会員の力を結集し、会員に実際に
役立つことに力を入れていくことが決定されまし
た。先ほど申し上げました「特殊鋼の認知度及び
その価値の理解度の向上」が一つの柱です。
　学生など一般社会に対する特殊鋼ブランディン
グ活動を進めるため、業界紹介パンフレット「夢
みる鉄」、特殊鋼ポスター「実はすごいんだ、日本
の特殊鋼。We are working behind every motion.」
を作成しました。会員各社の協力も得つつ、「日本

のものづくりを特殊鋼が支えている」という我々
の思いを、一般社会に訴えていきたいと考えてい
ます。
　プロのお客様に対しては、広報誌「特殊鋼」や
展示会参加といった活動に加え、経済産業省が進
めている「未来志向型の取引慣行」の取組の中で、
特殊鋼の価値の理解度の向上を図っていきたいと
考えております。昨年11月には、当倶楽部で、特
殊鋼に関わるサプライチェーン全体の取引適正化
に向けて、価格決定方法の適正化問題の改善と実
態調査に関する要望書をまとめ、経済産業省に提
出しました。この価格問題、更には内示精度等の
商慣行問題等について、製造業者会員と販売業者
会員の間の議論を深めて参ります。
　さて、今年は戌年です。「申酉騒ぎ、戌笑う」と
いった株式相場格言がありますが、動きの激しい
2年間で芽生えた新しい価値が大きく成長する1
年にしようではありませんか！
　最後に皆様と特殊鋼倶楽部会員各社のますます
のご発展を祈念いたしまして、私の新年の挨拶と
させて頂きます。
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経済産業省
製造産業局長　多

た

　田
だ

　明
あき

　弘
ひろ

計画や未来志向型・型管理アクションプランが策
定され、着実に取組が進んでまいりましたが、政
府としても引き続き自主行動計画の策定業種の拡
大や未来志向型・型管理に向けたアクションプラ
ンの一層の浸透など、中小企業の取引条件改善に
向けた取り組みを粘り強く行ってまいります。
　また、グローバルな「繋がり」も重要です。昨
年は、日EU・EPAの交渉妥結やTPP11の大筋合
意など、自由貿易経済の旗手として日本が大きな
存在感を示した1年でした。本年も、グローバル
に活躍する我が国企業を後押しすべく、日EU・
EPAやTPP11の早期署名・発効に加え、質の高い
RCEPの実現など、高い水準の経済連携協定の実
現に努めてまいります。
　最後に、この機会に、我が国製造業への期待を述
べさせていただきたいと思います。キーワードは、
「スピードあるアクション」、「個性ある経営」、「大
胆な挑戦」にあると考えています。IoTやAI等の急
速な技術革新の進展を始め、製造業を巡る環境が
我々の予想を超えるスピードで変化する中で、前例
にとらわれない果断な経営判断を、柔軟にスピード
感をもって進めていくことで、世界をリードしてい
くことが必要であります。一方で、「勝ち筋」は、
決して一本の道ではないと考えております。それぞ
れの企業が創意工夫のもとでその個性を存分に発揮
することが求められているのではないかと思いま
す。世界の製造業においても、この先が読めない時
代に試行錯誤を重ねて、「勝ち筋」を模索しており
ます。我が国の製造業においても、今一度「挑戦
者」の意識に立ち戻っていただき、新たな発展の道
を切り拓いていただきたいと思います。私自身、製
造産業局長として、企業の皆様の積極果敢な取組を
精一杯後押ししていきたいと思います。
　末筆ながら、本年の皆様の御健康と御多幸を、
そして我が国製造業の着実な発展を祈念いたしま
して、新年の御挨拶とさせていただきます。
� 平成30年元旦

　我が国経済は、5年間のアベノミクスでの様々
な改革や金融・財政政策によって、名目GDPが安
倍内閣の発足以降50兆円を超える増加、就業者数
が4年連続の増加、正社員の有効求人倍率が1倍
を超えるなど、経済の好循環が、着実に実現しつ
つありますが、中小企業・小規模事業者における
景気の実感は、未だ十分ではないと認識をしてお
ります。経済成長の果実を中小企業・小規模事業
者も含め、全国津々浦々に広げるため、製造産業
局長の立場から、本年も、引き続き、全力で取り
組んでまいります。同時に、安倍内閣では、「生産
性革命」を政策の柱の一つに位置づけており、製
造業における「生産性革命」の実現に向けて貢献
していく所存です。
　その実現に向けた鍵の一つが、「Connected�
Industries」です。これは、様々な業種、企業、
人、機械等が繋がることにより、新たな価値創出
や生産性向上を図り、顧客や社会課題の解決を目
指す、産業の未来像です。昨年10月、世耕大臣が
公表した、「東京イニシアティブ」に掲げられた、
「ものづくり・ロボティクス」、「自動走行・モビリ
ティサービス」、「バイオ・素材」等の重点分野にお
ける取組を、「協調」をキーワードに、「Connected�
Industries」のコンセプトが具体的なアクション
として広がっていくよう、政府としてもその環境
の整備に力を注いでまいります。
　さらに、「Connected�Industries」の取組を進め
る上で、サプライチェーンで繋がる中小企業の参
画も重要です。一部の大企業だけが熱心に取り組
んでも、サプライチェーン上の「繋がる」仕組み
が力を発揮することはありません。日本経済を支
える中小企業が「Connected�Industries」�の動き
に遅れることなく参画していけるよう、伴走型の
支援に取り組んでまいります。こうした取組に加
え、中小企業の取引条件を改善し、サプライ
チェーン全体で付加価値を生み出す取組も不可欠
です。昨年は主要産業界において業種別自主行動

年 頭 所 感

「年頭に寄せて」
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「年　頭　所　感」　

一般社団法人特殊鋼倶楽部
副 会 長　山

やま

　中
なか

　敏
とし

　幸
ゆき

　明けましておめでとうございます。2018年を迎
え、謹んで新年のお慶びを申し上げますと共に、
年頭にあたり、一言ご挨拶をさせていただきます。
　まずは昨年を少し振り返ってみたいと思います。
年初は、米国トランプ政権の誕生や、英国のユー
ロ圏離脱問題等、それまでには想定できなかった
ことが現実化し、全く先行きが見通せない、不安
な幕開けであったかと思います。
　ところが、一年過ぎてみますと、中東地域や朝
鮮半島問題等の地政学的リスクは顕在化している
ものの、比較的政治も落ち着きを取り戻し、世界
経済はとても堅調な一年でありました。
　我々特殊鋼業界におきましても、自動車・建産
機等の主要需要業界の好調に支えられ、生産に追
われ繁忙を極める一年になりました。
　一言で言うと大変良い年だったわけですが、一
方で、一時的には供給不足に陥ったり、特殊鋼業
界における構造問題（設備の老朽化、人手不足等）
が露呈した年であったとも言えるのではないで
しょうか？
　中でも設備の老朽化は深刻な問題で、弊社も含
めて、稼働後30年を超える製鋼・圧延設備が大勢
を占めているのが現状です。適切なタイミングで
設備を更新し、安定した品質・納期で製品を供給
し続けるのが我々メーカーの責務であり、そのた
めには、適正な利益を確保できるよう、さらなる
自助努力は当然のこととして、需要業界にも理解
を求めていかざるを得ないと考えます。
　先々は、自動車の機構変更等により、特殊鋼需要
の大幅な減少も予測されていますが、足元の繁忙
状態はしばらくは続きそうです。各需要業界の本
年の見通しをお聞きしても、更に需要が伸びるか、

悪くても前年並みというところがほとんどです。本
年も、安全・品質を最優先に増産に努め、顧客の
要望にお応えしていかなければなりません。
　さて本年は戌年であります。また、十干では戊
の年にあたり、戊戌（つちのえ・いぬ）の年とい
うことになります。戊には、植物の成長が絶頂期
にあるという意味があり、戌は、元々は「滅」に
つながる字で、草木などが枯れ果てる意味を持ち
ます。運気的には、2017年に燃え尽きた豊かさや
幸せの灰の中から、新たに芽生えた新たな意味や
価値が2018年に、ぐっと成長することを示してい
るようです。
　ただし、この芽吹きが上手くいかなかったり、
中途半端に過去に囚われたり拘ったりしていると、
それが自分の足を引っ張り、良くない結果になる
こともありそうです。つまり、前向きに地道な努
力を重ねることができるかどうかで、成長するか、
枯れてしまうか、運気が大きく変わるような年に
なるということです。2018年は、過去の失敗にく
よくよせず、成功にも囚われず、前向きに、新し
い目標に向かって努力することを心掛けたいもの
です。
　本年も、幸い需要には恵まれそうですので、こ
の機にしっかりと足元を固め、業界全体の大きな
課題である構造問題の解消に向けて、各社が着実
な努力を続けていかなければならないと思います。
それができなければ、特殊鋼業界に明日はないと
言っても過言ではないでしょう。
　最後になりましたが、特殊鋼業界の発展と、業
界に携わる皆様のご健勝を祈念いたしまして、新
年の挨拶とさせていただきます。
� 〔愛知製鋼㈱　上級執行役員〕
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「経済の好循環を実現するために 
取組むべき課題」　

一般社団法人特殊鋼倶楽部
副 会 長　佐
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　あけましておめでとうございます。 
　昨年の日本経済は、戦後2番目に長い「いざな
ぎ景気」を超えて、好景気が持続していると言わ
れましたが、実感が乏しいまま新たな年を迎えま
した。このような中、10月の総選挙においては与
党が圧勝し、アベノミクスが継続されることとな
り、新たに「生産性革命」「人づくり革命」などが
与党により掲げられました。今後における政策の
実行と実現については、大いに期待をして参りた
いと思います。
　一方、世界経済に目を向けますと、米国は緩や
かな拡大基調が維持されて、減税やインフラ投資
が確実に履行されれば、経済成長率はさらに上昇
するものと言われ、また、EU諸国は英国のEU離
脱を巡る不透明感や政治の混乱が懸念されること
から、緩やかな成長に留まると見込まれています。
さらに、中国は、投機仰制や過剰生産能力の改革が
強まることから緩やかな減速になると見込まれてい
ます。しかしながら、地政学的に北朝鮮情勢の緊迫
化や中東エルサレムを巡る問題などが悪化した場合
は、経済情勢が一変することは必至であります。
　このような情勢の中、特殊鋼業界の需給は、昨
年自動車向けが堅調であったことを筆頭に、産業
機械、建設機械向けの受注が好調に推移し、今年
も高水準の需要が維持される見通しから、景況感
としては堅調に推移していくものと期待されてい
ます。特殊鋼流通業界におきましても、昨年は輸
出における伸びを始め、売上高や業績面は堅調に
伸びた一年であったと言えますが、中小企業が多い
流通業界にとって、取引面・価格面での要因が直
接景況に影響を及ぼした年でもあったと言えます。 
　さて、特殊鋼倶楽部における今年の取り組みと
しては、昨年政府が推進してきた「価格決定方法
の適正化」、「コスト負担の適正化」、「支払条件の
改善」といった3課題に重点を置いた取引条件改

善の取組みを進めております。昨年流通委員会で
は、9月以降より全日本特殊鋼流通協会と共催で、

「取引問題説明会」「価格交渉サポートセミナー」
「下請ガイドラインに関する講習会」を実施しまし
た。今年も経済の好循環を実現するために、流通
委員会においても既述の3課題について積極的に
取り組みますと共に、全日本特殊鋼流通協会とし
ても、全面的にご協力申し上げ、生産・流通の双
方で取り組みを推進して参る所存です。 
　さらに、引き続き特殊鋼業界の人材開発及び育
成に力を入れて参りたいと考えます。政府主導に
よる「働き方改革」が推進されているところであ
りますが、業界における人材は、もっとも重要で
大切な資産です。特殊鋼業界に有能な人材を取り
込み、そして育むことが業界全体の発展には欠か
せないものであります。人材確保育成委員会では、
昨年人材確保の一助となるように、会員企業若手
社員の意見を取り入れながら、特殊鋼業界を紹介
するパンフレットを作成しました。優秀な人材を
確保し、そのかけがえのない人材をより大きく育
む取り組みの一つとして、特殊鋼倶楽部と全日本
特殊鋼流通協会における共同事業による新人研修
講座も引き続き開設して参ります。新人研修にお
いて、業界自体の魅力と特殊鋼業界の知識を幅広
く習得いただいて、将来の特殊鋼業界の発展に貢
献していただくことを願ってやみません。
　石黒会長を中心に特殊鋼倶楽部において、流通
業者の代表として業界全体の発展のために、微力
ではありますが全力を尽くす所存でございます。 
　本年も引き続き皆様方のご指導ご鞭撻を賜りま
すようお願いを申し上げるとともに、特殊鋼倶楽
部及び特殊鋼業界全体のさらなる発展をお祈り申
し上げ、新年のご挨拶といたします。

〔一般社団法人全日本特殊鋼流通協会　会長
佐久間特殊鋼㈱　代表取締役執行役員社長〕
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「チャレンジ精神と想像力を」　

一般社団法人特殊鋼倶楽部
副 会 長　髙

たか

　木
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ひで

　新年あけましておめでとうございます。
　昨年は新聞やテレビで車の電動EV化が連日のよ
うに大きく取り上げらました。2003年シリコンバ
レーで産声を上げたテスラ・モーターズ社が2008
年に画期的な電気自動車を世に送り出しましたが、
その数は数百台。カリフォルニアのいちベンチャー
企業のお手並み拝見的な見方が強かったように思
います。しかしこの一二年で様相は一変しました。
これまでの環境規制が排ガス規制や燃費規制だっ
たものが、昨年来の世界的な流れは、EV、PHEV
車以外の選択肢なしという自由度を持たせないも
のに変わりました。EV化を待ったなしに進めて行
く背景には自動車産業の覇権奪回を目論む各国の
国家的戦略も見え隠れします。
　ガソリン車は高い製造技術と安定品質が求めら
れる約3万点の部品で成り立っており、日本には
OEMメーカーを頂点に1千社を超えるサプライ
チェーンが存在します。この高度に発達した裾野
産業こそが日本自動車業界の世界的競争力の源泉
なのです。それが故に、ガソリン車が将来どこか
で消滅するというメッセージは私たち特殊鋼関係
者にとって常に心の中に重苦しい存在として居
座っているのではないでしょうか。
　EV化が世に言われるほど簡単には進まないとす
る声もあります。全固体電池化に向けた開発とリ
サイクルモデルの確立、電力供給・充電インフラ
整備、レアメタルの安定供給、航続距離の課題
等々。それらがシリコンバレーだけでなく、印度
やアジア諸国含めた世界規模で解決されていくに
は数十年単位の時間がかかるかも知れません。
　しかしEV化は不可逆的な潮流であることは確か
です。振り返ると、今日の日本の自動車産業を世
界トップの地位まで押し上げた契機は1970年米国

上院で成立したマスキー法であり、世界で唯一こ
の規制をクリアーしたのが日本のホンダCVCCエ
ンジンでした。不可能とされた課題に挑戦し克服
した日本の技術力と負けじ魂がそこにはありまし
た。今、日本の自動車メーカー、部品メーカー、
特殊鋼をはじめとした鉄鋼業界は新たに仕掛けら
れたゲームに受身ではなく、今まで以上に一歩も
二歩も先を行くチャレンジ精神と豊かな想像力が
求められています。それを支える世界最高水準の
製造技術の蓄積が日本にはあります。
　日本が世界に示すべきは、自動車だけでなく、
電力、交通、通信、都市開発、シェアリングと
いった様々な業種が一つになって、高齢者の生活
の質の向上を支え、自然災害時の強力なライフラ
インの役割を果たし、更には子育てにも優しい未
来の社会インフラの設計図を作ることだと考えま
す。そこには様々なエネルギーをバランスよく組
み合わせたスマートグリッドが組み込まれ、シェ
アリングと近距離公共交通と長距離走行とが補完
し合う車の新しい役割分担が見えて来ます。
　車のEV化で4割の特殊鋼需要が消滅するといっ
た単純な話ではありません。軽量化、自動走行の
ニーズに加え、全く新しい社会インフラのなかで、
自動車のみならずほぼ全ての産業に関わる特殊鋼
の出番は益々増えてきます。特殊鋼業界は従来の
ようなメーカーとの仕様の摺り合わせだけではな
く、新しい社会での使われ方に注目し、独自の開
発と差別化によるブランドの確立を目指していく
ことが一層重要になっていきます。蓄積された高
度な技術に未来に向けた豊かな想像力を注ぎ込ん
でいく事で、日本の特殊鋼の未来は無限に広がる
のです。

〔㈱メタルワン 常務執行役員　線材特殊鋼・ステンレス本部長〕
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「年　頭　所　感」　

㈱神戸製鋼所
執 行 役 員　西
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　　　悟
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　平成30年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げ

ます。年頭にあたり、一言ご挨拶を申し上げます。

　さて、昨年の日本経済は、雇用環境の改善によ

る個人消費の持ち直しや公共投資の増加、内需の

回復や輸出の増加により製造業も底堅く推移した

ことで、緩やかな回復基調となりました。本年も

賃金増加に伴う個人消費の拡大、企業業績の改善

による設備投資の押し上げ、海外景気の改善によ

る更なる輸出の増加が見込まれるため、回復基調

が続くものと思われます。

　世界経済に目を向けても、概ね順調に推移した

と言えます。先進国では、米国はハリケーンによ

る一過性の影響はありましたが、全体としては拡

大傾向が続き、欧州では、英国に減速基調が見ら

れたものの、総じて回復傾向を辿りました。新興

国でも、中国は高水準のインフラ投資や堅調な消

費に支えられ底堅く推移し、ASEAN諸国でも緩

やかな回復が続きました。本年においても、米国、

欧州、中国は足元の基調が続き、ASEAN諸国の

回復の本格化も期待できることから、拡大傾向は

継続するものと想定されます。

　一方で、北朝鮮情勢をはじめとする地政学的リ

スクや、米国トランプ政権の経済政策の具体化の

遅れや英国のEU離脱交渉の難航など、経済情勢を

不安定化させる要素も潜在しており、これらの動

向を注視しておく必要があると考えております。

　特殊鋼業界においても、昨年は、主要需要分野

である自動車や建設機械が高い活動水準を維持し

たことに加えて、活動水準を上回る需要の増加が

見られたことから、非常にタイトな需給環境とな

りました。こうした需要の動きは、海外マーケッ

トにおいて日本品質の評価が高まり、日本材が使

われる客先や用途が拡大しているためと考えてお

ります。本年もこの動きは続き、需要は高水準で

推移することが見込まれるため、高品質の特殊鋼

を安定的に供給していく事が喫緊の課題となって

います。また、一昨年後半に高騰した主原料価格

は依然高止まりしており、再生産可能なマージン

の確保も大きな課題です。

　こうした状況下、我々としましては、強みであ

る、品質・生産技術・開発力やサプライチェーン

に磨きをかけるとともに、日本の特殊鋼の価値を

評価してもらう努力を続けていく必要があります。

また、安定的に供給を継続していくことや、その

ために、原材料価格の製品価格への転嫁はもちろ

んのこと、再生産可能なマージンを確保していく

ことが重要です。更には、将来を見据えて、自動

車業界における電気自動車の開発加速に代表され

る、今後の特殊鋼需要に大きな影響を及ぼす変化

に対して、市場動向を確実に把握し、的確に対応

していくことが肝要であると考えています。

　最後になりましたが、特殊鋼業界の益々の発展

と皆様方のご健勝を祈念致しまして、新年の挨拶

とさせて頂きます。
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「年　頭　所　感」　

JFEスチール㈱
常務執行役員　須
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　平成30年を迎え、謹んでお慶び申し上げます。

　年頭にあたり、昨年を振り返りながら一言ご挨

拶を申し上げます。

　昨年の特殊鋼棒鋼・線材の需給環境は、ここ数

年の状況から大きく変わりました。

　自動車分野においては、国内完成車生産が堅調

に推移する中、グローバル生産の高水準を背景に

ノックダウン生産が大きく伸びました。加えて日

系部品メーカーの非日系自動車メーカー向け輸出

の増加などを含め、その需要は近年になく高いレ

ベルで継続しました。

　また、建機分野においては、国内の排ガス規制

対応が需要を押し上げる中、東南アジア地区等で

のマイニング分野の需要増、加えて中国等でのイ

ンフラ投資を背景にした需要増により、年間を通

じて需要は旺盛でした。

　さらには産機分野においても、ロボット、半導

体、射出成型機など様々な分野で、例年にない高

いレベルで需要は推移しました。

　このような複数要因による、近年にない急激な

需要の盛り上がりに対して、弊社としても出来う

る限りの対策を取っておりますが、依然としてタ

イトな需給環境が継続しています。

　お客様を含め、関係者の皆様には、納期調整や

在庫圧縮など、様々なご協力を頂いております。

引続き、密なコミュケーションを取らせて頂きな

がら、このタイトな需給環境に対応して参ります。

　一方足元から、設備投資を含めた製造能力向上

など上方弾力性の確保に向けた対策を講じており、

急激な改善は望めないものの、着実に効果が現れ

てきております。

　但し、設備投資などの対策を実行するためには、

再生産可能な収益水準を確保することが必須であ

り、コストダウン等自助努力を着実に進めていくこ

とはもちろんですが、お客様に丁寧に説明をし、ご

理解を得る活動も引き続き粘り強く進めて参ります。

　さて弊社は2014年4月に、JFE条鋼の棒線事業

に関わる販売、技術サービス、研究の3部門を

JFEスチールへ移管、統合し、併せて棒線商品の

ブランド統合を行いました。そして昨年4月には

仙台製造所をJFEスチールに移管し、棒線事業の

製造から販売まで、全ての部門を完全一体化致し

ました。

　高炉、電炉の両商品を持つ国内唯一のメーカー

として、今後、益々、その存在感を高めていきた

いと考えております。

　完全一体化から2年目を迎え、今年はステップ

アップの年として、加工、流通各社の皆様に、よ

り一層お役に立てるよう、邁進して参ります。

　経済のグローバル化が進展する中、欧米など国

際社会的には、これまでの価値観からの変化が起

こるなど、従来に比して予見可能性が低くなって

いる様に思います。その様な環境の中で、新生

JFEスチール棒線事業は効率的な新体制のもと、

加工、流通各社の皆様と共に、サプライチェーン

をしっかりと支えていけるよう努めて参ります。

　最後になりましたが、特殊鋼業界に携わる皆様

方にとりまして平成30年がさらなる発展の輝かし

い年となりますよう、祈念致しまして、新年の挨

拶とさせて頂きます。
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「年　頭　所　感」　

新 日 鐵 住 金 ㈱
執行役員　棒線事業部長　松
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　新年明けましておめでとうございます。新しい

年を迎え、一言ご挨拶申し上げます。

　昨年一年間の世界経済を振り返りますと、米国

は雇用環境の改善による消費拡大等により内需関

連指標が底堅く推移、ユーロ圏も企業業績の好調

を受け投資も回復基調となりました。新興国にお

いても、好調な輸出と消費に支えられ景気は堅調

であります。とりわけ、中国に関しては、インフ

ラ投資等が高い伸びを保ち、輸出も欧米経済の持

続的な拡大を背景に好調に推移する等、総じて世

界経済は力強さを増した一年だったように思えま

す。

　日本の特殊鋼業界においては、国内外の景気回

復を受け、自動車や建設機械等、製造業が堅調な

中、自動車向けの部品輸出の急増等もあり、国内

特殊鋼需要は極めて旺盛であります。一方、供給

面では仕様の高度化・高級鋼化が進展しているこ

とも含め、能力の上方弾力性の課題もあり、国内

特殊鋼棒線メーカーは高炉・電炉を問わず極めて

タイトな状況が継続しております。今後は健全な

サプライチェーンを確保するためにも、より丁寧

な需給管理が益々重要になると考えられます。　ま

た、2016年に経済産業省が公表した「未来志向型

の取引慣行に向けて」に関し、自動車業界等、各

業界団体にて策定された自主行動計画の着実な実

行・浸透を計るため、昨年は経済産業省による

フォローアップが実施されました。これは特殊鋼

サプライチェーン全体の取引環境改善さらには競

争力強化に繋がる動きであり、このような取り組

みが継続的に行われることで特殊鋼業界の健全な

発展が促されるものと考えております。

　本年の見通しですが、朝鮮半島情勢の緊迫化等

の地政学リスク、米国の政治動向、中国の景気減

速懸念等、不透明な材料は多いものの、昨年に引

き続き堅調な自動車産業や機械産業の需要に加え、

オリンピック関連需要の本格化や首都圏での再開

発案件の増加等も見込まれており、鋼材需要に関

しては高位な需要が続くものと考えております。

　このような状況の中、当社といたしましては事

業ブランド「SteeLinC」の旗印のもと、グループ

が一体となり、お客様の製品性能や生産性の向上

に貢献するよう努めて参りました。基本品質の強

化、世の中のニーズに応える高機能商品の開発、

鋼材×工法によるソリューション力の強化等、日

本の特殊鋼が持つ実力を更に磨いていきたいと考

えております。また、特殊鋼においてもお客様の

海外展開が一層進む中で、本年はタイ・中国に加

え、米国における二次加工拠点の立上を迎え、お

客様のご要望にスピーディに対応できる体制を構

築してまいります。こうした取り組みを加速する

ことにより、日本の特殊鋼業界全体の価値を適正

に評価していただくことに繋げていきたいと考え

ております。

　最後になりましたが、特殊鋼業界ならびに皆様

方のご発展とご健勝を祈念いたしまして、新年の

ご挨拶とさせていただきます。
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「年　頭　所　感」　

日本金属㈱
常務取締役　山

やま

　下
した

　匡
まさ

　史
し

　皆様、新年あけましておめでとうございます。

平成30年の年頭に当たり、一言ご挨拶申し上げます。

　昨年を振り返ってみますと、米国のトランプ大

統領の就任以来の混乱の継続や欧州の政治番狂わ

せ懸念等の政治リスクや、特に北朝鮮をめぐる地

政学的リスクがあったものの、世界的経済は、

2016年半ばに始まった好循環上昇局面が継続して

おり、更に力強さを増しています。

　我が国の経済も、世界景気などの外部環境の改

善が後押しする形で、2012年12月に始まった今回

の景気拡大局面は、9月で高度経済成長期の「い

ざなぎ景気」を超え、戦後2番目の長さとなって

います。また、上場企業の2018年3月期業績は、

3年ぶりの増収、売り上げが押し上げる形で利益

も伸び、純利益は2年連続で最高を更新する見通

しとなっています。

　我々、鉄鋼業界・特殊鋼におきましては、建設

は、東京五輪を発端として関東圏を中心に大規模

都市開発による拡大、建設機械、運搬機械の需要

回復、自動車需要も安定的な新車販売もあり堅調

に推移しました。また、鋼材輸出は中国の過剰生

産能力の除去について前向きな進展もあり、アジ

ア向けの自動車需要や建設需要が堅調に推移しま

した。

　しかし、中期的には、人口減少や財政悪化に伴

う固定資本投資の縮小を背景に、建材を中心に鉄

鋼需要は緩やかに減少していく予測であります。

また、顧客産業における素材の多様化の加速も脅

威となります。例えば自動車産業においては、環

境対策や各国の自動車産業政策による新エネル

ギー車（NEV）へのシフトは、燃費改善を目的に

した車体軽量化が超えるべき課題となっており、

従来の鋼材の改良だけでは大幅な軽量化は実現で

きず、世界中でより軽量な部素材を適材適所に使

うマルチマテリアル化に向けた開発競争が激化し

ています。

　鉄鋼・特殊鋼業界にとってマルチマテリアル化

は、脅威ですが好機と捉えることも出来るのでは

ないでしょうか。どうアプローツするかが課題と

なりますが、日本人のものづくりの特徴の一つに

組み合わせ型技術（既にある技術の組み合わせに

よって成り立つ技術）があります。マルチマテリ

アル化の実現に向けては、既に各社様が様々な取

り組みをなされていると存じますが、この組み合

わせ型技術を活用することも一つの方法ではない

かと考える次第です。強みを生かして新たなマー

ケットの開拓や未来の車社会に貢献できる製品を

開発で、世界の強豪と生き残りをかけた戦いで有

利に戦いを進めていこうではありませんか。

　最後になりますが、今年一年が会員各社様に

とって素晴らしい一年になることを祈念いたしま

して年頭の挨拶とさせていただきます。
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「変化をチャンスに」　

日 立 金 属 ㈱　 執 行 役
特殊鋼カンパニープレジデント　佐

さ

　藤
とう

　光
こう

　司
じ

　皆さま、新年あけましておめでとうございます。

　昨年は、特殊鋼業界に取って多くの変化が起き

た1年だったと思います。CO2 削減に対する努力

は国家・企業をまたがり、大きな変化を生み出し

ています。再生可能エネルギーによる発電量は

年々増加を続け、自動車分野ではEV化の流れ、航

空業界では新型機の導入に繋がっています。一方、

電子機器分野では映像の高精細化や、AIやEVと

連動した半導体・電池関連製品の繁忙に繋がって

います。国内景気は東京オリンピック開催の特需

も含めて持続的な成長を続け、建設資材等でも好

影響が出ています。

　このように社会が大きく変化を遂げているとき

に特殊鋼業界はどのように振る舞っていけばよい

のか、チャンスと捉えるか、リスクと捉えるかは、

それぞれの事業の置かれた環境への依存度による

かと思います。例えばEV化の影響を考える場合、

内燃機関の側に立つと、大いなる脅威と捉えられ

ています。この命題は真でしょうか。内燃機関に

とってEVの出現は、自分たちの製品をより研ぎ澄

まし、燃費向上、資源の削減を達成可能とする新

製品の創出につながる可能性があります。その意

識を高く持てば、ハイブリッドという形も含めて

EVとの共生期間が延長され、その間に自社の製品

ポートフォリオを作り変えることも可能になるよ

うに思います。このようにどのような事業であっ

ても、前向きに考えることが答えになる場合が多

く、この変化をチャンスと捉えることができれば

挑戦の先には大きな成功が待っているものと確信

します。

　特殊鋼は読んで字の通り、“特殊”であることを

特徴とするハガネです。特殊とは何か、日本語で

考えると常に量の概念を含み、“少量”であること

とつながります。ところが英訳すると“スペシャ

ル”なハガネであり、私にとって“少量”の概念

は無くなります。こうなると顧客に取ってスペ

シャルなハガネとは何か、常に疑問を持ちながら

取り組めばよいだけであり、自らへの縛りが無く

なります。分野を問わず、“スペシャル”にこだわ

ることが次世代の特殊鋼につながることでしょう。

　日本の製造業の品質が問われている一年でもあ

ると思います。特殊鋼業界の関係者が互いに切磋

琢磨して、知恵を総動員し、その結果、私たちの

顧客の皆さまの喜びに、さらに消費者の皆さまの

笑顔につながる、明るく元気の出る1年となりま

すことを心より願います。
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産業機械
●需要部門の動向

産業機械の平成29年の回顧と平成30年の展望
一般社団法人日本産業機械工業会
企 画 調 査 部 　調 査 課 長　片

かた

　岡
おか

　功
こう

　一
いち

まえがき

　産業機械とは、生産システムから社会インフラ
まで、ありとあらゆる経済社会を支える資本財の
総称であり、その範囲は膨大である。
　ここでは、表1にある日本産業機械工業会の取
扱機種について、当工業会の自主統計を元に平成
29年1～9月の実績、10～12月及び平成30年の受
注見込みを以下に述べる。

　注1）表1は「産業機械受注状況」を加工したものであり、調
査対象は当工業会の会員企業である。

　注2）化学機械の中に、パルプ・製紙機械、冷凍機械及び環境
装置の大気汚染防止装置・水質汚濁防止装置受注分を含
む。

　注3）その他機械の中に、環境装置のごみ処理装置受注分を含
む。

　注4）製造業の「旧一般機械」は、平成23年3月までの旧分類
での「一般機械」＋「精密機械」であり、新分類の「はん
用・生産用機械」＋「業務用機械」に対応する。

◇　最近の受注動向

1．概況
　平成29年1～9月の産業機械の受注総額は、内
需・外需ともに減少し、対前年同期比（以下同様）
7.2％減の3兆8,441億円となった。
　内需は、製造業、非製造業、官公需の減少によ
り、10.1％減の2兆5,437億円となった。
　外需は、アジア、アフリカ、オセアニアが増加
したものの、中東、欧州、北米、ロシア・東欧の
減少により、0.9％減の1兆3,004億円となった。
（ご参考）四半期の推移
　需要部門別の四半期推移をみると、内需全体で
は平成29年4～6月期より2四半期連続で前年同
期を上回った。なお、平成29年7～9月期の受注
金額は9,040億円となり、7～9月期の9千億円超
えはリーマン・ショック前の平成19年7～9月期

表　1　平成29年1月～9月　主な需要部門別の受注状況
上段：金額（百万円）　下段：前年同期比（％）	 	 一般社団法人日本産業機械工業会

内需 外需 合計民需計 官公需 代理店製造業 非製造業
化学
工業

石油・
石炭 鉄鋼 旧一般

機械
電気
機械 自動車 その他を

含む小計 電力 その他を
含む小計

ボイラ・
原動機

13,527 4,395 11,444 8,168 12,198 2,919 184,427 484,219 527,209 711,636 33,306 3,168 748,110 421,809 1,169,919
▲32.8 ▲20.8 ▲89.7 71.3 ▲23.5 47.4 ▲27.3 ▲26.3 ▲28.5 ▲28.2 ▲27.9 ▲5.9 ▲28.1 18.1 ▲16.3

鉱山機械 263 0 1,365 225 0 0 7,262 4 8,426 15,688 5 249 15,942 ▲133 15,809
▲66.2 ― 154.7 ▲40.8 ― ― 8.0 ▲91.1 29.1 18.4 ― 11.7 18.3 ▲107.3 3.4

化学機械
（冷凍を含む）

53,695 15,291 10,935 72,747 41,042 11,078 279,664 67,732 113,842 393,506 133,290 120,001 646,797 265,938 912,735
▲10.2 ▲44.5 ▲69.6 22.3 ▲2.7 21.3 ▲7.2 ▲10.7 ▲15.4 ▲9.8 3.6 9.7 ▲4.1 ▲47.4 ▲22.7

タンク 513 8,535 10 0 0 0 9,220 447 10,487 19,707 127 0 19,834 1,070 20,904
4.5 14.3 150.0 ― ― ― 11.6 24.5 806.4 109.2 ▲62.5 ― 103.2 0.7 93.2

プラスチック
加工機械

5,568 276 2 1,766 1,934 18,900 73,739 0 139 73,878 117 2,924 76,919 113,039 189,958
▲34.7 ▲9.2 ▲96.5 15.5 ▲25.8 21.0 9.5 ― 78.2 9.5 963.6 21.3 10.1 41.2 26.7

ポンプ 3,589 1,367 4,042 1,497 262 339 22,995 11,317 52,407 75,402 77,236 55,480 208,118 64,954 273,072
24.6 ▲7.2 8.5 32.8 ▲22.5 ▲43.9 16.1 ▲15.8 ▲1.3 3.4 5.6 2.3 3.9 18.8 7.1

圧縮機 4,807 2,454 3,716 32,667 1,049 659 51,980 4,334 14,737 66,717 2,026 35,186 103,929 89,672 193,601
▲26.5 9.2 61.2 20.4 36.1 ▲34.7 1.9 51.9 18.2 5.1 ▲12.3 8.0 5.7 34.9 17.5

送風機 413 38 1,318 300 98 1,145 4,186 1,631 6,734 10,920 3,956 5,194 20,070 1,238 21,308
40.5 ▲67.2 ▲31.7 32.7 18.1 2.0 ▲9.9 42.2 121.6 42.1 ▲37.8 44.8 13.9 ▲29.9 9.9

運搬機械 6,746 583 10,907 11,077 2,919 18,868 88,165 11,309 84,594 172,759 9,503 14,225 196,487 134,047 330,534
▲4.8 44.0 ▲16.0 15.0 ▲1.4 40.6 12.3 ▲34.0 ▲9.8 0.3 54.2 5.8 2.4 80.4 24.2

変速機 1,580 177 2,119 2,152 536 1,965 21,492 774 2,881 24,373 6,495 1,160 32,028 6,623 38,651
▲2.9 7.3 ▲16.0 15.6 51.8 ▲6.3 3.3 ▲36.1 ▲45.1 ▲6.5 113.5 ▲7.3 5.5 5.8 5.6

金属加工
機　　械

1,307 3 41,528 1,572 491 9,768 67,698 3 1,420 69,118 159 1,736 71,013 41,781 112,794
▲18.3 ▲98.8 69.3 6.8 ▲16.6 26.9 56.4 ― ▲29.2 52.6 ▲19.7 32.4 51.7 45.7 49.4

その他機械 3,780 1,353 2,235 9,002 916 7,848 83,795 3,764 39,345 123,140 276,145 5,215 404,500 160,405 564,905
1.2 44.4 ▲31.8 ▲22.2 20.7 ▲11.3 1.8 ▲56.5 ▲24.2 ▲8.2 ▲6.8 0.5 ▲7.2 19.7 ▲0.8

合計 95,788 34,472 89,621 141,173 61,445 73,489 894,623 585,534 862,221 1,756,844 542,365 244,538 2,543,747 1,300,443 3,844,190
▲15.6 ▲25.8 ▲54.9 18.4 ▲7.7 19.4 ▲4.6 ▲24.7 ▲21.7 ▲13.8 ▲3.6 7.7 ▲10.1 ▲0.9 ▲7.2

※網掛け部分は前年同期を上回ったところ



2018年1月 13

（9,434億円）以来の10年ぶりとなった。
　外需は、平成29年7～9月期に3四半期ぶりで
前年同期を上回り、アジア、アフリカ、オセアニ
アが増加した。なお、アジアのうち中国は平成28
年7～9月期より5四半期連続で増加した。一
方、中国除くアジアは、平成28年10～12月期より
一進一退となった。
　注5）表3は「産業機械輸出契約状況」を加工したものであ

り、調査対象は会員企業のうち大手のみである。

2．需要部門別受注状況（平成29年1～9月）
①製造業：化学、石油・石炭、鉄鋼、電気機械、
造船が減少し、4.6％減の8,946億円となった。
②非製造業：建設、電力、卸売・小売が減少し、
21.7％減の8,622億円となった。
③官公需：地方公務の減少により、3.6％減の
5,423億円となった。
④外需：アジア、アフリカ、オセアニアが増加
したものの、中東、欧州、北米、ロシア・東
欧の減少により、0.9％減の1兆3,004億円と
なった。
1）アジア：ボイラ・原動機、プラスチック加

工機械、風水力機械、運搬機械の増加によ
り、9.2％増となった。

2）アジアのうち中国：プラスチック加工機械、
風水力機械、運搬機械の増加により、
85.9％増となった。

3）中国除くアジア：化学機械の減少により、
6.2％減となった。

4）中東：化学機械の減少により、72.0％減と
なった。

5）欧州：化学機械、風水力機械、運搬機械の
減少により、15.4％減となった。

6）北米：ボイラ・原動機、化学機械の減少に
より、14.0％減となった。

7）南米：ボイラ・原動機、風水力機械の減少
により、8.8％減となった。

8）アフリカ：ボイラ・原動機、化学機械、運
搬機械の増加により、191.6％増となった。

9）オセアニア：化学機械の増加により、
177.5％増となった。

10）ロシア・東欧：化学機械の減少により、
46.5％減となった。

　注6）④外需の「風水力機械」は、ポンプ・圧縮機・送風機を
合計したもの。

3．機種別受注状況（平成29年1～9月）
①ボイラ・原動機：鉄鋼、電力の減少により、
16.3％減の1兆1,699億円となった。
②鉱山機械：建設の増加により、3.4％増の158
億円となった。
③化学機械（冷凍機械を含む）：石油・石炭、鉄
鋼、外需の減少により、22.7％減の9,127億円
となった。
④タンク：その他非製造業（ガス業等を含む）
の増加により、93.2％増の209億円となった。
⑤プラスチック加工機械：自動車、その他製造
業（ゴム・プラスチック製造業を含む）、外需
の増加により、26.7％増の1,899億円となった。
⑥ポンプ：情報通信機械、官公需、外需の増加
により、7.1％増の2,730億円となった。
⑦圧縮機：鉄鋼、はん用・生産用、電力、外需

表　2　需要部門別四半期推移
上段：金額（百万円）　下段：前年同期比（％）

平成28年 平成29年
4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月

製造業 248,857 279,214 276,745 317,145 255,215 322,263
▲22.5 6.0 7.7 ▲22.6 2.6 15.4

非　製
造　業

209,823 211,615 505,494 375,658 183,964 302,599
1.6 ▲18.0 72.4 ▲44.7 ▲12.3 43.0

民需計 458,680 490,829 782,239 692,803 439,179 624,862
▲13.1 ▲5.9 42.2 ▲36.4 ▲4.3 27.3

官公需 158,532 167,137 220,607 173,611 174,788 193,966
31.3 ▲0.5 91.5 ▲26.8 10.3 16.1

代理店 69,925 80,271 80,906 83,185 76,160 85,193
11.1 0.9 5.2 8.3 8.9 6.1

内　需 687,137 738,237 1,083,752 949,599 690,127 904,021
▲3.4 ▲4.0 46.0 ▲32.3 0.4 22.5

外　需 374,993 342,732 383,799 534,217 327,741 438,485
▲7.6 ▲25.7 3.8 ▲10.2 ▲12.6 27.9

合　計 1,062,130 1,080,969 1,467,551 1,483,816 1,017,868 1,342,506
▲4.9 ▲12.1 32.0 ▲25.7 ▲4.2 24.2

※網掛け部分は前年同期を上回ったところ

表　3　世界州別受注状況
単位：前年同期比（％）

平成29年 構成比
平成29年
1～9月1～3月 4～6月 7～9月 1～9月

アジア 24.8 ▲25.4 29.0 9.2 66.1％
うち、中国 121.8 90.6 57.6 85.9 18.8％
中国除くアジア 10.1 ▲42.9 18.9 ▲6.2 47.3％

中東 ▲83.4 ▲60.2 ▲28.0 ▲72.0 2.7％
欧州 ▲15.4 ▲17.6 ▲13.4 ▲15.4 3.6％
北米 33.0 ▲51.8 ▲12.3 ▲14.0 7.7％
南米 1,185.7 ▲46.5 ▲32.7 ▲8.8 0.5％

アフリカ ▲94.4 1,248.6 1,555.8 191.6 7.6％
オセアニア 99.6 ▲80.1 962.0 177.5 4.4％
ロシア・東欧 ▲46.5 ▲32.1 ▲52.1 ▲46.5 7.3％
※網掛け部分は前年同期を上回ったところ
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の増加により、17.5％増の1,936億円となった。
⑧送風機：運輸・郵便、代理店の増加により、
9.9％増の213億円となった。
⑨運搬機械：繊維、自動車、運輸・郵便、官公
需、外需の増加により、24.2％増の3,305億円
となった。
⑩変速機：情報通信機械、官公需の増加により、
5.6％増の386億円となった。
⑪金属加工機械：鉄鋼、外需の増加により、
49.4％増の1,127億円となった。
⑫その他機械：外需が増加したものの、官公需
の減少により、0.8％減の5,649億円となった。

◇　今後の受注の展望

　日本経済の状況は、政府が11月に発表した平成
29年7～9月のわが国GDP成長率（一次速報）に
よると、7四半期連続でプラス成長となるなど、
緩やかな回復が続いている。このうち、個人消費
や設備投資などの内需が伸び悩んだものの、世界
経済の回復を受けた外需は前期から一転してプラ
ス寄与となった。
　一方、海外については、アメリカの政策動向や
東アジアなどでの地政学リスクにより不確実性が
高まっているものの、全体としては経済成長が継
続している。先行きについては、IMF（国際通貨
基金）の経済見通しによると、世界のGDP成長率
が今年の3.5％から2018年は3.6％と見込まれてお
り、世界経済は勢いを維持していくものと見られ
ている。
　このような状況の中、平成29年10～12月と平成
30年の産業機械受注は、次のとおり見込まれる。
　＜平成29年10～12月＞
　・内　需
　9月調査の日銀短観によると、大企業製造業の
業況判断指数（DI）は、海外経済の好調や円安進
行を受けた輸出関連がけん引し、プラス22と4四
半期連続で改善した。
　他方、内閣府の機械受注によると、「船舶・電力
除く民需」は7～9月期実績が前期比4.7％増と
なったものの、10～12月期見通しは前期比3.5％減
と再び落ち込む予想となっており、設備投資の力
強い増勢は見込みがたい状況にある。このうち、
製造業は10～12月期が3期ぶりに減少する見通し

である一方で、外需は旺盛で、10～12月期まで3
四半期連続で増加する見通しとなっている。
　こうした中、10～12月期の産業機械の民需は、
前年同期の受注金額の水準が高かったこともあり、
大幅な増加は見込みがたく、前年並み、もしくは
若干下回る可能性がある。
　なお、官公需については、環境装置などの更新
需要が底堅く推移しており、10～12月期も堅調に
推移すると思われるが、前年同期に都市ごみ処理
装置を複数受注していた反動減もあって、前年並
み、もしくは若干下回る可能性がある。
　この結果、内需全体では微減するものと見込ま
れる。
　・外　需
　化学・石化プラント関連が前年度を底としてプ
ラスに転じており、さらにプラスチック加工機械
や運搬機械等の需要増が続くものと見込み、前年
同期を上回るものと思われる。
　・合　計
　平成29年10～12月の内外需合計は、前年同期を
若干上回るものと見込まれる。
　なお、平成29年通年では、受注金額としては前
年を下回り、5兆4千億円程度と見込まれる	（平成
28年通年の実績は前年比3.5％増の5兆6,089億円）。
　＜平成30年＞
　・内　需
　民需については、輸出が底堅さを維持する中で
好調な企業収益の改善を背景に設備投資の伸びが
高まることを期待し、IoT、ビッグデータ、AIな
ど第4次産業革命に対応する設備への若返りを図
るための投資や、省エネ・省力化投資、環境負荷
低減を図る再生可能エネルギーや高効率発電設備
の導入等により、緩やかに増加していくものと思
われる。官公需については、インフラの更新需要
に加え、オリンピック関連設備の整備等により、
前年を上回るものと思われる。
　この結果、内需全体では、緩やかに回復してい
くものと見込まれる。
　・外　需
　オイル＆ガス関連の受注環境は一昨年や去年よ
りも改善しており、大型プロジェクトの一部で中
断されるものもあるが中小規模などで多彩なプロ
ジェクトが提案されており、また、エネルギー・
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環境関連などの社会インフラ整備や、工場の製造
設備の高性能化ニーズなど、我々産業機械業界が
様々な分野で経済社会の発展に貢献していくこと
で増加していくものと思われる。
　さらに、自動車産業を始めとする日本の製造業
は、拡大する海外需要に対し地産地消を進めてお
り、海外工場の能力増強等に関する需要が増加し

ていくものと思われる。
　この結果、外需全体では、前年を上回るものと
見込まれる。
　・合　計
　内外需を合計した平成30年の産業機械受注は、
前年を上回り、5兆6千億円程度になるものと見
込まれる。
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ま え が き

CEATEC JAPAN、家電見本市からIoTの総合展へ―
　電子情報技術産業協会（JEITA）が主催する国
際見本市、CEATEC JAPAN。2000年の第1回以
来、デジタル家電の祭典だった展示会は、2016年
にIoTをテーマとする展示会へと舵を切った。家
電見本市からIoTの総合展へという転換のインパ
クトは大きく、出展者の顔ぶれは大きく変わった。
従来出展していたIT・電機メーカーだけではなく、
金融機関、玩具メーカー、旅行代理店、工作機械
メーカー、印刷会社、素材メーカーなど、多様な
業種の企業が新たに出展したのだ（図1）。まさに
これがIoTのいまを如実に表しているといっても

Ⅰ．総　論
1．IoTとは

一般社団法人電子情報技術産業協会
総合企画部広報室　エキスパート　吉

よし

　田
だ

　　　俊
しゅん

過言ではあるまい。IoTはもはや単一業界だけの
テーマではなく、業種・業界を超えて社会を大き
く変える原動力になりつつあるのだ。本稿では、

「IoTとは何か」という基礎知識をわかりやすく解
説し、併せて、JEITAの取り組みについて紹介す
ることとしたい。

◇　IoTの歴史

　IoTは「Internet of Things」の略称で、日本語
では「モノのインターネット」と訳されている。
IoTの概念を最初に提唱したのは、英国人技術者
のケビン・アシュトン氏だ。彼は、マサチュー
セッツ工科大学でRFIDタグやその他のセンサを研
究するオートIDセンターを共同設立した人物であ
り、1999年、センサを介してモノが物理的に接続
されるシステムを説明するためにIoTという言葉
を初めて使用したとされている。ちなみに、国際
電気通信連合（ITU）は、2015年に開催された同
連合の150周年記念式典において、「TRON（The 
Realtime Operating system Nucleus）」を1984年
から提唱してきた坂村健氏に対して「IoTのコン
セプトの最初の提唱者」として、「ITU150年賞」
を授けている。IoTの考え方そのものは、最近登
場した概念ではなく、むしろ以前からあったもの
なのだ。
　それではなぜ、いまこれほどにIoTが注目され

図　1　多様な業種の企業が出展した「CEATEC 
JAPAN 2017」
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るようになったのか。理由はIoTが価値を創出す
るための環境が整ってきたことにある。IoTと
いっても単に「モノをインターネットにつなげた
だけ」では、本質的な価値は発揮できない。価値
を発揮するためには、大まかに、①機器同士をつ
なぎ、②センサによってデータを集め、③その
データを処理・分析し、④問題解決のためのソ
リューションを創造する、という一連の仕組みを
構築すること、つまりデータの利活用を創造する
ことが必要になる。すなわち、これらを実現する
ための技術が目覚ましい進展を遂げ、IoTが価値
を創出できる環境が整ってきたことこそが、いま
注目を集めている理由なのだ。センサ技術の汎用
化、クラウドの普及、ビッグデータの収集・解析
技術の発展、そして人工知能（AI）技術の発展と
いう要因が積み重なって、IoTによる価値創出が
可能な時代になった。もちろんこれらの背景にス
マートフォンの普及があることは言うまでもない。
その爆発的な普及により、大量生産によるセンサ
の汎用化とデータの利活用技術の発展という多大
な恩恵がもたらされたのだ。

◇　IoTの本質

　いまやIoTに関連するニュースを見ない日
がないほどに、言葉としては一般化してき
た。しかし、「Internet of Things＝モノの
インターネット」と訳されていることで誤
解してはならないのは、IoTはモノだけをつ
なげるものではなく、モノ・データ・人を
すべてつなげることにより、より大きな価
値が生まれるということだ。JEITAではIoT
という言葉に併記して、CPSという言葉を
使っている。CPSは「Cyber Physical Sys-
tem」の略で、サイバー空間とフィジカル空
間が連携したシステムという意味を持つ。
実世界（フィジカル空間）にある多様な
データをセンサネットワーク等で収集し、
サイバー空間で大規模データ処理技術等を
駆使して分析・知識化を行い、そこで創出
した情報・価値によって、産業の活性化や
社会問題の解決を図っていくというものだ。
情報化社会においては、分野ごとの合理化
や最適化が主たる目的だったが、テクノロ

ジーのさらなる進化は、これまでは実現できな
かったデータの収集、蓄積、解析、解析結果の実
世界へのフィードバックといった一連のサイクル
を社会規模で可能にする（図2）。サイバー空間と
フィジカル空間が相互連携する社会においては、
インターネット空間の接点はパソコンやスマート
フォンといった端末に留まらず、車や家といった
生活空間に広がり、さらには1人ひとりの人間と
も接続し、収集されたデータはあらゆる分野と連
携して、生活をより豊かにするとともに、少子高
齢化やエネルギー問題といった私たちが抱える社
会的な課題の解決へもつながっていく―こんな構
想はもう遠い未来の話ではないのだ。ただ、バラ
色のような未来だけではなく、セキュリティやプ
ライバシーなどクリアすべき課題があるのも事実
である。2017年時点において、CPSとIoTは、ほ
ぼ同義の言葉として使われることも多くなったが、
モノだけに捉われず、あらゆるものがつながるこ
とを前提として考えていく必要があることに変わ
りはない。

図　2　CPS/IoTで変わる社会



特　殊　鋼　67巻　1号18

◇　IoTの可能性

　IoTの市場規模について、JEITAでは、2030年
における世界需要額は400兆円を超えると予測して
いる。そのインパクトは特定の業界に留まること
なく、製造業、小売業、サービス業、物流などあ
らゆる産業に影響を与えるものになるだろう。IoT
をはじめとする新たなテクノロジーによってもた
らされるもの、それが「第4次産業革命」だ。蒸
気機関という新しい動力が出現した第一次産業革
命。続く第二次産業革命では電気と石油による大
量生産が実現した。第三次産業革命ではコン
ピュータが登場し、情報化社会となって自動化が
進んだ。そして、第四次産業革命。大量生産によ
る画一的なサービスから、個々のニーズに合わせ
たカスタマイズ生産を実現し、新たなサービスの
創出、サプライチェーン全体での効率性の飛躍的
向上を可能にする技術革新である。第4次産業革
命によりもたらされる未来について、日本では

「超スマート社会（Society 5.0）」というコンセプ
トを打ち出し、その実現を掲げている（図3）。
Society 5.0とは「必要なもの・サービスを、必要
な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の
さまざまなニーズにきめ細かに対応でき、あらゆ
る人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、
地域、言語といったさまざまな違いを乗り越え、
活き活きと快適に暮らすことのできる社会」と定
義され、2050年ごろの社会のあるべき姿だとされ
ている。暮らしに豊かさをもたらすことが期待さ

れているSociety 5.0をどう実現していくかは、ま
さにこれからの国家的な課題であり、そのために、
Connected Industriesなどの施策が次々と打ち出
されてきたのが現状だ。IoTによる産業革命はま
さにこれからなのだ。

◇　JEITAの取り組み

　最後にJEITAの取り組みについて紹介したい。
JEITAは、IT・エレクトロニクス分野の日本を代
表する業界団体であり、電子部品やデバイスをは
じめ、電子機器、ITソリューション・サービスな
ど幅広い領域をカバーしている。昨今の産業構造
や社会構造の変化を鑑み、社会全体の最適化がも
たらされる超スマート社会「Society 5.0」の実現
を事業方針に掲げ、産業と産業のつなぎ役として
さまざまな産業との共創を推進し、日本が直面す
るさまざまな社会課題の解決に結びつく新たなビ
ジネスの創出に取り組んでいる。具体的には、広
範なビジネス分野のプレイヤーがJEITAの事業に
参画できるよう、2017年度に会員制度に関する定
款を変更、ならびに「ベンチャー優遇特例制度」
を新設することで、業種や事業規模に制限される
ことなく、IoTに密接に関係するあらゆる企業が
参画できるようにした。また、他業界との連携を
積極的に進め、成長分野へのシフトを強化するた
め、2017年4月に「先端交通システム部会」「ヘル
スケアインダストリ部会」「スマートホーム部会」
の3つの部会を新たに設置し、関連業界と連携し
て、早期の社会実装に向けて取り組んだり、Soci-

図　3　社会進化と産業革命の位置付け
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ety 5.0の関する事例を含めたガイドブックを製
作・発行したりするなどの施策を進めている（図
4）。JEITAは成長分野における関連業界との積

極的な協調を進める「つなぎ役」として、業界の
垣根を超えた連携を促し、あらゆる産業を繋げて
いくことで、IoTに関する課題や実現に向けた議
論をリードしていく。

む す び

　IoTは特定業界による取り組みではなく、あら
ゆる業界が他社や他業界との連携・共創によって
新しい価値を創造していく取り組みに他ならない。
IoTを理解するとともに、IoTをどのように活用し
ていくかを考え、それにより実現したい未来を描
くことは、新しいビジネスを創出するきっかけにも
なるだろう。冒頭に紹介した「CEATEC JAPAN」
はまさにこの流れを推進する場として定着しつつ
あり、いまでは業界の垣根を超え、政策・産業・
技術を連携し、IoTを活用した「未来の社会」を
共創する展示会となっている。Society 5.0の実現
とは、言い換えれば「一人ひとりが輝く未来の実
現」である。業種・業界を超えてIoTを活用し、
一人ひとりが輝く未来を共創していくことが、今
後の大きなトレンドとなり、社会を変革する原動
力となるだろう。図　4　JEITAが発行した「Society 5.0 BOOK」
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◇　我が国製造業の付加価値獲得の現状

　「第四次産業革命」の波は、年を重ねるごとに世
界各地に浸透してきており、ビジネスモデル、さ
らには産業システムなどを抜本的に変える兆候が
あらゆる産業において現れ始めてきている。これ
は、情報処理能力の飛躍的向上や、データ量の大
幅増大、人工知能分野における機械学習などの新
たな手法導入などの技術革新により、今まで不可
能であったことが可能となったことによるもので
あり、主要諸国で取組強化に向けた動きが見られ
る。製造業においても、その動きが足下で顕在化
し始めている。
　図1は、そうした昨今の製造業におけるバ
リューチェーンを図式化したものである。「製造現
場・ハードウェア」領域と「IT基盤・ソフトウェ
ア」領域を連携・融合させ、いち早く顧客が求め
るものを「ソリューション」として提供すること
が重要となっており、この部分が付加価値の源泉

2．我が国製造業におけるIoT推進に 
向けた取組について

経済産業省製造産業局ものづくり政策審議室

となると考えられる。この「ソリューション」の
提供に向けては、「製造現場・ハードウェア」を中
心とする下からのアプローチもあれば、「IT基
盤・ソフトウェア」を中心とする上からのアプ
ローチも考えられ、いずれにしてもいち早く顧客
が求めるものをソリューションとして提供して、
このレイヤーにおいてポジションを確保すること
が重要となると考えられる。
　一方で、日本、米国、欧州の製造業に属する上
場企業のROEを時系列で比較すると、我が国製造
業のROE水準は常に低く、2015年では米国及び欧
州の8.5％に対し我が国は5.8％となっているなど

（図2）、かねてより低収益性は我が国製造業にお
ける大きな課題の一つとなっている。我が国は

「製造現場・ハードウェア」領域に強みを有してい
るが、その部分だけでは大きな付加価値を得るの
は難しくなってきており、その強みを最大限活用
して、より付加価値をつけやすい「ソリューショ
ン」の顧客への提供を通じて、価値獲得・収益向

図　1　製造業のバリューチェーン
資料：経済産業省作成
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上を図ることが重要となっていると考えられる。

◇　第四次産業革命へ向けた我が国製造業の
取組状況

　付加価値が「もの」そのものから「サービス」
「ソリューション」へと移り、単に「もの」を作る
だけでは生き残れない時代に入る中、我が国製造
業は技術力などの強みは引き続き強化していくと
同時に、ビジネスモデルの変革についての積極的
な意識や取組が求められている。また、IoTなど
のデジタル技術（以下、「IoTなど」と記載）を利
用して自社内の生産工程の見える化などを実施す
るなど現場のカイゼン活動の深化に努める企業も
増えてきている。いずれにしても、重要なのは、
各企業の取組を、生産現場などの個々の部門内に
閉ざされた活動に止めることなく、付加価値の獲
得、最大化に向けた経営変革に結びつけるべく、
IoTなどをツールとして活用しながら経営層が主
体的に推進を図っていくことであると考えられる。

1．各企業における生産プロセスでのデータ収
集・IoTなどによる見える化などの取組

　経済産業省が2016年12月に実施したアンケート
調査によると、約3分の2の企業が製造現場にお
いて生産プロセスに関する設備の稼働状況などの
何らかのデータ収集を行っていると回答した（図
4）。これは、2015年12月に実施した同調査と比較
すると、この1年間でその割合が26.0％増加し、
自社工場内でのデータ取得の取組が大幅に進んだ

ことが分かる（図3・4）。
　業種別で見ると、昨年度の傾向と同様に、化学
工業、非鉄金属などでデータ収集の比率が高く、
次いで鉄鋼や輸送機械が続く。一方で、一般機械
や電気機械では相対的に比率が低い（図5・6）。
総じて、一般機械や電気機械などの組立型産業に
比べ、非鉄金属や化学工業などのプロセス型産業
において活用がより進んでいる。その理由として
は、プロセス型産業の方が、中央制御室などによ

備考：対象企業は上場企業のうち2006年から2015年のデータが取得できる日本企業1,302社、
アメリカ企業753社、ヨーロッパ企業803社。各年の中央値。

　　　ROE＝当期純利益／自己資本。
資料：SPEEDA（企業分析サービス）を活用して経済産業省作成
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図　2　世界の上場企業（製造業）のROE推移（中央値）

図　3　生産プロセスにおいて何らかのデータ収集を
行っているか（2015年）

資料：経済産業省調べ（2015年12月）

図　4　生産プロセスにおいて何らかのデータ収集を
行っているか（2016年）

資料：経済産業省調べ（2016年12月）
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る一括監視による人の介在の余地が少ないシステ
ムを作り上げていることなどが考えられる。

2．IoTなどデジタルツールの利活用に向けた環
境整備

　工場で取得したデータを外部に提供して利活用
することについて、「経営面でメリットが明らかと

なれば、外部への提供も検討する」が30.8％と最
も多く、次いで「ケースバイケースで外部へ提供
する」が24.2％である一方で、「外部へ提供して活
用することはしない」は21.9％、「積極的に外部に
提供し、利活用を図る」が約1％という結果と
なった（図7）。この結果は、取得データの重要性
やその利活用の重要性への認識の高まりの結果を
踏まえたものと考えられるが、部分最適でない全
体最適となるデータの利活用に向けて、組織内外
のデータの利活用が関係者間でWin-Winの形で一
層進むための環境整備及び企業意識の醸成が重要
となる。
　一方で、工場で取得したデータを利活用するに
当たっては、多くの障害や懸念が存在すると考え
られる。その中でも、「ノウハウ・技術の流出が心
配」と回答した企業が46.0％と最も多く、次いで

「メリットが不明」（33.0％）、「社内にデータの利
活用の仕組みづくりを行える人材がいない」

（31.2％）が続いている（図8）。今後、データ利
活用に向けた企業意識の向上を図るとともに、流
出の懸念を払拭するためにデータ流通のルール整
備の検討など、障害・懸念として挙げられた事項
の対策を進めていく必要がある。

◇　製造業の第四次産業革命への対応に向け
た政府の取組

　上述のように、デジタル技術の進展によるデー
タの利活用によって製造業のビジネスモデルが大
きく変化し、競争環境が刻々と変わるという状況
認識の下、我が国製造業においても迅速な対応が
求められている。政府においても、民間企業が企
業や国を超えて安全につながり、ビジネスのため

図　5　生産プロセスにおいて何らかのデータ収集を
行っているか（業種別・2015年）
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資料：経済産業省調べ（2015年12月）

図　6　生産プロセスにおいて何らかのデータ収集を
行っているか（業種別・2016年）

55.2%

64.5%

69.1%

69.9%

76.2%

75.2%

65.9%

70.0%

44.8%

35.5%

30.9%

30.1%

23.8%

24.8%

34.1%

30.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般機械

電気機械

輸送用機械

鉄鋼業

化学工業

非鉄金属

金属製品

その他

(
n
=
6
6
9
)

(
n
=
6
0
9
)

(
n
=
4
5
3
)

(
n
=
1
4
6
)

(
n
=
1
8
5
)

(
n
=
1
2
9
)

(
n
=
8
2
7
)

(
n
=
1
4
9
4
)

はい いいえ

資料：経済産業省調べ（2016年12月）

図　7　工場で取得したデータを外部に提供して利活用することへの考え
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のデータ利活用を行える環境整備を進めていく必
要がある。この点、ドイツがISOやIECといった国
際標準化機関におけるデジュール標準などの活動
を主導し、アメリカにおいて民間企業主導でイン
ダストリアル・インターネット・コンソーシアム
に設けたテストベッド環境の中でIoTなどを活用
した先進事例を次々と生みだし、デファクト標準
を握ろうとしていることなどの状況を踏まえて、
我が国もより一層の国を挙げた対応が重要となっ
てくる。

第四次産業革命を経て我が国産業が目指す姿
“Connected Industries”

　ドイツの“インダストリー4.0”、フランスの
“未来の産業（Industrie du Futur）”、中国の“製
造2025”などのように、世界の主要各国は、それ
ぞれの旗を立て、第四次産業革命への対応を進め
ている。一方、日本では、このような明確な旗印
を決めないまま政策を進めてきた。このような中、
関係者が一体となった取組を一層加速すべく、
2017年3月にドイツにおいて開かれた国際情報通
信技術の見本市であるCeBITへの参加のために安
倍総理と世耕経済産業大臣が訪独する機会に合わ
せて、第四次産業革命を経て我が国産業が目指す
姿として“Connected Industries（コネクテッド・
インダストリーズ）”というコンセプトを定め、世
界に向けて発信した。“Connected Industries”と
は、様々なつながりにより新たな付加価値が創出
される産業の在り方を示すコンセプトである。モ
ノとモノがつながるIoTや人と機械・システムの

協働・共創、また国境を越えて企業と企業がつな
がることで様々な付加価値が生まれる。さらには、
技術が人とつながることで人の知恵・創意を更に
引き出し、世代を超えて人と人がつながることで
技能や知恵を継承し、生産者と消費者がつながる
ことで社会の課題を解決するなど、様々なつなが
りにより、ソリューション志向の新たな産業社会
が形成されることを示している。その実現に当
たっては、我が国の強みである、高い「技術力」
や高度な「現場力」を活かし、現場を熟知する知
見に裏付けられた臨機応変な課題解決力や継続的
なカイゼン活動などを活かせる“人間本位”の産
業社会を創り上げていく必要がある。
　“Connected Industries”の実現に向けては、以下
の3本柱を念頭に置いて取組を進めることが重要
である。まず第1に、人と機械・システムが対立
するのではなく、協調する新しいデジタル社会を
実現するために、AIやロボットを恐れたり敵視し
たりするのではなく、人を助け、人の力を引き出
すためのツールとして積極活用を図ること。また、
第2に、我が国が直面する課題は複雑で、企業間、
産業間、国と国がつながり合ってこそ解けるため、
協力と協働により課題解決を図ること。そして、
第3に、人間中心の考えを貫き、デジタル技術の
進展に即した人材育成を積極推進すること、であ
る（図9）。
　また、“Connected Industries”は、技術革新を
きっかけとする“第4次産業革命”を活用して、
目指すべき未来社会である“Society 5.0”を構成す

図　8　データ利活用への障害・懸念
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る産業の在り方を示している（図10）。
　今後、政府をあげて、Connected Industriesの
実現に向けて、各種の施策を推進していくことと
している。

◇　民間推進団体を中心とした取組

　日本国内においても、主に製造業企業を中心と

した民間推進団体のIoTなどに係る取組が活性化
してきている。具体的には、（一社）日本機械工業
連合会内に事務局を置く「ロボット革命イニシア
ティブ協議会（Robot Revolution Initiative）」、法
政大学の西岡靖之教授が中心となり民間企業の賛
同者などが発起人となって設立した「Industrial 
Value chain Initiative（IVI）」、産業横断的に先進

図　9　Connected Industriesとは

備考：経済産業省プレスリリース http://www.meti.go.jp/press/2016/03/20170320001/20170320001.html
資料：経済産業省作成

図　10　Society 5.0につながるConnected Industries
資料：経済産業省作成
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的なIoTプロジェクトの創出を目指して設立され
た「IoT推進ラボ」などにおいて、本格的な取組
が開始されるなど、活動が大きく進展してきた。

◇　IoT等を活用したソリューションと具体的
事例

　IoT、ビッグデータ、AIなどに代表されるデジ
タル技術は、データを核に幅広い事業活動におい
て生産性向上や新たな付加価値獲得に向けた知見
をもたらしうる。具体的には、リアルタイムある
いは短期間で製品や製造装置、施設、サプライ
チェーンなどの運用を「最適化」し続け、ものづ
くり業務プロセスへ変革をもたらす。また、異常
や異変の検知・リスクの検出などの「予知保全」
や「遠隔保守」、さらにはデジタル的な「技能継
承」などを可能とする。IoTを通じて得られた情
報を起点に、バリューチェーンの上流や下流に位
置するプレーヤーと連携しながら、顧客別に製品
をサービス化するなど、様々な事業の付加価値を
高める動きにつなげることもできる。

1．顧客などの課題解決を行う「ソリューショ
ン」起点でのデジタル技術の活用

　IoTをはじめとした第四次産業革命に関連した
最新のデジタル技術はあくまで「ツール」であり、
最終的な目的は顧客の課題を解決すること、顧客
に最適なソリューションを効果的・効率的に届け
ることにあり、また、そのために自らの能力を高
めるための取組も重要となる。
　そうした中、典型的なソリューションとしては、
例えば、直接的な顧客との関係では、納入した機
器などの「予知保全」「遠隔保守」、さらにはそれ

ら機器などの「運用最適化」などが挙げられる。
また、例えば、衣服にセンサー機能を織り込み、
生体データを取得することにより健康サービスや
運動能力向上に活かすなど、「全く新たなサービス
提供」を行うことも考えられる。これらは、「直接
的なユーザー価値の向上」につながるソリュー
ションと位置づけることができる。
　また、顧客に最も効果的・効率的に製品・サー
ビスなどを通じたソリューション提供を行うため
に、自社及び関連企業と連携して能力を高める取
組も重要であり、例えば、強化された計算能力や
AIなどを研究開発などに活用する「R＆D支援」、
顧客の使用データなどを分析することによる「企
画支援」、モデルベース開発をはじめとする「設計
支援」、サプライチェーンとエンジニアリング
チェーンをシームレスにつなぐことなどによる

「生産最適化」「多品種少量生産」、工場ごとの繁閑
期の平準化などを可能とする「共同受注」、デジタ
ル化により匠の技の継承を容易とする「技能継
承」、サプライチェーン連携などによる「物流最適
化」、顧客の使用データなどを分析することによる

「販売予測」などの自社の課題解決型ソリューショ
ンが考えられる。これらは、「自社の最適化や効率
化向上を通じた生産性や付加価値の向上」への取
組であるが、その最終的な目的としては顧客へ提
供する様々な価値を高めていくことにある（図
11）。
　重要なのは、顧客のニーズ対応、課題解決を図
る「ソリューション」起点で物事を考え、その実
現手段としてIoT、ビックデータやAIなどのデジ
タル技術を積極的に活用していくアプローチであ

図　11　想定しうるソリューションの例
資料：経済産業省作成
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り、技術導入を行うこと自体が目的化しないこと
である。
　また、最新のデジタル技術を使うことによるソ
リューションは、研究開発－製品設計－生産－保
守などの「エンジニアリングチェーン」と、受発
注－生産管理－生産－流通・販売－アフターサー
ビスなどの「サプライチェーン」の双方の各所に
位置づけられる。双方のチェーンにおいてデジタ
ルツールを用いたデータの利活用の拡大・迅速化
を進めることで、生産性の向上や新たな付加価値
の創出の実現を図っていくことが必要となってい
る。さらには、顧客の利活用状況などのデータを
迅速にエンジニアリングチェーンにフィードバッ
クし、新たな商品企画や設計の向上に反映させる
ことや、サプライチェーンにフィードバックする
ことにより、価値の高いものづくりをより効率的
に実施できる可能性が高まる（図12）。

2．企業における具体的な取組事例
　企業においてIoTなどのデジタル技術を活用し、
ソリューションを実現した具体的な取組事例につ
いて、以下、2017年版ものづくり白書より引用し、
紹介する。

＜三浦工業（株）＞：「遠隔保守（顧客）」「予知
保全（顧客）」「運用最適化（顧客）」
産業用ボイラー分野のサービス・ソリューショ
ン提供

　同社は、1959年創業、日本で初めて「小型貫流
ボイラー」を製品化し、小型で熱効率が高く、
ユーザー側の免許不要との手軽さからマーケット
は拡大したものの、故障時には自前での修理が難
しく、ユーザーにとってもメーカーにとってもダ
ウンタイムの発生や修理対応が課題となっていた。
そうした中、1972年、創業者の三浦保氏によって
ボイラーの販売契約に有償の保守契約を設け、定
期的に点検、維持管理することにより故障を未然
に防ぐ「ビフォアメンテナンス」の考え方に基づ
き「保守契約制度」が創設された。1989年には機
器と同社をオンラインで結んだ「オンライン・メ
ンテナンス」サービスの提供を開始、2016年10月
末時点、国内では56,276台のボイラーに導入され
ている。
　現在の仕組みでは、各種センサーをボイラーの
様々な箇所に設置し、炎、圧力、温度、水位と
いった様々なデータを収集、データをもとにボイ

図　12　想定しうるソリューション例とその位置づけ
資料：経済産業省作成
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ラー内のマイコンで制御しつつ、通信機能によっ
て本社や各メンテナンス拠点にデータを発信して
いる。例えば、ボイラーを複数台並べて運用して
いるケースでは、1台の故障を検知もしくは予知
した場合、マイコンのAI機能によって、修理要請
を発信しつつ、多重制御によるバックアップ運転
や台数制御装置による正常なボイラーの稼働率を
高めるといった機能を有する。
　また、センシングデータの「ビフォアメンテナ
ンス」への活用形態は主に、①定期メンテナンス
データの取得、②お知らせ通知（故障予測）③重
故障通知の3つである。①は定期メンテナンス時
にボイラーの履歴データと過去の耐性データをも
とに、部品交換時期などの検討に役立てるもの。
②は各種センサーからの運用データをもとに数値
に異常が見られた場合は故障に先立ってサービス
エンジニアに通知するもの。③は故障を検知して
通知するものである。基本的にデータはローカル
サーバーに蓄積され、通知と同時に蓄積データと
リアルタイムデータが平日日中は各地のメンテナ
ンス拠点に、夜間休日は愛媛の本社にあるZISオ
ンラインセンターに送られる。③に関しては、実
際は操作ミスや水や電気が来ていなかった、とい
う話が意外と多く、遠隔で対応できるケースが多
い。例えば、最近5年間の異常受信の対応割合は、

56％をZISオンラインセンターで、残り44％を各
地のメンテナンス拠点でフォローしており、ZIS
オンラインセンターで受けた異常受信のうち91％
はモニター対応だけで済んでおり、8％が電話対
応、出向対応は1％未満となっている。
　また、収集したデータは「ビフォアメンテナン
ス」のみならず、製品開発にもフィードバックを
行っている。旧来、ボイラー不調の三大要因の1
つであった逆止弁の逆流による駆けつけ回数が
ワースト1であったが、同社では当該部品の先行
交換に加えて、ダブルシール構造の新型逆止弁を
自社開発した。その結果、旧型逆止弁を搭載した
ボイラーで0.117％だった逆流アラームの発生率を
2015年度の実績で0.014％まで削減、異常発生率は
約88％低減した。
　さらに近年では、特に「エネルギー使用量の見
える化」への関心の高まりから、工場設備などの
稼働データを実測して設備更新や適正化などの提
案を行う省エネ診断の要望が、5年前は3,000件／
年ほどだったものが、2015年度には約5,000件／年
へと年々増加している。また、蒸気を発生させる
ためにボイラー内に水を循環させる際、水質に
よって熱効率が変化するため、水質管理がボイ
ラーの効率運用において重要なファクターとなっ
ている。そのため、同社では全国各地での水質

図　サービス例
出所：三浦工業（株）より提供
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データを収集しており、そうしたビッグデータを
活用した水質管理ソリューションも提供している。
　当初、「ビフォメンテナンス」をスタートした際
は、メンテナンスを有償化し、提供前にメンテナ
ンス料を受領することに社内外の反発もあったも
のの、長年の取組のノウハウにより導入効果を示
すことで受け入れられるようになったという。一
方、契約を結ぶということは、万一の場合の責任
は同社の負担になることを自覚し、その覚悟でメ
ンテナンスサービスやソリューションの提供を
行っている。

＜IBUKI（株）＞：「予知保全（社内）（顧客）」
「技能継承」
IoT活用による『金型の息づかい』見える化やAI
を活用した個別受注見積の技能継承などの取組

　山形県河北町にある中小金型メーカーである同
社は、「加飾」と呼ばれる樹脂成形の外観処理の秀

でた技術で自動車産業を中心に販路拡大を図って
いく中で、2014年に経営参画したコンサルティン
グファームであるO2（オーツー）とともに、IoT
やAIを活用した取組を開始。埋め込み式の各種特
注センサーを用いて、従来匠の勘に頼っていた射
出成型中の「樹脂の流れ」や「金型挙動」を計測
し、これらを可視化した。システム上で一括表示
された各計測データの波形を統計的に分析し、異
常値を検出するとアラートを出すという不具合予
測機能も備えるモニターリングシステムを自社内
で活用、さらには、リアルタイムに成形機をフィー
ドバック制御するシステム開発も目指している。
　加えて、出荷前の金型から上述のセンシング
データを取得し、金型とともにチューニングに必
要な情報として顧客に提供する。これにより、顧
客は予防保全・故障時の早期対処にその情報を役
立てることが可能となっている。
　また、これまで知見を有する工場長1人が顧客

図①　IBUKIのIoTビジネス展開

図②　工場長のブレインモデル
出所：IBUKI（株）より提供
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各社から様々な要件で送られてくる見積依頼を処
理してきたが、対応できるメンバーが限定されて
いることによる業務の質の低下などの課題が顕在
化してきた。人材育成も、過去の実績を見ながら
工場長による直接指導が基本となるため、手間と
コストが掛かることになる。これらの課題を解決
するため、O2のグループ会社であるLIGHTzが開
発したAI（ORINAS）を活用し、過去の類似実績
の検索・抽出システムを構築した。はじめにベテ
ラン技能者の思考回路をヒアリングし、その調査
結果から職人的思考回路のネットワークを視覚化
し、それをAIに埋め込んでシステム化。類似情報
検索の機能を加え、社内実績活用の基幹システム
とした。その結果、若手技術者が半日かけて作業
していた過去の実績検索が30分程度で可能となる
とともに、思考の流れを基にした業務フロー作成
なども可能となった。
　また、型屋専業から「工場生産性改善の相談が
できるパートナー企業」へと変革すべく、可視化
を通じて整理した製造ノウハウを活かした新規コ
ンサルティング事業も開始しており、企業の若手
技術者の現場離れを補う「金型寺子屋サービス」
として展開を始めている。

＜（株）CAPABLE＞：「共同受注」
日本初の半導体・LED・電子部品用封止金型
ファブレスメーカー

　2012年7月に設立された同社は、豊富な経験と
実績を有する金型設計・製造技術者と世界の主要
半導体・LED・電子部品メーカーと強いパイプを
持つ営業担当者が結集した企業。受
注・設計した金型を日本国内の金型
メーカーに製造委託し、CAPABLE
ブランドで製品を供給・保証する日
本初の半導体・LED・電子部品用
封止金型ファブレスメーカーであ
る。
　河原社長が同社を設立した背景
には、丸紅（株）などの企業経験
を積んだ後に、独立して経営コン
サルタントとして企業支援活動を

行う中で、日本の金型業界の現状を知り、新たな
ビジネスモデルの可能性を見いだしたことにある。
約10,000社存在するといわれる日本の金型業界は、
コストダウンのために海外移管を進める約1割を
占める大企業を除くと、9割近くが中小企業で構
成されている。それらの中小企業メーカーは海外
移転する体力がないがゆえに国内での新規取引先
開拓が困難となり、受注の先細りや廃業の危機に
晒されている。さらに、半導体・LED・電子部品
用封止金型業界では、2001年のITバブル崩壊など
によって封止装置メーカーが生産能力拡大につい
て消極的になる一方で、半導体メーカーが後工程
を新興国における下請けへとシフトを鮮明化した
ことにより、台湾や韓国などのコピー金型メー
カーが急成長し、優秀な技術力を有する国内メー
カーに海外の仕事が回ってこない構造となった。
このような現状において、低価格・短納期だが低
品質である新興国メーカーのコピー金型や高品質
だが高価格・長納期である封止装置メーカーの内
製金型に取って代われるような、高品質かつ適正
価格・短納期の金型を供給するために中小金型
メーカーとの分業受注・生産体制を構築すること
に商機を見いだして同社を設立。国内に400社以上
あるという精密金型・金属加工業者のネットワー
クを駆使し、大ロット・短納期発注にも柔軟に対
応している。
　今後は、ポータルサイト上での会員登録制の自
動マッチングシステムを構築し、顧客と国内事業
者の受発注をより効率的に仲介することを目指し
ている。

出所：（株）CAPABLE作成資料

図　分業受注・生産体制
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まえがき

　情報、金融産業等においてはデジタル化が急速
に進行し、今や私たちはスマートフォンの画面を
通してあらゆる情報を入手でき、何処にいても瞬
時に金融取引ができてしまうと言っても過言では
ない状況です。
　このデジタルトランスフォーメーションの潮流
は、モノ作りや、物流、サービスの世界にも広が
り第4次産業革命とも言われています。第1次産
業革命は、18世紀初頭の蒸気機関による工業の機
械化。第2次産業革命は、電力による大量生産と
自動車や航空機等での輸送。第3次産業革命は、
コンピュータによる自動化、高速化、効率化。そ
して第4次産業革命は、IOTによるサイバーフィ
ジカルシステムを基にしたもので、Big Data、AI

（*1）を活用したビジネスモデルの創生、改革で
す。自動車産業においても、モノ作りに対するAI
活用や、MBD（*2）をはじめとする設計のデジ
タル化と並行して、コネクティッドカーの展開が
進行し始めたところです。
　コネクティッドカーとは、自車やドライバーの
情報を送信し、他車や道路インフラ更にインター
ネットなどから情報を受信する機能を持った自動
車で、通信手段としてはDSRC（*3 ITS Connect, 
ETC2.0など）、携帯電話回線、WiFiなどがありま
す。コネクティッドカーによって得られる情報と
車両やドライバーへの情報提供によって、下記の
様な新たなサービスやビジネスの創出が期待され

Ⅱ．IoTへの各業界の取組み・製品での 
対応と課題・関連技術動向

1．コネクティッドカーがもたらす 
デジタルトランスフォーメーション

㈱トヨタIT開発センター　代表取締役社長
（現在）トヨタ自動車㈱　先進AI開発部　部長　谷

たに

　口
ぐち

　　　覚
さとる

ています。

◇　安全、安心、環境に優しいサービス

　ETCは高速道路での料金支払いをスムーズにす
ると同時に、渋滞緩和にも大きく寄与しています。
ETCの普及により、高速道路での渋滞の30％を占
めていた料金所での渋滞の95％が解消されたとの
データがあります。近年のETC2.0、ITS Connect
の導入で、自動車⇔道路インフラ（V2I）、自動車
⇔自動車（V2V）通信により、見通し外の渋滞情
報や、緊急車両の接近通知、右折時の歩行者注意
喚起に加えて、V2V通信での加減速情報によるス
ムーズなクルーズコントロール制御など、料金支
払い等の利便性に加えて、ドライバーへの情報提
供による安全性向上や、車両の安全・快適制御機
能拡大に寄与しています。弊社（㈱トヨタIT開発
センター）は、会社設立当初よりDSRCの研究、
評価、規格化に主導的に関わらせて頂いており、
今後もその用途拡大や欧米での標準化、法規化に
貢献して参ります。
　各車両の走行情報や、道路の規制、事故、天候
等の情報を組み合わせることで、渋滞、危険個所
など木目細やかに把握、予測ができるようになり、
ナビゲーションの経路案内に活用されています。
地震など災害時には道路が寸断されてしまうこと
もありますが、実際にトヨタ車、レクサス車が通
行した履歴から「通れた道Map」を提供し、迅速
な非難や救援活動に貢献しています。
　車両のリアルタイムデータによる故障診断、故
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障予兆診断に基づいて、お客様の車が販売店に入
庫する前に準備を行うなど、スムーズな修理、メ
ンテナンスサービスに活かす取り組みにも着手し
ています。

◇　機能追加、更新

　マップオンデマンド ナビゲーションでは、新し
い道路ができると地図変更部分をセンターサー
バーから配信、更新しています。常に最新の地図
での経路案内を皆さまも既に体験済みかもしれま
せん。
　パソコンやスマートフォンではアプリケーショ
ンの追加、更新は当たり前の機能ですが、安全へ
の影響や、コスト、スペース上の制約がある車載
コンピュータでは、許認可の関係もあり、これま
では限定した環境、機能でしかソフトウェアの書
き換えを行っておりませんでした。法規動向にも
よりますが、車両の機能や性能を追加・向上した
り、個々のお客様の使い方や嗜好を記憶、反映し
たりするために、車載コンピュータのソフトウェ
アの追加、更新も今後は広がっていくものと想定
しています。

◇　インターネット・クラウドサービス

　自動車での移動時であっても、インターネット
を通じた情報入手や、サービスアプリの使用ニー
ズは高まるばかりです。音楽の配信や同乗者向け
のエンターテインメント配信は無論のこと、観光
案内、レストラン予約、駐車場の空き情報、予約
などのサービス拡充は、自動車での移動をより楽
しく、快適にしてくれます。

　また、ビジネスにおいては移動中であっても
メール等での情報連携や、車両の位置の見える化
や、精度の高い到着時間予測、等も望まれます。
　インターネットを利用した多様なサービスを安
心して使って頂くためには、運転中ならではの使
い勝手、ユーザー体験として提供する事が必要と
なります。トヨタでは、スマートフォンアプリと
自動車を繋ぐオープンソース プラットフォームで
あるSDL（*4）を展開する事で、音声認識や車載
ディスプレイでの運転中の操作に適した表示レイ
アウトにより、見易く安全に操作でき、更に運転
中に危険なアプリはブロックするなどスマート
フォンアプリを快適にお使いいただけるよう配慮
しています。

◇　自動運転技術

　「交通事故死傷者ゼロ」への貢献と、高齢者や体
の不自由な方も含めた、全ての人が自由に移動で
きる手段を提供するために、自動運転技術の発展
は重要です。トヨタのチームメイトコンセプトは、
高度運転支援システムがドライバーに寄り添うこ
とで、事故を起こさず自動車の運転をより楽しく
快適にする運転サポートモードと、誰もが自動車
に運転を任せて移動の自由を享受できる自動運転
モードの二つの使い方を想定しています。
　自動運転技術（図1）には、交通ルールや道路
規制情報、自車位置を詳細に把握し走路計画を立
てるための空間情報を持つダイナミックマップと、
逐次道路環境を認識するセンサー、上記の情報を
基に判断・操作する機能が必要となります。ダイ
ナミックマップを、センターサーバーから定期的

図　1　自動運転技術
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に配信し、車載のセンサーだけでは得られない情
報をインフラや他車からの情報で補い他車と運転
制御を連携させるための通信は自動運転には欠か
せません。

◇　車載リソースの活用サービス

　自動車は、温度、気圧、カメラなど様々なセン
サデータを取得しながらシステムを動かしていま
す。従来はそれらのデータは自動車を制御するた
めにだけ使用してきましたが、コネクティッド
カーではデータをクラウドサーバに取り込んで、
社会環境を把握し、見守るデータとして活用する
ことも可能になると考えております。
　PHV（*5）、EV、FCV（*6）のバッテリーを
家や地域グリッドと共有し、太陽光発電や風力発
電等の自然エネルギーの発電の不安定さや、時間
帯による電力需給の変動に対応して車載バッテ
リーの充放電をコントロールする事で地域電力の
安定化や、家庭の電力コストの最適化に寄与でき
ます。弊社では、上記の様な車載バッテリーの充
放電制御を行うための通信プロトコルを電力会社
と検討し、豊田市や米国インディアナ州などで実
験し、効果を検証致しました。
　災害等で携帯電話通信網が使用できない場合で
も、携帯電話と自動車をWiFiやBluetoothでつな
ぎ、そのメッセージをV2V通信にて次々に受け渡
したり、場合によっては自動車が走行してメッ

セージを運んだりすることで、機能している通信
基地局まで伝送する事が可能となります（図2）。
弊社では、総務省と共同で実際に携帯メールを自
動車の通信を使って伝送する実験を行いました。
大地震等で通信、電力インフラが停止した場合で
も、自動車が自律的に機能する事で人や物の移動
だけではなくデータを運ぶことも可能であること
を実証致しました。将来的には、V2V通信とV2I
通信を組み合わせれば、メッシュネットワークイ
ンフラが形成できる可能性があり、携帯電話通信
網の負荷低減にも寄与できると考えます。

むすび

　「コネクティッドカー」は、車に通信手段を持た
せることで車と人と社会をつなぐ手段を指した名
称です。但し、つないだだけでは当然ですが付加
価値にはなりません。それを使ってお客様に何を
もたらすかと言う事が重要で、その一端をここで
ご紹介致しました。
　これまで自動車会社が構築をしてきたモノ作り
を通したお客様への商品、サービスビジネスの進
化に加えて、非自動車ビジネスに自動車で得られ
るデータを組み合わせることで、これまで自動車
会社とは直接ビジネスでお付き合いのなかった
方々とも、新たなチャンスを広げていきたいと考
えております（図3）。
　従来の車両の制御情報や地図情報に加えて、自

図　2　コネクティッドカーを使った災害時の通信
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動運転技術では、様々な道路環境、交通状況を測
定した画像、空間情報の様な高密度なデータの収
集も必要となります。コネクティッド機能の積極
的な設定拡大に伴う台数増加と合わせて、データ
量、種類ともに膨大になるため、データ処理、
データ解析、通信ネットワーク等の高度化研究が
今後の競争力の源泉になると思われます。ハッキ
ングやデータ漏洩などサーバーセキュリティ対策
への研究も欠かせません。「モノづくり」と「コト
づくり」の両方を支える「知的データ基盤づくり」
の研究に弊社は取り組んで参ります。

*1：AI　Artificial Intelligence 人工知能　深層学習、Big Data 
処理環境の進化により活用が期待されている。

*2：MBD　Model Based Development モデルベース開発　物
理特性、設計仕様などのシミュレーションモデルと基に評

価、開発をすすめること。
*3：DSRC　Dedicated Short Range Communication 車両様に

特化された無線通信。日本国内では、ITS Connectに760MHz、
ETC2.0に5.8GHzが活用されている。

*4：SDL　Smart Device Link　フォード、トヨタ、スバル、マ
ツダ、スズキ、PSAグループ及び、Electrobit、Luxoft、
Xevoといったサプライヤーも参画してスマートフォンと車
をつなげ、車内でのアプリ操作を可能とするオープンソー
スソフトウェア

*5：PHV　Plug-in Hybrid Vehicle 外部電源から充電できるタ
イプのハイブリッド自動車で、走行時にCO2や排気ガスを出
さない電気自動車のメリットとガソリンエンジンとモーター
の併用で遠距離走行ができるハイブリッド自動車の長所を
併せ持つ自動車

*6：FCV　Fuel Cell Vehicle　燃料電池自動車　水素と酸素を
化学反応させて電気をつくる「燃料電池」を搭載し、モー
ターで走行するクルマ。走行中排出するのは水だけで、水
素は多様な一次エネルギーから製造できるため、究極のエ
コカーとも言われている。

図　3　コネクティッドカーで広がるサービス
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2．モノづくりにおけるIoTの利活用
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図　1

まえがき

　あらゆる機器をネットワークに接続する「IoT」
でスマートな工場を実現すると言われている。魔
法の杖とも云わんばかりの「IoT」とは何か？

「IoT」を導入すれば皆工場をスマートにできるの
だろうか。
　「IoT」を平たく表現すれば、“モノ”が話をす
るということである。これまでコミュニケーショ
ンといえば人と人との伝文を意味していたが、

「IoT」により“モノ”もその会話に加わることが
可能になる。こうなれば格段にコミュニケーショ
ンの量が拡がり、会話の精度も高くなる。工場の
中で起きている事象、起きうる事象をタイムリー
に知ることができ、よりスマートな工場運営がで
きるということになろう。しかしながら、事はそ
んなに単純ではない。まずもって“スマート”の
定義は自社で設定しなければならず、その定義に
従い“モノ”に何をいつ、どれだけ話させるかを
規定しなければならないからである。加えて、“モ
ノ”が話すことに素早く対応できなければ実益を
伴うスマートな工場にはならない。つまり、「IoT」
導入によるスマート工場化には「こうありたい」、

「改善するぞ」と強く願い、企画・行動できる「モ
ノづくり人材・強い現場」が揃っていることが必
要不可欠である。

◇　当社のモノづくり

　当社は10年以上命を預かり走破し続ける自動車
の部品製造を行うサプライヤーである。その要求
特性から高信頼性、高耐久性の「製品づくり」に
力を注ぐと共にお客様に満足いただけるコストで
作り上げる「工程・生産設備・ライン（＝以降、
統合し生産システムと呼ぶ）づくり」は内製にこ
だわり、製品開発から生産までの一貫した活動を
行っている。その活動基点が製品企画・開発の初
期段階で開発部門のみならず量産活動を担う製造

部門までがワンチームとなった“すり合わせ”開
発、通称コンカレントエンジニアリング活動であ
る【図1】。
　当社は創業以来本活動を継続し、品質とコスト
を両立させる差別化製品、生産システムを生み出
すと共に「不良を作らない良品条件」、「生産設備
が止まらない良稼働条件」、これら2つの条件を正
しく生産活動に落し込む「標準作業」を作り込ん
でいる。またこの活動は一つの目標に向かった部
署・組織間の壁なき渾然一体の開発活動であり、
モノづくりの難しさ、苦しさ、愉しさを心技体に
叩き込む「モノづくり人材・強い現場づくり」へ
とつながっている。
　先述したスマート工場に値するのが生産システ
ムである。当社は素材加工から仕上加工、組立、
検査、出荷までの一貫した生産システムを構築し
ており、時流に合わせた生産システムにて製造プ
ロセス全体スルーでのムダ取りを行ってきた【図
2】。近年においては1/N化というキーワードの
下、ライン・工場間のモノの移動・搬送のムダの
みならず、設備内搬送のムダにも着目し、製品の
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図　2

図　3

大きさにあったコンパクトな設備作りを行うと共
に素材加工～出荷までの各工程を同期一貫化する
ことで物理的な在庫のムダ取りを行っている【図
3】。
　生産システムの中に潜在するムダを設備・ライ
ンの1/N化で実現するといったアイデアは設備に
センサーを貼りめぐらし設備に話をさせる「IoT」
の単純な導入で生まれることは決してない。あら
ゆるムダをなくそうと常に課題形成しチャレンジ
ングな目標を立て仮説検証を丹念に行う「モノづ
くり人材・現場」から生まれるのであり、ここに
モノづくりにおける差別化があると当社は考えて
いる。

◇　「IoT」の強みと当社モノづくりへの融合

　先述の通り「IoT」とは“モノ”が365日24時間
話し続け、自らの状態・状況を教え続けてくれる
ことである。生産現場でいえば、生産設備の状
態・状況を休みなく確認し続けているいうことで
あり、人では極めて困難である。一方、この“モ
ノ”の生声を時系列でグラフ表示、相関分析など
して可視化すれば、これまで見逃していた変化や
傾向が見えてくるであろう。
　生産現場は生き物と言われる通り、5M （Machine、
Material、Measurement、Man、Method）により

“変動”する。この“変動”により生産現場は不具
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図　4

合に直面し（例えば不良品を作る、設備が停止す
る）、また海外生産においては変動による不具合へ
の気付きが遅れ、重大な品質問題、納入不具合を
起こすこともある。
　「IoT」の強みは“モノ”が“変動”を知らせる
ことで、即時アクションを促すことであり、昨今
の機械学習という手法を用いて適切に制御すれば
不良を作らない、止まらないライン・工場が実現
でき得ることである。つまり、生産ロス“ゼロ”
の状態を作り出せる可能性があることがこれまで
にない強みである。
　加えて、“変動”は一つのライン・工場内に閉じ
た事象ではない。成熟したマザー工場が積極的に
海外工場での“変動”を知り、適切にアクション
を起こせばロス“ゼロ”に近い状態が海外工場で
も実現可能となる。
　この時空間ギャップの克服も「IoT」が持つ大
きな価値である。
　さらに言えば、「IoT」が示すのはロス“ゼロ”
に向けた変動情報に留まる理由はない。世界の工
場で行われる改善、改善後の効果といったプラス
の変動情報＝新たな価値情報も常時共有すること
が可能である。
　以上の考えから、当社が考える「IoT」の利活
用は「モノづくり人材・現場」による“演繹的ア
プローチ”にてムダ“ゼロ”の生産システムを追
求し、そこに「IoT」が示す変動情報に基づく分
析を加えた“帰納的アプローチ”を付与すること
で、変動への最速リアクション、自律制御化を可

能とし、生産時のロス“ゼロ”を実現していくと
いうことである。さらに“帰納的アプローチ”か
ら得られた新たな事象を演繹的に理屈化・形式知
化し、生産システムの更なるムダ排除へと還元、
生産システムの進化と生産現場の進化の両輪のス
パイラルアップによって競争力向上を図ることを
目指している【図4】。
　ロス“ゼロ”の実現に加え、プラスの価値情報
の活用で新たな改善・革新を世界の工場で生み続
け、切磋琢磨しあうグローバルなダントツ工場づ
くりを目指す“Factory IoT活動”を全社で取組
んでいる【図5】。

◇　Factory-IoT活動の概要

　本活動の目的は、①ロス“ゼロ”工場づくり　
②グローバルに改善・革新を促進することである。
　目的達成に向け、“モノ”に何を話させるのか、
即ち収集・分析・活用するデータ・情報（以降コ
ンテンツと呼ぶ）は何か？を決める事が最も重要
である。
　生産におけるロス“ゼロ”とは、不良を作らな
い、止まらない設備・ラインの実現にほかならず、
これは先述のコンカレントエンジニアリング活動
で作り上げる「良品条件」、「良稼働条件」、「標準
作業」によって規定される。これら3コンテンツ
の変動に「材料・素材」の変動状態を加え、生産
設備・ラインの「稼働状況・実績」を一元的にひ
も付け、分析し、その結果を基に最適制御すれば、
ロス“ゼロ”工場が実現するということである。
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図　5

図　6

創業以来のコンカレントエンジニアリング活動か
ら得られたモノづくりレシピの約26,000項目がこの
対象となる有益コンテンツになると見定め、それ
を「全社標準コンテンツ」として規定。ロス“ゼ
ロ”、グローバルに改善を促進させる“共通基盤”
として全社共通でデータ収集・分析・共用するこ
ととしている【図6】。
　一方、これら「標準コンテンツ」は今でも生産
現場に存在している。しかしながら、ロス“ゼロ”
は実現できていない。これは以下の点でコンテン
ツが活用できる形となっていないからである【図
7】。

　コンテンツが
　①眠った状態にある
　②頻度や量が不足し使えない（例えば1日1回

しかデータ取得していない）
　③散在しており有効に使えない
　以上のことから、当社では「呼び起こす」、「充
足する・高める」、「一元化する」にてコンテンツ
の有効化を図ると共にそれを効率的に実現すべく、
以下を内製開発し日々の生産活動にて活用してい
る。
　・各種変動現象（例えば、振動、温度、圧力）

を一つのセンサーで検出できる汎用型セン
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サーを開発。
 必要コンテンツを呼び起こし、センシング

量・質を高める。
　・各種データを一元的に整理することが可能な

汎用ミドルウェア（ソフトウェア）を開発。
　必要コンテンツを統合分析できるよう一元化す
る【図8】。
　「IoT」で取得すべきコンテンツを定め、分析・
活用・共用できる環境を整えたら、これらが即実
益につながるよう活用できる形（＝2次、3次）
へと昇華させることが望ましい。さらには、昇華
させたコンテンツを「モノづくり人材」や「生産

設備・ライン」に即時提供し、活用できるように
することが重要である。
　当社ではコンテンツの昇華・活用化として、5
つのレベルを規定している【図9】。
　・レベル1：各コンテンツの変動がリアルタイ

ムで理解・共有できるよう可視化
　・レベル2：取得したコンテンツから良否を判

定するアラーム化
　・レベル3：蓄積した情報を分析し、未来に起

きうることを推測する予知予兆化
　・レベル4：予知される変動に対し自律制御を

行い最良状態を維持化
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図　9

図　10

　・レベル5：変動源そのものを排除する源流改
善化

　レベル1～5へとコンテンツの活用度を上げ、
現在の見える化から未来の見える化、インテリ
ジェント制御化へ、リアクションの最速化から未
然防止化へとモノづくりを進化させ、慢性的散発
不良発生ゼロ、突発的設備大故障ゼロといった工
場内の大きな生産性ロス“ゼロ”の実現を図る。
　また、有益化したコンテンツを「モノづくり人
材・現場」にJust in Timeで届ける“情報JIT”化

も進め、改善・革新の促進へとつなげていく【図
10】。
　情報JITの具体的方策はウェアラブルデバイス
の開発であり、広範囲な生産現場の変動を凝縮し
た形で「モノづくり人材」に知らせると共に、受
取った人にとって最適なアクション、最良な標準
作業法をJITで促すことで生産活動におけるTIE的
ロスのミニマム化へと貢献させている【図11】。
　以上、設備大停止といったマクロ的生産性ロス
の“ゼロ”化、TIE的なミクロロス“ゼロ”化の
両輪を回すことでグローバルにロス“ゼロ”工場
実現を目指すのがFactory-IoT活動の基本である。
　これを先述の「IoT」コンテンツの5レベルを
用い、ロードマップ化したのが【図12】である。
　コンテンツの活用レベルを上げつつ（横軸）、そ
の活用領域を拡張していく（縦軸）ことで競争力
を向上させるというものであり、図中の○は当社
事業部の代表工場の2015年時の立ち位置を示す。
　海外に多くの工場を展開している事業部の場合
は縦上方向、即ち見える化、アラーム化を押し進
め、ロス“ゼロ”工場実現を最速で狙う事業部の
場合は右横方向へ進むという具合で「IoTの利活
用」を各事業の要件に合わせて進めている。例え
ば、縦上方向に進める事業部は、リアルタイムモ
ニタリングによる海外遠隔支援化、ウェアラブル
機器利用による相互情報共有・共用を積極に進め
ているという具合である【図13】。
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むすび

　今回はモノづくりの領域に限定し「IoT」導入
の一端を説明したが、導入範囲は、調達～納入の

Supply Chain、開発～生産準備に至るEngineering 
Chain、市場での使われ方をフィードバックする
Market Chainと極めて広大である。その分、取り
代・効果も大きいということであるが、実際には
どこから手を付けていくのかの判断が難しい。当
社では「自社の強みをさらに高める」ことを主眼
に、これまで力を入れてきた工場内の生産性向上

（Factory Chain）への導入を決めた。
　モノづくり人材づくりを通じたムダ“ゼロ”の
生産システムづくり、「IoT」導入で生産ロス“ゼ
ロ”の工場づくりに挑戦。“ゼロ”に留まらず、世
界の知恵を常に得ることでムダの排除をし続ける

“たゆまぬ改善・革新が進む工場がスマート工場”
と定義し、全社一丸で鋭意活動中である。
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　コマツでは以前から建設機械をKOMTRAXとい
うシステムで「見える化」してサービスを行って
いる。工場の生産現場においても同様の考え方で
より高い品質と生産性が得られると考え、「見える
化」に取り組んでいる。本稿では、溶接ロボット
の「見える化」システムの開発と「見える化」に
よる生産性の改善について紹介する。
　当社で生産している建設機械は比較的厚い鋼板
を使用しており、主にMAG溶接が採用されてい
る。溶接量は非常に多く、人手作業では時間がか
かるのと品質が安定しないため、早くからロボット
を導入して溶接の自動化・高能率化を進めている。
　建設機械は多品種少量生産で、溶接ラインの各
工程での機種ごとのサイクルタイムのバラツキが
大きく、連続して流すライン生産方式にするとサ
イクルタイムの違いから各工程で待ち時間が発生
する。それを解消するために工程ごとにある程度
の仕掛品を持つバッチ処理で生産を行っている。
また建設機械は大型のため、ロボットでの溶接時
間が1構造物あたり数十分から2時間近くかかる。
そのために途中でなにが起こっているのか調査す
ることが難しく、これまでチョコ停と呼ばれるエ
ラー停止をオペレータが記録しておき、後でプロ
グラムを修正して改善することを行なってきた。
全体を通して解析することが困難で、生産性を向
上する上でなかなか効果が上がらなかった。
　そこで2011年よりロボットの稼働状況を詳細に
連続して収集するシステムの開発を始めた。社内
工場だけでなく国内、海外の協力企業のロボット
を含めて、現在、約400台（全体の70％）を繋いで
「見える化」しており、引き続き全ロボットの接続
を計画している。

◇　溶接ロボットの「見える化」

　まず初めに、パソコンを1台のロボットに接続
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して稼働状況を収集するシステムを開発した。一
定時間（1秒）おきに溶接中、移動中、停止中な
どのロボットの状態を収集して分析した。
　多数台のロボットのデータを収集分析して分
かったことは、図1のように先ずロボットの溶接
している時間が稼働時間の約半分で、予想以上に
少ないことだった。また以前はチョコ停の発生頻
度にだけ注目していたが、人がエラーの原因を取
り除き再起動するまでの停止時間、すなわちロ
ボットが人を待つ時間を低減することも必要なこ
とが分かった。さらにエラー以外にも溶接トーチ
を人が定期的に清掃するために停止している計画
停止やワークのずれを検出するためにワイヤ先端
を切断するワイヤカット時間も長いことがわかっ
た。
　生産現場にLANが導入できるようになったた
め、現場にある数十台のロボットを簡単に1台の
パソコンに接続できるようになり、データ収集効
率が大幅に向上した。これで工場内のロボットの
「見える化」は実現できたので、次のステップとし
て課題を明確にして改善につなげるために、生産
性を表す3つの指標（KPI）を定義した。
　一つ目は溶接効率［kg／時間］で、サイクルタ
イム［時間］に対する溶接ワイヤの使用量［kg］

図　1　ロボットの作業内訳



特　殊　鋼　67巻　1号42

を示している。溶接効率を上げるには、溶接の電
流を高くして高能率の溶接をすることと溶接以外
の無駄な動作を減らことである。
　二つ目はサイクルタイム超過率［％］で、停止
のないサイクルタイムに対して、実稼働で発生す
る停止時間によって増加したサイクルタイムの割
合を表している。超過率を0に近づけるには停止
時間をできるだけ少なくする改善が必要になる。
また停止時間のなかでもチョコ停は低減可能な要
因になるので、時間あたりのエラー発生回数を示
すエラー頻度［回／時間］も指標にした。建設機
械の生産量は変動が大きいため、これらの指標は
生産量の変動に影響を受けないようにしており、
日々の稼働時間が変動しても影響を受けない。
　次に指標の表示方法であるが、まず接続してい
る全ロボットについて指標を計算して一覧で表示
して、問題のあるロボットが一目で分かるように
している。また日々の指標をヒートマップにして
一ヶ月分を表示している。この一覧表は社内から
は誰でもWebで閲覧できる。
　各ロボットのサイクルタイム、作業内訳、使用
している溶接電流域、エラー停止の発生箇所など
の詳細情報もロボットを選択すれば表示される。
次に、これらの指標をもとにして改善した例につ
いて説明する。

◇　溶接時間を低減

　溶接効率［kg／時間］を向上させるために溶接
の効率を上げることと溶接以外の無駄な動作を減
らす必要がある。先ず溶接の効率を上げるには、
溶接ワイヤへ与える熱量を上げてワイヤを溶かす
量を増やす必要がある。そのためにワイヤに流す
電流を従来の300A～400Aから500A～700Aの大電
流域に上げている。従来のソリッドワイヤでは大
電流時にスパッタが大量に発生するため、市販の
メタルコアードワイヤと呼ばれるフラックス成分
の少ないワイヤを選定して500Aを超えた領域でも
スパッタが少なく、安定して溶接ができるように
した。また大電流溶接時の溶接部の機械的特性も
問題が無いことを確認している。
　この大電流域の溶接は全ての溶接継手に適用で
きるものではないが、多層盛り溶接の二層目以降
に効果が高いので、多層盛り溶接の多い大型の
ワークに適用しており、溶接効率は30％以上向上
して10kg／時間を超えている。

◇　溶接以外の動作時間を低減

　建設機械は溶接量が多いためワークの熱歪みで
溶接継手位置がずれることがある。そこで溶接前
にトーチ先端の溶接ワイヤに電圧をかけてワーク

図　2　サイクルタイム内の作業内訳
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と接触させ、継手の正確な位置を検出するワイヤ
タッチセンサを使っている。センシング時間その
ものは長くないが、ワイヤタッチセンサの準備動
作に時間がかかっている。それは溶接終了時にワ
イヤの突き出し長さのバラツキがあるためにワイ
ヤを一定の長さに切断している動作で、ワイヤ切
断装置の位置に移動するため走行軸のあるシステ
ムでは移動と切断に1分近くかかっていた。
　そこでワイヤを切断せずにワイヤの長さを調節
する機能を追加した。溶接終了前のクレータ中に
電流を測定してワークとコンタクトチップの間隔
を計算して、溶接終了後にワイヤを送って突き出
し長さに調整する。この機能によって、従来のワ
イヤを切断するより精度は劣るが、溶接品質に影
響の無い±2mm以内の精度でワイヤの突き出し長
さを調整できるようになった。

◇　停止時間を低減

　サイクルタイム超過率［％］を低減するにはエ
ラー停止やメンテナンスのための計画停止の時間
を低減する必要がある。ロボット溶接の現場では
人が少ないため、ロボットが人を待つ時間が長く、
超過率が30％以上になるロボットもあった。
　エラー停止は発生頻度を0.5回／時間を目標にして
エラーが発生したプログラムの箇所を修正するとと
もに、サイクルタイム超過率を低減するために現場
では長時間、エラー停止させないようにしている。
　計画停止については、コンタクトチップが磨耗
すると通電が不安定になるため、ロボットのプロ
グラムに定期的に停止命令を入れてある。停止後、
人がコンタクトチップを交換して再起動している。
　そこで図3左のようなコンタクトチップを自動で
交換する装置を市販メーカと共同で開発した。トー
チのノズルを取り外し、次にコンタクトチップを取

り外して捨て、新しいコンタクトチップを取り付け
て、外したノズルを再び取り付ける装置である。
　さらに人は交換後にシールドガスが正常に噴出
しているか確認しているので、ガスチェックを自
動で行う装置も開発した。図3右のように酸素検
出センサを用いた装置で、シールドガスが正常に
出ている場合は外気の酸素は検出されないが、異
常な場合には外気を巻き込んで酸素を検出する。
酸素が検出された場合にはロボットに異常を知ら
せてエラー停止させる。溶接品質のトレーサビリ
ティに使うため、異常でない場合にも酸素量をロ
ボットからの収集データに追加している。
　これら装置の導入により、サイクルタイム超過
率は30％から10％以下に低減できた。

むすび

　ロボットの稼働状況を収集し共通の指標を算出
して、Webで一覧表示しているので同じような
ワークを溶接している他工場のロボットと比較す
ることが可能になり、自工場の問題のあるロボッ
トが明確に分かるようになった。指標を上げるた
めの改善手法は、本稿で紹介した方法以外にも各
工場で工夫している。改善は他工場にも紹介する
とともに、協力企業のロボットにも展開している
が、単にロボットの生産性を向上させるだけでな
く、協力企業の生産技術スタッフとディスカッ
ションして課題の分析や改善の確認を実施してい
るので、協力企業の技術レベルが向上しているの
が実感できる。
　以上、述べたように、現在ロボットの生産性向
上に取り組んでいるが、今後はロボットのセンサ
からの情報や溶接電源からの情報も収集して、溶
接品質の監視やトレーサビリティ、設備の異常、
予知保全といったことを実施していく予定である。

図　3　コンタクトチップ交換装置とシールドガス確認装置
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◇　ロボットとIoT

　ロボットはIoT社会において重要な要素である
と語られることが少なくありません。これはなぜ
なのでしょうか？
　1990年代にインターネットが登場し、情報通信
技術の発展が大きく社会のあり方を変えました。
われわれが得ることのできる情報量が飛躍的に増
大し、それまでのライフスタイルを一変させたの
です。情報の伝達速度や伝達範囲は日を追うごと
に進化し、情報通信技術は当初に比べ格段の進歩
を遂げています。近年では、ビックデータの処理
技術やAI技術、クラウド技術の進歩により、人で
は到底処理しきれない情報をコンピューターが瞬
時に処理して判断を行うこともできるようになっ
て来ました。
　ではこの進歩の次の段階はどのようなもので
しょうか。それは、今までパソコンの中だけに存
在した、いわば受動的な情報通信技術、AI技術が
能動的に社会に働きかける段階です。ここでロ
ボットが登場するのです。ロボットとは、「セン
サー、知能・制御系、駆動系」の3要素を備えた
機械であるとされています。「センサー」とは視覚
や聴覚のような感じる部分、「知能・制御系」とは
頭で考える部分、「駆動系」とは手や足のように動
く部分のことを指します。たとえば、家の中の家
電について考えるとIoT社会におけるロボットの
立ち位置が理解しやすいかもしれません。冷蔵庫
や電子レンジ、エアコンなどがIoTの進展により
インターネットとつながれば、外から自動的にス
イッチを入れたり、最適な電力を維持してコスト
を削減したりできるかもしれません。ただ、ここ
に「駆動系」を持つロボットが加わると劇的な変
化が生じます。手や足を持つロボットが家の中を
動き回り、冷蔵庫から食材を出して電子レンジに
入れるなどということができれば、データのみな
らず物理的にもそれぞれの機器をつなげることが
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できるのです。GoogleやソフトバンクなどIT企業
がいち早くロボットに目をつけたのはこのような
理由からです。
　製造業においてもロボットは同じ立ち位置にな
ります。独立した機械のデータ連携に加え、ロ
ボットはある程度自由な動きで物理的な連携をも
可能とするものと理解いただければ良いのではな
いかと思います。本稿では家庭内で使用される
サービスロボットではなく、産業用ロボットを中
心に話を進めます。

◇　高まるロボットへの期待

　産業用ロボットの歴史は古く、1950年代にアメ
リカで開発され、1960年代にわが国でも実用化さ
れ、アメリカを差し置き1980年代には日本で広く
普及するに至りました。一時は「世界で稼動する
ロボットの2/3は日本製」と呼ばれるまでに至り、
現在でも日本は世界をリードするロボット先進国
となっています。
　近年、ロボットの「自律化」「情報端末化」「ネッ
トワーク化」が進み、製造業の産業構造を大きく
変化させるものとして、さらには社会の様々な
サービスに付加価値を与えるものとしてロボット
に大きな注目が集まっています。ドイツの「Indus-
trie 4.0」やアメリカの「Industrial Internet」、中
国の「中国製造2025」など世界的にIoTの利用に
注目が集まり、ロボットが重要な要素とされてい
ます。わが国においても、2015年2月に日本再生
本部において「ロボット新戦略」が決定され、ロ
ボットのより広い利活用への方針が示されるに
至っています。実際にここ数年ロボットの出荷額
も右肩上がりに増加しており、2017年の日本製ロ
ボットの出荷額は8,000億円を超えると予想され、過
去最高の出荷額を達成する見込みです（図1参照）。

◇　製造現場におけるIoT活用の効果

　では、製造現場においてロボットを中心とする
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生産機器のIoT化が進むとどのような変化が生じ
るのでしょうか。理想的な話としては、サプライ
チェーン全体の情報が統合され、受注に応じ必要
な製品が最適な工場で生産される効率化された産
業構造の創出があるかもしれません。ただ、この
ような世界に一足飛びに至ることは難しく、現実
的には、生産現場の機器の情報を収集して事前に
部品の交換時期を知る予防保全や生産管理システ
ムとの連携など小規模から実感することができる
利用方法が先行するものと考えられます。また個
人的に期待するところでありますが、Internetと
いう標準化された世界に製造現場の機器がつなが
ることにより、ソフトウェアパーツの共有化や専
門知識を有する人員の確保の容易化が可能となり、
工場内の段取り替えや新製品への対応コストを大
きく低減できるのではないかと考えています。

◇　製造現場におけるIoT活用の阻害要因

　しかしながら、製造現場のIoT化は全世界的に
なかなか進んでいないのが現状です。これには、
戦略面や人材面、資金面、安全面など様々な問題
が存在していますが、最も大きな問題は技術的な
問題であると考えられます。
　これまでものづくりの世界では、長い時間をか
け多くのメーカーが様々な自動化機械を発明・製
作してきました。これらの機械は、メーカーごと
に仕様や使用されているプログラム言語が異なり
ます。あたかも、それぞれの機械が別々の国の言

語を話しているような状況なのです。Internetと
機械をつなげようとしても、それぞれ別々の言語
を話しているのでうまくつながらないのです。ド
イツの「Industrie 4.0」ではOPC-UAという規格
の機器を推奨し、工場内のすべての機器が同じ言
語を話すようにしようとしていますが、工場内に
は古くからある高価な機器が多く存在するためす
べてを新しくすることは難しく、なかなか進展し
ていないのが現状です。

◇　つながる社会へ向けた取組み

　そこで考えられるアプローチは、Internet側と
工場内の機器側の間に通訳機能をもつ通信イン
ターフェースを用意するミドルウェアアプローチ
です。ドイツの「Industrie 4.0」もこのアプロー
チの重要性に気づき、2016年より「Basys 4.0」と
呼ばれるミドルウェアの仕様策定に動き出してい
ます。
　わが国においても様々なデバイスに対する広い
通信インターフェースを提供しようという動きが
活発になっています。ロボットメーカーが主導す
るもので有名なものにファナック社の「FIELD 
system」があります。工作機械やロボットを
Internetとつなぎ、人工知能を利用した予防保全
や個人認証等様々なアプリケーションに結びつけ
るものです。その他、工作機メーカー等多くの企
業がつながるシステムやミドルウェアを発表して
います。

図　1　四半期ごとロボット受注、生産、出荷状況（ロボット工業会正会員ベース）
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　このような中、ここでは唯一10年以上という長
い実績を持つ「ORiN（オライン）」を紹介します。
ORiNは1999年に私どもの日本ロボット工業会が標
準化活動の一環としてスタートしたものです。日
本の主たるロボットメーカーが集まり仕様を策定
しました。2005年にORiN version 2仕様が策定さ
れ、2006年にデンソー社が仕様をもとに商品化、
ヨーロッパをはじめ世界で現在まで2万ライセン
ス以上が発行され、製造現場において活躍してい
ます。ISO 20242にも準拠しています。ORiNは上
記のミドルウェアアプローチを鮮明に打ち出した
もので、アプリケーション側とデバイス側の中間
に立ち、どちら側にも制約を持たせない仕様です

（図2がその機能イメージ）。そのためアプリケー
ションとデバイスのみならず、規格と規格の橋渡
しも可能であるのが特徴で、上記のOPC-UAとの
接続やFL-net連携、ROSなどのオープンソース連
携も可能です。また、製造業のみならずさまざま
な産業での利用が広がっており、各種医療機器を
つなげるスマート治療室でも採用されています。

現在、ドイツの「Basys 4.0」とも連携しつつ、
ORiN version 3仕様を策定中で、2020年にはIoT
社会により適応したミドルウェアに進化する予定
です。

◇　製造現場におけるIoT活用の鍵

　ロボットを使う使わないに限らず、様々な機器
が連携することにより新たな価値を生み出すこと
が可能となります。製造業においては、ラインに
配置された新旧様々な機器の情報を連携し活用す
る必要がありますが、なかなか連携できないのが
現状です。そのため、機器を連携することにだけ
に目が向き、収集した情報をどのように活用する
かまで頭がまわっていない企業も多いようです。

「つながる」ことは前提条件であり、非競争領域で
あると考えられます。非競争領域に関してはORiN
をはじめとするミドルウェアをうまく活用し、「ど
のようなデータをどのように活用するか」という
生産性や効率性を大きく左右する問題にしっかり
考えをめぐらすことが重要であると考えます。

図　2　ORiNの機能イメージ
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まえがき

　日立金属安来工場は、弊社の中で最大規模の特
殊鋼製造拠点である。特殊鋼の製品は、成分、形
状などの組合せが無数にあり、それぞれの製品に
合わせた多様な製造プロセスがある。顧客要求が
多様化するにつれ、この製造プロセスが増えてい
くため、工場の生産管理は日々複雑化する宿命に
ある。ただ、昨今のIoT（Internet of Things）の
普及は、この現状を打破するためのきっかけにな
りそうだ。本稿では、特殊鋼製造の生産管理にお
いて、IoT技術の取込みで描く将来像を紹介し、
その取組みを報告する。

◇　安来工場の代表製品と生産管理

　安来工場の歴史は古く、たたら製法で日本刀の

5．IoT時代の生産プロセス分析と 
プラットフォーム構築の事例

日 立 金 属 ㈱　 特 殊 鋼 カ ン パ ニ ー
企画部　安来工場　改革推進部　兼務　大
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原料である玉鋼を製造していた時代に遡る。時代
の変化とともに製造方法は大きく変化したものの、
鋼（ハガネ）が持つ切れ味の良さはカミソリの替
え刃や切削工具といった製品に連綿と受け継がれ
ている。その後、ピストンリングなどの自動車エ
ンジン部品や、航空機エンジン部品や発電用の
タービン材など、特殊鋼が持つ耐熱性や高温強度
などの特性を生かした製品群の割合が大きく増加
した。航空機エンジン部品からカミソリ替え刃ま
で、多岐に渡る製品が一つの工場の中で生産され
ており、これらの製品全てが通る製造ラインや製
造設備も少なくない。今や多品種小ロット生産と
言われる工場は世の中に数多くあるが、最終製品
の多品種ぶりは、特殊鋼製造が群を抜いていると
考える。主要な製品を図1に示す。
　また、例えばピストンリング等の自動車部品材

図　1　安来工場の主要製品
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だけを考えてみても、顧客の要求に合わせた成分
や寸法などの組合せが複数ある。それぞれの製品
特性に合わせて、独自に設計された生産プロセス
を持つものもあり、モノの流れがさらに複雑にな
る。顧客要求が多様化するにつれて、工場内の製
造工程も増えていくため、特殊鋼製造の工場が持
つ生産管理システムは日々複雑化している。この
ような状況では、製造の実績を収集し、正しく把
握することすら容易ではなく、リードタイム短縮
や仕掛削減を継続的に進めて行くことは大変難し
いことであった。

◇　IoT技術革新

　製造業におけるITの活用が、今「モノのイン
ターネット化」と訳されるIoTという言葉の普及
により一気に加速している。「測定する」「記録す
る」「現場で見る」という3つの領域でイノベー
ションが同時発生的に起きている。つまり、設備
稼働状況やモノの流れをより詳細に測定できる場
面が増え、データ化（記録）が格段に楽になった
ことに加え、モバイル端末の進化で現場でも容易
に確認できるようになっている。このような世の
中の変化を受けて、製造現場ではセンサー、通信
機器、スマートデバイスの導入が日常的に行われ、
デジタル化がより身近になっていると言える。
　長年の経験や勘をもとに感覚的に捉えていた生
産プロセスを、デジタル化によって定量的に表現
し、共有することで、仮説検証が可能な分析対象
に発展させることができると考える。前置きが長
くなったが、本稿では、IoT時代の生産プロセス
分析について、安来工場の考え方とプラット
フォーム構築の事例について紹介する。

◇　現場側のIoT活用ビジョンとその構築事例

　センサーやモバイル端末を現場に導入すること
で、現場の作業をより安全に、より効率良くした
り、現場に負荷がかからない形で、収集するデー
タ量やデータ件数を増やしたりする。図2に示す
ように、2つのアプローチを並行して進めること
で、作業性と安全性の向上と、より正確な実態把
握を両立することができる。
　現場作業の安全性や生産性の向上には、人の目
に頼った単純確認作業、手書きの伝票からパソコ

ンへの入力作業などから減らしていくアプローチ
が有効である。安来工場では、紙とペンを持って
行っていた棚卸作業を、最初からモバイル端末を
使って行うことで、パソコンへの入力作業を無く
し、加えて、数値の突合せ作業や消込作業を効率
化できた。このようなIoT活用で、棚卸作業時間
を半減させることができた職場もある。
　一方で、現場にはデータ収集要求が高まってい
る。例えば、管理者が現場に収集してほしいと考
えているデータとして、設備稼働率、工程毎の素
材重量、不適合品の記録などが挙げられる。例え
ば、安来工場では、設備稼働実績をデータとして
出力可能な仕様になっていない多くの設備が、今
も現役として稼働している。そこで、稼働率把握
のために、IoTの普及により安価になったセン
サーを使い、設備内を素材が通過している時間を
測定することで、設備に材料が通過している実稼
働時間を正確に捉えることに成功した現場もある。

◇　生産管理側のIoT活用ビジョンとその構築
事例

　新たにIoTを導入することで現場から、より詳
細で、より精度の高いデータを記録できるように
なる。このデータを使って、生産管理部などが生
産プロセスを分析することで、顧客や営業の要請
により応じやすくなる。
　このとき、分析者や部門毎に分析システムを開
発するのではなく、工場としての共通プラット
フォームを構築することが望ましいと考える。な
ぜなら、共通プラットフォームは、製造部門、管

図　2　IoT活用の現場アプローチ
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理部門や経営部門間のコミュニケーションをより
円滑にし、工場と本社が共通認識を持ちやすくな
る。結果として、図3に示すイメージ図のように、
製造現場や現場管理、事業運営に携わる全ての従
業員が同じデータを同じ画面で見ることで、一体
感を持って工場を進化させることができる。また、
本社側は実態を踏まえた設備投資を検討できるよ
うになる。なお、システム開発の重複などのムダ
を減らせる点もメリットの一つである。
　現在、安来工場では、データの可視化や傾向分
析を行う分析プラットフォームを「Yasugi Insight 
Qliker」と命名し、開発を進めている。分析画面
の一例を下記に示す。

・主要設備の稼働実績 （稼働率、各稼働の開始／
終了時刻、稼働時間のバラつき）

・全工程にある仕掛状況（重量、停滞日数、停
滞理由（検査待ちなど））

・リードタイム状況（製品分類毎の製造日数、
納期遵守状況）

・歩留状況（工程毎の製造実績、基準歩留から
の乖離状況）

・不適合品の発生状況（重量、発生理由など）

図　3　工場のIoT活用イメージ

　多くの製品を抱える特殊鋼の工場では、対象と
なる製品のデータを正確に特定した上で、様々な
切り口で多面的な分析を行う必要がある。このよ
うな分析を実現するために、クリックを中心とし
た簡単なマウス操作だけで、柔軟な絞り込みが可
能なQlikViewを採用している。また、複数のシス
テムからのデータ収集と編集を行うソフトウェア
として、Pentaho Data Integratorを利用してい
る。
　このように構築したプラットフォーム上で、生
産プロセス分析を進めることで、リードタイム短
縮や仕掛削減などの課題に、工場一丸となって取
り組んでいく。

むすび

　IoTの普及により、デジタル化が急速に進展し、
世の中は大きく変化し始めている。特殊鋼製造の
長い歴史を持つ安来工場は、守るべき伝統は守り
ながらも、この変化をチャンスとして積極的に取
り込み、現場と管理部門が連携して、より効率的
な生産を行える工場に進化しようとしている。
　本稿では、IoT技術革新を活用して、製造現場
のデジタル化を加速すると同時に、部門が横断し
て活用できるプラットフォームを構築することで、
生産プロセスの分析を進化させる取り組みを紹介
した。これらを積極的に活用し、安来工場を進化
させ、リードタイム短縮、仕掛削減の取組みを加
速していく。

参 考 文 献
1） クリックテック Business Intelligence ソフトウェア QlikView 

「QULIKVIEW」はQlikTech International AB の登録商標
です。

2） Data Integration Platform & Software Pentaho 「PENTAHO」
はHitachi Vantara Corporationの登録商標です。



特　殊　鋼　67巻　1号50

6．IoT・AI・第四次産業革命と特殊鋼 
及び流通はいかに向き合うか

－特殊鋼の主要用途である自動車の 
電化シフトを例に考察－

㈱ メ タ ル ワ ン
ステンレス・チタン事業部長　髙
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まえがき＆サマリー

　新聞雑誌やテレビ報道は、まるでいますぐにで
も電化シフト（EV化）が出現するかの様な論調
だ。内燃機関から急速な電化シフトが進めば特殊
鋼は少なからず影響を受けることになるが、現在
の流れは欧米・中国によって仕掛けられたゲーム
チェンジだとまずもって冷静に受けとめたい。仕
掛けであるがゆえにこの電化シフトは真に地球環
境の救済とはならず低炭素社会は達成されない。
ゲームチェンジの局面で特殊鋼及び流通は慌てる
ことなく現在供給している部品・部材を守りつつ、
新たに生まれる産業・用途など異分野に対し内燃
機関で磨いた技術とノウハウの転用を探るべきで
ある。即ちAIやIoTによりすべてがデータ化され
コネクトされていく中でスマートインフラ、産業
用ドローンやパワーアシストロボットなどロボ
ティクス市場が出現する。金属3Dプリンタによっ
てテーラーメイド医療なども工業化され、農業の
工業化などと共に多くの分野の“工業化”が進む。
スパコンの9千兆倍の処理能力があるとされる量子
コンピューターが実用化されれば一瞬で処理される
ビッグデータをAIが判断、IoTと相俟って凄まじ
い破壊力で産業構造の転換を加速させるであろう。
　従前の価値はSCMやVCモデルとして工程間を
結びつけること＝即ち工程分業での摺合せが重要
であったが、新たな産業の勃興では異なるレイ
ヤー間での共有型ビジネスモデル（受託型）へと
流通機構が自身のモデルをいかに解放できるかが
重要となる。人材豊富な自動車OEMですら従前の
エンジン設計開発から解放される反面、電化や自

動運転でのAIの活用では通信、電池、半導体、
IoTなど不慣れな技術領域が増え自前ですべてを
賄えなくなり分業モデルを模索する筈だ。
　これら第四次産業革命は間違いなく興るが、重
要なことはそれだけでは地球環境の救済は達成さ
れないという事実だ。最終的に人類を救うのは低
炭素社会の実現であり、その最有力候補として水
素活用社会へのシフトに期待が寄せられている。
動力、熱源、発電と適用範囲は広くその水素活用
社会とAI・IoTが相俟って瞬時にデータ化、共有
される。我々の世代は地球環境が保全され持続可
能な社会を実現させ、次世代にバトンタッチする
負託に応える必要がある。その実現の為には特殊
鋼という素材とそれを扱う流通がなくてはならな
い役割を果たすことが出来るかどうか、AI・IoT
時代でもキーデバイスであり続ける“人”という
センサー（Sensing）の真価が問われる。

◇　急速なZEV化シフトが意味するところ

　英仏両政府は、40年までにディーゼル、ガソリ
ン車の販売禁止を発表。ボルボ・カーズ、VWを
はじめ多くのOEMもこぞって電動化へのロード
マップを示している。内燃機関（レシプロエンジ
ン）からの卒業が宣言されZEV化（ゼロエミッ
ションビークル“ゼフ”）に急速に舵が切られつつ
あることに特殊鋼流通として驚きは隠せない。背
景にはEUの徹底した環境規制の強化があることに
疑いの余地はないが、素材を扱う者からすればそ
れだけの理由でないことは明白だ。つまりZEV化
の意味するところは、従来型のモノつくりに対し
ゲームチェンジャーが新たなチャレンジを仕掛け
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（鉄Xガソリン車 vs. 化学工業X電化自動車、或い
は予期せぬ参入者の出現＝ダイソンがEV製造な
ど）、号砲を響かせそれを合図に産業構造を揺さぶ
る纜がとかれつつあると捉える視座であり甘受せ
ざるを得ないであろうが看過はできない流れが出
現しているのだ。
　中国では国策としてOEMに対し一定割合以上の
EV生産を義務付ける新エネルギー車（NEV）の
普及を急ぐ。深刻な大気汚染問題を抱える中国に
とっても電気供給で規制をかけられるZEV化は都
合がよい。急速に拡大するモータリゼーションが
興っているとはいえ7割を輸入に頼る高価で貴重
な輸入品である石油を一般民衆に使わせたくない
という思惑が透けて見える。いわば官製によるEV
化推進は国家安全保障上の観点からも必然なのだ。
加えて自らの腹を痛めて国民に補助金を交付する
よりもOEMに一定割合を義務付ける規制を課し、
NEVクレジット（未達時に権利の購入義務化）と
いう事実上の罰則規定もまた政府にとっては好都
合だ。更に中国は電池に欠かせないリチウムや駆
動モーターの永久磁石で使用されるネオジムや
ディスプロシウムなど希土類の世界の一大産地で
もあり外貨を稼ぎ且つ供給コントロール可能な背
景があることも忘れてはならない。
　欧州での事情は少し異なる。仏の一次主要電源
は原発（CO2排出ゼロ）であり石油価格を気にす
ることなく安定的かつ計画的な発電が可能であり、
スウェーデンでは水力発電が一次電源であること
など石油でなく電気を使わせたい別の理由、即ち
電源構成に依存したデファクトを確立したい理由
があるのだ。
　モノつくりの観点では別の見方もできる。高度
な技術集積である内燃機関の更なるダウンサイジ
ングや高効率化にOEMを筆頭に日本の製造業は果
敢に挑戦しているが他の国々では従来のゲームの
延長線上での戦いを放棄し構成がシンプルなZEV
に飛びついたとの見立てだ。日本に代表される精
緻で摺合せにより改善を重ねていくモノつくりに
対し環境要請を奇貨として実は鉄鋼を中心とした
モノつくりから降りようとしていると映る。それ
はまさに塑性加工技術の高度化が限界に達し、モ
ノつくりの新たな枠組みとして技術の構造的変革＝
ゲームチェンジが仕掛けられているに他ならない。

日本は勝負する舞台を替えるゲームチェンジを仕
掛けられモノつくりの根本を揺るがすチャレンジ
を受けているのだ。
　そう見るとZEVへの急転換はゲームチェンジャー
からの挑戦状であり、モノつくり変節の免罪符で
もある。塑性加工を例にとれば、高度なプレス加
工技術と全長溶接技術などを持つ日本に対し、
EU、米国、中国ではそれを充分に有していないが
ゆえにホットプレスやハイドロフォーム、TWB、
TRBなどが発達した経緯がある。しかし更なる軽
量化の為のハイテン素材の開発や加工技術、ダウ
ンサイジング、高効率化などの技術・生産革新の
戦いに疲弊し異なるマテリアル（樹脂、CFRPも
しくはアルミ）や異なるパワートレインを採用し、
ゲームチェンジを仕掛け自動車産業での覇権を目
論んだとも言え、それこそが自動車の“電化シフ
ト”を素材供給の視点から見た洞察である。勿論、
OEMも自動運転（オートノマス）やライドシェ
ア、配車サービスへの参入など大転換に乗り出し
ていることは間違いない。予期せぬ参入者を許し
てしまう電化シフトでは掃除機でモーターや電池
などで技術を持つダイソンなどの家電メーカーな
ど異業種参入が今後も相次ぐであろう。しかしこ
れは百年の歴史で振り返ってみれば自動織機から
自動車産業に参入したトヨタ自動車もまた当時の
イノベーターでありゲームチェンジャーであった
訳で我々はいま産業構造の変化のその真只中に立
ち会っていることの証左でもある。

◇　電化シフトで残る、失う、生まれる部品
と特殊鋼

　電化シフトにより部品点数は3万点から4割減
の1万8千点に減るとされているが、電化シフト
でもステアリング、ブレーキ、サスペンションは
継続して使用されるもしくは高度化される部品で
ある。モーター、インバーター、車載用リチウム
イオン電池がキーデバイスとなることでエンジン
関連部品、パワートレイン部品（クラッチ・変速
機等）、駆動系部品（プロペラシャフト等）吸気・
排気系部品などの代表的特殊鋼使用部品が消滅し
他方で新たに生まれる部材としてインバーター、
減速機などがある。“電化”は自動運転との親和性
も高くシェアードモビリティが普及すれば車両稼
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働率が飛躍的に向上しより少ない保
・

有
・

台
・

数
・

で賄う
ことが出来る反面、車両の走行距離が大幅に伸び
る為車両の交換サイクルは短くなり面積で考えた
場合の生

・

産
・

台
・

数
・

は大きく減ることはないとも言え
る。自動車の使用頻度が格段に増え新陳代謝（回
転率）が進む事でより安価な冷延鋼板のボディで
充分との見方や衝突がなければ鉄系のボディであ
る必然も薄れ日本の鉄鋼メーカーとOEMが共に心
血を注ぎこんで類を見ない製品に育てあげた超高
張力鋼板や高耐食メッキ鋼板を使用したBIW

（Body In White）が他のマテリアルにとって代わ
られるのではとの意見も無視できない。IoTで社
会インフラと車が一体となって環境と安全とを両
立させる社会となれば生活の場面として車の位置
づけが「所有」に対し「使用」というパラダイム
チェンジも起こり共有経済の進展が大量生産時代
を終わらせる懸念を指摘する声もあるが、前述の
通り回転率が向上し生産量そのものは変わらない
ことを願いたい。何よりも重要な視点は将来にお
いてZEVがある一定のシェアを占めることに疑い
の余地はないが、いきなりその領域へは到達しな
いということだ。
　レシプロエンジンの高効率化・ダウンサイジン
グなどを経て、或いはEV化のその先のモビリティ
はどうあるべきか等の健全なる議論も醸成され、
地球環境の持続の為に人類がとるべきベストな選
択がなされる筈だ。そのなかでEVの期待される領
域への着地点（想定される使われ方＝近距離モビ
リティなど）に収まると考えるのが合理的であり、
昨今のEV化が約束された将来モデルとの論調の報
道・記述には与しえない。

◇　地球規模での持続可能な社会実現の視点
から

　EVを中心とした電化シフトは前述した各国の思
惑とも相まってある程度の割合を占めることは間違
いないだろう。しかしEVに供給する電気を作る過
程で化石燃料や石炭が大量使用される限り環境負荷
はかかり続け持続可能な社会の実現は達成されな
い。またキーデバイスである電池への信頼性は多く
のプレイヤーが乱立するなかで玉石混交の状況が続
く。全固体電池の登場により電解液が無くならない
限り、液漏れ発火のリスクや急速充電による電池の

劣化問題など克服すべき課題とリスクに向き合い続
けることになることも忘れてはならない。
　別の視点ではESGによる企業経営がある。Envi-
ronmental（環境）、Social（社会）、Governance

（企業統治）を意味するESGは健全な企業の発展や
成長の原動力とし最終的に社会全体が持続可能な
方向に向かうことを「投資の判断基準」とし、そ
れを企業に求めていくものだ。足元では電化と共
にITやエネルギーにまで踏み込んだ企業（テスラ
の時価総額が一時GMを超え現状でも日産を上回
る）の評価が高くそこに資金も流れている。しか
し流行や見せかけではなく、持続的本質的に地球
環境保全に向かっているのか否かとの健全な判断
がやがてなされるだろう。EVによる電化シフトだ
けでは持続可能な社会の実現とはならないことに
気づいたESG投資家は（総投資の1/4、2,500兆円
と言われGPIFなどの公的年金機関などの機関投資
家など）当該企業を売り浴びせて資金を引き揚げ
るということも起こり得る。本質的な環境保全に
つながらない企業活動には厳しい目が突如向けら
れそれが企業活動のみならず産業構造の変革を促
すこととなる。レシプロエンジンがいつまで続き
EVはいつにどれだけの割合で残るのかなどの論議
とはまったく異なる切り口であり持続可能な社会
を実現させることの出来る会社か否か株主が厳し
く企業活動に注文を出すだろう。今日のヒーロー
が将来にわたってもその地位を継続できる保障は
どこにもなく社会の評価判断基準が大きく変われ
ば、それによって現在の浮足立った“電化ブーム”
ではなく持続可能な社会、そのなかでEVが本来的
に果たすべき役割は何かという事が社会全体に
よって厳しく峻別されることだろう。

◇　水素活用社会の実現による持続可能な社
会へ、そして特殊鋼

　電化シフトの一つの形でもあるFCEV（Fuel 
Cell Electric Vehicle）の議論となった際にどうし
ても日本・米国における現在の普及台数が3千台
弱に過ぎないことや、水素ステーションの普及を
阻む規制緩和が進まない話になりがちだ。ここで
必要な視座はFCEVを単体で語るのではなく社会
インフラとしての水素活用社会全体の議論のなか
でFCEVを位置づけるべきであるということだ。
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経済産業省は水素活用社会の実現に向けたロード
マップとしてFCEVだけでなく海外からの大規模
水素サプライチェーンの確立（20年）水素発電

（30年）など水素活用社会に向けた段階的目標を示
している。FCEVはこれら社会インフラの中の一
部を構成する重要な端末だ。EVかFCEVかの択一
論ではなく、小型近距離のモビリティや電池が多
く積めるバスはEV、航続距離の長い部分はFCEV
が担うなど両者は共存すると考えることが自然だ。
Level 4以上の自動運転の小型EV（EVコミュー
タ）が高齢者の送迎や、物流などヒトとモノを運
ぶ新たな社会インフラの一部として定着すること
は間違いないだろう。
　段階を経て電化社会が到来するのであり、いき
なりレシプロエンジンが消滅する訳ではないとい
う事も改めて確認されるべきである。同様に水素
活用社会の実現はEVとFCEVの論議と同様、ゼロ
サムではなく他のエネルギーと水素活用をどうバ
ランシングさせるかという観点から進められるで
あろう。
　EVでは自動車単体と充電ステーションの設置議

論に終始するが、FCEVでは社会全体で低炭素社
会を作っていくトータルとして社会インフラ議論
となり特殊鋼を始め鋼材の出番となる。更にFCEV
の機構においてもEVの駆動用モーター、電池に加
え水素から電気を作る反応機構（FCスタック）な
どで再び特殊鋼の出番が期待され、水素タンクの
周辺では再び鉄の復権となるだろう。持続可能な
社会構築のために強くしなやかなレジリエンス・
プロダクツとしての鉄である。限られた資源をい
かに地球環境にやさしく国を超えて共有できるか、
それこそが真のシェアリングエコノミーでありそ
のレジリエンス・プロダクツとして中心に陣取る
素材こそが特殊鋼である。未来を正確に予測する
ことは困難だし本稿はそれを目的とはしていない。
しかし未来を予測する最善の方法は未来を創り出
すことであるとの名言は特殊鋼流通として忘れる
ことなく、地球環境全体を見据えた役割を果たし
たいものである。

参 考 文 献

（株）メタルワン・環境新エネルギー開発部作成資料
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ま え が き

　振動発電は、身近にある振動や動き、衝撃など
から電気エネルギーを取り出す技術である。その
汎用性は極めて高く、これが実用化できると、電
池不要で動作する無線センサが実現する。振動を
電源に、例えば橋梁などインフラ構造体の老朽化、
生産機械や回転機の異常を知らせるシステムがメ
ンテナンスフリーで動作する。またボタンを押す、
ドアや窓を開くなど、人やモノの動きで発電し、
これを知らせることで見守りや防犯に役立つ。IoT
（すべてのものがインターネットにつながる）の一
番の課題は電池の交換で、振動を電源に利用でき
れば、この問題は解決する。
　筆者が提案する振動発電は、鉄系の磁歪材料
（磁化すると伸びる材料）をベースに、シンプルで
堅牢、高効率の発電を行うのが特徴である。構造
の自由度も高く、微小な振動で実用的な電力を発
生する。以上、磁歪式振動発電は、電池不要の無
線センサ、ひいてはIoTの実現、その普及に貢献
する。事実、この技術の将来性を見込み、多くの
企業が研究開発に参入している。本稿では筆者の
知見や研究成果を中心に発電デバイスの構造と原
理、評価結果、IoTへの応用と特殊鋼への期待に
ついて解説する。

◇　振動発電デバイスの構造と動作原理、 
発電特性

　デバイスは、鉄系の磁歪材料をベースにし、こ
の代表的な材料が鉄ガリウム合金1）である。発生
歪み（磁歪）は、ガリウムの含有量に依存し、
18.4または18.6％で最大250～300×10-6の値を取る。
ヤング率は70GPa、比透磁率は100程度で、構造、
磁性材料としても十分に機能する。この合金の特

7．振動発電による電池不要IoTと	
その実用化展開

　
金 沢 大 学
理工研究域電子情報学系　上

うえ

　野
の

　敏
とし

　幸
ゆき

徴として応力で磁化が変化する逆磁歪効果が大き
く、最大で1Tの磁化変化が発生する。また延性で
加工性がよく、機械強度も高い。結果、合金と鉄
で堅牢な構造体ができる。
　筆者が開発した発電デバイスを図1に示す2）。
フレームは磁性体の板を折り曲げたU字型で、こ
れに板状のFe-Ga合金を接合、一部にユニモルフ
（積層部）を構成する。このユニモルフにコイルを
巻き、永久磁石を取り付け完成する（図 1 a）。動
作原理について、図 1 bにあるようフレームの片
端を振動する物体、例えば自動車や生産機械など
に固定し、他端に錘を取り付け、これを振動させ
る。この時、錘の慣性力でデバイスはフレームの

図　1　デバイスの構造（a）、発電原理（b）、試作デ
バイスの写真（c）
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開口部が開閉するよう変形し、合金においては長
手方向に引張りと圧縮の力が交互に作用し、逆磁
歪効果で、その磁束が増減する。この磁束の変化
は図中のループを環流し、コイルには、この時間
変化に比例した起電力が発生する原理である。な
お一般に振動発電では共振現象を利用する。振動
源の周波数と共振周波数を一致させることで振幅
が増幅し、大きな発電が行われる。
　試作したデバイスは図 1 cの写真に示すよう長さ
40mmの小型のもので、重さは4gである。構成要
素の諸元についてFe-Ga合金の板はチョクラルス
キー法で製作した単結晶合金（福田結晶技研）3）

で、形状は4×0.5×16mm（0.25g）、フレームは
0.5mm厚のSPCC材から成型し、合金とフレーム
の接合にはエポキシ系接着剤を用いている。また
コイルは線径0.05mm、巻き数3,500ターン、永久

磁石は4×3×2mm3のネオジム磁石を利用してい
る。
　発電性能は良好で、例えば、先端に10.2gを取り
付けると、周波数28.4Hzで共振し、図2上のように
加速度0.049G（振幅15um）の微小振動で1Vの電
圧が発生する4）。図2下は加速度0.75m/s2（0.075G）
の場合の抵抗と電力の関係で、負荷抵抗500Ωで最
大電力1.1mW、実効電力0.39mWが取り出せる。
1mWは、無線センサモジュールを動作させるに十
分な電力で、実際に数秒ごとにセンサ信号を送信
できる。発生電圧は周波数に比例し、錘が1.7gの
場合、88.7Hzで共振し、0.6Gの場合の最大電力は
5.1mW、実効電力は2.0mWと増加する。つまり錘
で共振周波数が30～90Hzの範囲で調整でき、その
間でmWオーダの電力を得ることができる。発生
電力の密度（電力／デバイス全体積）は10mW/cc

図　2　錘10.2g、共振28.4Hzで励振したときの発生電圧の
時間応答（上）と発生電力（下）
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でこれは圧電素子ほか、従来の振動発電技術を含
め2倍以上の値である。

◇　IoTへの応用、特殊鋼への期待

　磁歪式は少しの動きや衝撃でも発電する。例え
ば、デバイスの先端を一回弾くことで0.5mJ程度の
エネルギーが得られ、これで無線モジュールが動
作、信号が飛ぶ。簡単な機構を加え、デバイスを
励振できれば、押すや引く動きもその対象になる。
以上、振動発電をIoTに応用すると図3のような
システムができる。家屋やマンション、学校、病
院、ホテルなど屋内の近距離を想定し、ドアや窓、
照明のスイッチや呼び出しボタンなど、様々なモ
ノの動きで発電し、これを瞬時に送信する。これ
らの信号を一括に受信し、LTEやWiFiでクラウド
に吸い上げる。これらをユーザにスマートフォン
などで知らせることで、防犯や見守りができる。
また工場や屋外では、生産機械やタービン、橋梁
など、定常もしくは間欠振動で発電し、これらの
構造体の振動周波数や加速度、周囲の温度情報を
定期的に送信する。従来、人が現地で行う計測が
不要になり人件費の削減に繋がる。また土砂の動
きや水面の上昇、波、流れで発電し、これら動き
の情報を知らせることで防災や減災に役立つ。ほ
か応用は様々である。電池を利用する場合、モ

ジュールが数個ならいざしらず、百個、千個とも
なると電池の寿命管理、交換は大変な手間である。
振動発電では、この電池に関する手間や心配が一
切不要になる。これが一番のメリットである。
　最後に特殊鋼への期待を述べる。この技術の実
用化の鍵を握るのは磁歪材料である。IoTの対象に
なるモノは、500億個といわれ、その市場規模は莫
大である。前述のデバイスで利用するFe-Ga合金は
0.25g、2次加工も含めグラム300円程度で採算が取
れる。米国では圧延による板状の合金や、GaをAl
に置換した合金の製造にも成功している。特殊鋼
への期待として、是非ともこの合金の開発、製造
に携わってほしい。日本が得意とする材料やもの
づくりの技術が必ず生かされると筆者は確信する。

参 考 文 献
1）	A.	 E.	 Clark	 et	 al:	Magnetostrictive	 Properties	 of	 Body-

Centerd	Cubic	Fe-Ga	and	Fe-Ga-Al	Alloy、IEEE、Trans.	
Mag.、Vol.	37、pp.	3238-3240、2000

2）	上野：電池フリーIoT	の実現に向けた磁歪式振動発電デバイ
スの量産構造の提案、第29回「電磁力関連のダイナミクス」
シンポジウム講演論文集、pp.	23-28、2017

3）	鈴木ら：動発電に利用できる磁歪合金、日本AEM学会誌、
Vol.	24（2016）No.	1	pp.	22-27、2016

4）	T.	Ueno:	Magnetostrictive	low-cost	high-performance	vibra-
tion	power	generator、Proc.	Power	MEMS	2017、accepted、
2017

図　3　電池不要IoTのシステム図、あらゆる動きや振動から発電し、無線信
号を送信する。百個、千個でも電池が不要。構成は自由で、既存の
モジュールやネットワークを利用し安価に構築できる。
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ま え が き

　本稿では、当社が保有している個体識別技術に
おいて、その技術と活用事例について紹介する。
　まず、昨今急速に広がりをみせている「デジタ
ルトランスフォーメーション」（図1）について考
察する。
　デジタルトランスフォーメーションは、実世界
の出来事をデジタル化して、サイバー世界に取り
込み、人・モノ・コトを深いレベルでつなげるこ
とによって新しい価値を生み出す。その結果、私
たちの生活やビジネスをよりよく変えていく。こ
れが、当社の考えるデジタルトランスフォーメー
ションである。
　このような「実世界とサイバー世界をつなげる」
際に、IoTが果たす役割は大きい。まず、IoTは実
世界の広範囲なデータをデジタル化したうえで見

8．個体識別技術
日 本 電 気 ㈱
プロセス業ソリューション事業部　苅
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まこと

える化をする。次に、AIが人の処理能力を超える
大量のデータを分析し、深い知識や知恵を蓄積・
共有する。そして、人が理解しやすい対処方法を、
IoTを介して実世界に戻す。この一連の流れに
よって、人・モノ・コトに新たな意味性を付加し
て、賢く「つなぎ合わせる」価値が生まれる。
　この世界を実現する手段として、当社の画像解
析技術とその活用事例を示していく。

◇　画像解析技術について

　本章ではまず個体識別とデジタル化の手段とし
て、3つの画像解析技術を示し（図2）、次章でそ
の活用事例について紹介する。

1．物体指紋認証技術
　本技術は、製品・部品の製造過程で自然発生的
に生じる個体固有の表面紋様（物体指紋）を画像
として撮影し、それら画像を照合することで、個

図　1　NECが考えるデジタルトランスフォーメーション
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体識別や認証を実現するものである。
　一般的に、同一仕様の工業製品は、同じ仕様の
製造装置を使い、ばらつきのないように製造され
るもので、基本的に個体差はないというイメージ
がある。ところが、特定の照明条件下で部品の表
面を顕微鏡で拡大すると、個々に表面の凹凸が微
妙に違い、異なる紋様パターンとして観測できる。
もちろんこのような微細な紋様は、製品や部品の
性能・品質には無関係なレベルのものであるが、
個体としての違いは画像で認識することができる。
　この「物体指紋」は、高精度に切削加工される
機械部品や、同一の金型から製造した部品でも、
個々に異なる唯一な特徴を持っている。これを、
スマートフォンに内蔵されているような一般レベ
ルのカメラであっても、適切なレンズ・照明を用
いることで撮影することができる。
　つまり、生物と同様に、工業製品にも個体固有
の「指紋」があり、それを用いて個体識別を行う
ことが可能である。さまざまな工業製品・部品に
ついて、同一型番の多数の個体を集めて調べた結

果、表面に個体固有の「物体指紋」が存在してい
ることが分かっている。この物体指紋のパターン
の同一性を照合することで、膨大な数の個体の一
つひとつを識別することができる。

2．同時多数個体識別技術
　本技術は撮影した画像のなかの「どこに」「何
が」あるのかを、あらかじめ登録した対象物の特
徴的な点（特徴点）と照合することにより認識す
るものである。
　認識のための情報として、画像から抽出する特
徴点を活用するため、識別タグの付与が不要であ
り、既存のものに手を加えずに認識できるという
メリットがある。
　技術としては、当社が独自に開発した画像中の
特徴点と周辺領域をコンパクトに記述する局所特
徴量方式のBRIGHT特徴量（※1）を用いる。
　認識の際は、撮影した画像から検出される多数
の特徴点からBRIGHT特徴量を抽出し、あらかじ
めマスターデータベースに登録してある対象物画
像の局所特徴量と照合する。こうして求めた画像

図　2　3つの画像解析技術
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間の局所特徴量の対応関係から、撮影画像におけ
る対象物の位置・向きを算出する。
　BRIGHT特徴量抽出の特徴として、対象物が画
像に写る大きさなどに影響を受けにくいことがあ
る。
　登録画像とは異なる大きさや条件でも認識でき
るため、離れた距離や対象物の一部が隠れていて
も認識することができる。またBRIGHT特徴量は、
高い認識精度を保ちながら、従来の局所特徴量と
比較して特徴量サイズが1/10以下と小さいため、
複数の認識対象物の同時識別や、携帯端末などに
よる高速な照合が可能である。

3．AI活用目視検査 （外観検査） ソリューション
　本ソリューションは、当社独自のディープラー
ニング技術により製品検査業務の自働化を支援す
る技術である。
　“人の目”に依存する工場の目視検査には、膨大
な時間と労力がかかるだけでなく、検査員の能力
差や疲労の度合いにより作業の品質にバラツキが
出るなどの課題がある。
　その課題を解決するため、従来の画像解析手法
によって自働化したいと思ってもパラメータ設定
に時間と労力がかかり、そのためのノウハウも必
要となる。また、個体差や汚れにより、期待した
精度が得られないなどの問題も生じる。これらの
課題や問題は、ディープラーニングを活用するこ
とにより解決できる可能性がある。
　ディープラーニングとは、人間の脳神経を模し
た構造をもつAI技術のことである。
　本技術を適用できれば、お手本データからキズ
や汚れなどの特微量を自動的に発見し学習できる
ため、パラメータ設定にかかる時間と労力を最小
限にできる。また、パターン認識など、従来の画
像処理手法が適用できない個体差のある製品にも
対応することが可能になる。

◇　活用事例

　本章では、前章で示した3つの技術について、
それぞれの活用事例を以下にあげる。

1．物体指紋認証技術
　当社では表面実装部品を搭載するSMT工程にお
いて、本技術を活用したプリント基板の個体管理
を実施した。プリント基板は、物体の構造上、

バーコードやRFIDタグを貼る際に特別な加工を施
すこととなり、コストアップの要因となる。そこ
で、個々のプリント基板の側面をカメラで撮影し、
物体指紋を取得・認証することで、バーコードや
RFIDタグを貼付することなく個体を識別、生産実
績や品質情報を紐づけて工程内のトレーサビリ
ティや品質分析を行うことを進めている。

2．同時多数個体識別技術
　本技術の活用により、鋼材の錆や模様、擦過痕
などから特徴点が抽出できることが確認できている。
　棒鋼の端面検証を行った事例ではサンプルを用
いた検証を実施した。その結果、平均して1,000点
以上の特徴点が抽出できた。マスタ画像から抽出
した特徴点と、照合用に撮像した別画像との特徴
点マッチングを行い、照合結果を分析したところ、
特徴点のマッチングが強く表れていることが判明
した。本検証の結果、鉄鋼が安定した撮影環境に
おける個体識別が可能な素材であることが確認で
きた。
　高品質な鋼材への需要と、求められる品質担保
の責任がメーカーに求められるなか、本技術の活
用によって、顧客向け製品の個品管理精度の向上
や、複数鋼材の一括照合による検品や棚卸し業務
の効率化を行うといった検討が、複数の企業では
じまっている。

3．AI活用目視検査 （外観検査） ソリューション
　これまでは自働化が困難とされてきた最終検査
工程においても、IoTやAIの活用はすすんでいる。
本工程ではこれまで、主に熟練の現場要員による
目視、触診による「官能的検査」によって行われ
てきた。しかし、AIに不良品の画像を機械学習さ
せることによって、その自働化が可能となる。
　ある企業では本ソリューションを活用すること
で検査業務を標準・効率化し、検査作業にかかっ
ていた工数の60％を削減、海外拠点まで視野に入
れた展開で年間数億円規模の人件費削減を目標に
活動をしている。

◇　今後の展開

　当社では、2015年6月に製造業におけるIoTの
考え方として「NEC Industrial IoT」のコンセプ
トを発表し、以来本稿で掲げた技術をはじめとし
て、新たな価値を提案し続けている（図3）。
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　NEC Industrial IoTはものづくりのプロセスを
スマート化・ネットワーク化する「Process Inno-
vation」と、提供する製品・サービスそのものの
付加価値を向上する「Product Innovation」の2
つのイノベーションに大別され、両者のつながり
がイノベーションの好循環を生むと当社では考え
ている。
　IoTの現場への実装は、当社単独で解決できる
ものではないと認識しており、様々な企業と連携
しながら提供価値を拡大する取組みを現在推進し
ている。お客様に即したソリューション・サービ
スをさまざまなパートナーと連携し、ご提供する
ことによって課題解決、価値創出に貢献できると
考えている。
　さいごに、「IoT活用」についてであるが、IoT

はあくまで何かを成し遂げるための手段であり、
目的が重要である。当社がクライアントを支援し
てきた経験からの所感として、IoTプロジェクト
に成功している事例は、企業規模によらず「明確
な目的をもったうえで、IoTを手段とした実装を
実施している」ことが共通して言える。
　当社は、技術だけをご提供するのではなく、自
社の実践結果をはじめ、これら産官学連携、Soci-
ety5.0、等での活動、およびカスタマー・パート
ナー・サプライヤーの各ステークホルダーとの共
創を通じて、特殊鋼業界の更なる発展に対して、
微力ながら貢献していきたいと考えている。

※1：BRIGHT＝Binary ResIzable Gradient HisTogram　（特徴
点を用いた局所特徴量分析技術のひとつ）

図　3　NEC Industrial IoTの全体像
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鉄鋼製品の品質管理へのIoT適用

J F Eスチール㈱

　鉄鋼製品の品質に対する顧客要求はますます厳
しく、かつ多様化してきている。それに応じて製
造条件も精密化している。さらに、製造技術の進
歩、製造設備の変更、設備特性の経年変化等によ
り、品質と製造条件との関係が変化するため、そ
の変化に応じて適切に製造条件を変更する必要が
ある。上記のような環境変化に迅速に対応しなが
ら、多種多様な製品の品質を向上することができ
る技術の確立が求められている。
　製鉄所には、さまざまな製造設備を動かすため
の多くの計算機があり、労働生産性の向上を目的
にIoTによる自動化を古くから推進してきた。
1980年以降、ソフトウェア量が飛躍的に増大し、
それに伴い、フィードフォワード制御や最適化を
行うために実装されたプロセスモデルの数も飛躍
的に増加している。現状、これらのモデルのメン
テナンス負荷増大が課題となっており、高度制御
技術の開発と同時に、その負荷を低減するための
技術開発の必要性が増している。
　計算機技術の発展により、多くの製造業の現場
において、品質管理や操業改善のために、大量の
製造実績がデータベースに蓄積されるようになっ
てきた。そのデータを有効活用して、より精密な
モデルを構築する技術として、Just-In-Timeモデ
リングと呼ばれるデータサイエンス手法に近年関
心が集まっている。Just-In-Timeモデリングは、
モデルパラメータの値をあらかじめ定めず、過去
の大量の入出力データを蓄積し、予測の必要が生
じる毎に、要求点に近い過去のデータを重視して
局所的な予測モデルを構築する方法である。
　JFEスチールでは、 Just-In-Timeモデリングの一
種である局所回帰モデルを用いた材質設計および
材質制御システムを開発した。新システムの材質

設計誤差のRMSE（Root Mean Square Error、根
平均二乗誤差）は、従来システムに対し約20～
50％低減することを確認した。
　実プラントにおける材質設計および材質制御に
対し本開発システムを適用することで、製品にお
ける材質の設計誤差および制御誤差が低減し、製
品品質の向上に寄与している。また、従来、ス
タッフが多くの工数をかけて行っていたモデルメ
ンテナンスの負荷低減にも貢献できた。これによ
り、開発した材質設計システムは2003年３月から、
材質制御システムは2002年11月から、JFEスチー
ルにおいて十年以上継続して使用されており、環
境変化に対して対応できると考える。
　Just-In-Timeモデリングを用いたプロセス制御
技術は、JFEスチールの東日本製鉄所（千葉地区、
京浜地区）、西日本製鉄所（倉敷地区、福山地区）、
および、知多製造所において適用されている。製
銑、製鋼、熱延、厚板、鋼管、冷延などのさまざ
まなプロセスに対して展開されている。
　鉄鋼製造現場では、古くからモデルベース制御
が数多く実装されており、現在も増え続けている。
高精度な制御対象モデリング、制御システムの開
発、ならびにそれらのメンテナンスとレベルアッ
プを効率的に行うための技術の進展が、製品品質
の向上のために必要不可欠であり、今後もますま
す重要になっていくと予想される。
　さまざまなプロセスならびに品質における設計
および自動制御に対して、本研究成果を継続して
適用拡大していくことで、製造現場の改善に寄与
すると同時に、本技術分野の発展に今後も貢献し
ていきたい。

参 考 文 献
１） 茂森弘靖，Just-In-Timeモデリングによる高精度プロセス制御

技術の実用化と全社展開，JFE技報，No. 35, pp. 8-13（2015）

〔JFEスチール㈱　スチール研究所
計測制御研究部　主任研究員　茂
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Ⅲ．IoTに対する会員メーカーの取組み
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IoTを支える大同特殊鋼の
電気・電子機器用部材

大 同 特 殊 鋼 ㈱

まえがき

　IoT（Internet of Things）では、モノを情報化
する手段としてセンサの働きが重要です。それに
はモノの位置や圧力、速度などを磁気や電気、歪
の変化としてとらえ、精密に検出するのに適した
機能性材料が必要です。
　そこで大同特殊鋼（株）（以下、当社）では、特
殊鋼100年の経験に基づき、特殊溶解法をはじめと
する最新技術を活用して、さまざまなセンサに利
用される各種の磁性材料、封着材料、低膨張材料
および電熱材料を製造販売しています（表１）。紙
面の都合から、ここでは高感度な軟質磁性材料
（パーマロイ）を簡単に紹介します。

◇　軟質磁性材料（パーマロイ）

　当社では成分最適化と帯鋼製造技術により、従
来よりも高透磁率のMENPB-2Sと低保磁力で同等
の磁束密度を有するMENPB-Sの２種類のパーマ
ロイを開発しました（表２）。これら高感度材料に
より、トルクセンサや電流センサの高精度化が期
待されます。

むすび

　昨今の自動車の電動化、自動運転化の動き２）は、
IoTの一側面と見ることもでき、今後ますますセ
ンサおよびセンサ用材料は重要な役割を果たして
いくと考えます。

参 考 文 献
１） 大同特殊鋼の電気・電子機器用部材カタログ
２） 齋藤：電気製鋼、85（2014）、p. 149

〔大同特殊鋼㈱　特殊鋼ソリューション部
東京第一ソリューション室　室長　宮

みや

﨑
ざき

　貴
たか

大
ひろ〕

表　１　大同特殊鋼の電気・電子機器用部材１）

区分 製品群 形状 用途

材料

軟質磁性材料
（パーマロイ）

帯、棒線、粉末
鉄芯、トルクセンサ用部材、磁気シールド、
リアクトルなど

封着材料 帯、棒線 圧力センサなど
非磁性材料 帯、棒線 リニアモーターカー用アングルなど
電熱・抵抗材料 帯、棒線 ヒータ、電流センサ用抵抗体など
ニッケル材料 帯、棒線 電子管・陰極など
低熱膨張材料 帯、棒線 電子管・陰極など
恒弾性材料 帯、棒線 バネ

薄膜素材 ターゲット材料 － 表面硬化・装飾用、ディスプレイ用、半導体用など

部品
LED － 光電センサの光源など
磁気センサ － －

表　２　大同特殊鋼の代表的な軟質磁性帯鋼と主な直流磁気特性１）

種類
（主成分）

大同記号 初透磁率
μi

保磁力
Hc（A/m）

磁束密度
B800（T）

PCパーマロイ
（Fe-80Ni系）

MENPC-2 110,000 0.80 0.75
MENPC-2S
（開発材） 130,000 0.75 0.70

PBパーマロイ
（Fe-45Ni系）

MENPB 10,000 5.0 1.50
MENPB-S
（開発材） 10,000 3.5 1.50
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IoT技術に関する三菱製鋼の取組み

三 菱 製 鋼 ㈱

　IoTに関してはドイツが国策として推進するイ
ンダストリー4.0、米国ではGE等の企業共同体が
提唱するIIC、中国の中国製造2025等が知られてお
り、また日本でも色々な企業での取組みや成果が
報道されておりますが、当社においてもその導入
検討・予備研究を進めている所です。
　当社は国内拠点として北海道室蘭市で特殊鋼鋼
材、福島県会津若松市で素形材製品、千葉県市原市
で金属ばね、長崎市で鍛圧装置等の機器を各々製造
しており、また近年は各事業部毎に海外工場展開を
積極的に進めている企業です。ここで当社のIoT導
入の目的は急激に展開する海外工場を管理するた
め、まず以下の課題を早期にクリアする事でした。
　・国内工場から海外工場に派遣できる熟練工、

技術者が不足している
　・国内工場の「見える化」も精度が粗く海外展

開に耐えるものではない
　・製造・品質データの採取が主にロット毎で個

品管理精度が低いため解析精度も悪い
　・センシング技術の遅れにより製造データ、品

質データの自動採取が出来ていない
これらの課題を解決するために、先ず国内ばね工
場をモデルケースとして千葉製作所の自動車用巻
ばねライン、同じく自動車用スタビライザのライ
ンの「見える化」を実現するべく外部のソリュー
ションを導入し、全設備からPLCを通して設備・
操業データを収集できるようにしました。また異
常を検知した場合には熟練工や技術者の判断で遠

隔操作によってラインを停止させたり操業条件を
変更したりも出来るようになり、熟練工や技術者
を海外派遣せずとも一定レベル以上の工場管理が
可能である事が判りました。更に個品の流れにつ
いてもディジタル・トラッキングで追跡可能にな
り個々の製品毎の製造条件を確認する事も可能に
なりました。
　このように現時点では製造データ（設備の稼働
状況・製造条件・生産量等）は自動採取出来るよ
うになりビッグデータと言える程度のデータ採取
量にはなったのですが、まだ個品品質に関しては
個品毎にインラインで自動採取できるデータ量が
少なく、今後以下のようなセンシング技術の研究
開発を進めようと考えております。
　①視覚的センサーによる、巻ばねの３次元座標

データ取得（形状プロファイリング）
　②聴覚的センサーによる、巻ばねの異常検知
（微小クラックや線間接触等）

これら品質データと製造データを突き合わせた
ビッグデータ解析にて、更に生産効率を高めたり
品質安定化が図れる工場運営を目指していきたい
と考えております。
　一方、品質データはそれを使って、別の付加価
値を製品に付与できる可能性もあります。例えば、
図１のように巻ばねの三次元形状測定が可能にな
ると、そのデータを使用してシミュレーション解
析し、実際に使用する負荷状態での個品品質・性
能を確認する事が可能になる等、今後はよりお客
様に満足して頂ける製品・情報・サービスを提供
できる事が可能になると考えられます。

〔三 菱 製 鋼 ㈱
技術開発センター（副センター長）　曽

そ

田
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じ〕

図　１　巻ばね形状インライン計測のイメージとデータ解析による活用用途
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業界のうごき

愛鋼、 
　衣浦第2工場を起工

　愛知製鋼グループの特殊鋼流通大
手、愛鋼は、衣浦工場（愛知県半田市）
敷地内で建設する第2工場（仮称）
の起工式を12月1日に、完成予定を
2018年12月とするとともに新工場の活
用構想を具体化する。19年春からの稼
働を目指し、ステンレスに特化した旗
艦工場として生産体制の強化を進める。
　現在衣浦工場（第1工場）は条鋼
加工に特化し、自動車部品向けを中心
とした棒鋼加工を主に行っているが、
新工場建設による全社的な生産加工体
制の効率化とステンレス形鋼などの製
造を視野に、第1工場から第2工場に
ステンレス冷間圧延ラインを移設。そ
れによる第1工場の空きスペースに本
社工場の切断加工ラインを移設する。
　第2工場の建屋面積は従来計画の
4,000平方メートルから6,000平方メー
トルに拡大しており、第1工場のス
テンレス冷間圧延ライン移設後のス
ペースの使用率は35％程度。従来
ネックだった製品のストックスペー
スを確保しつつ、残り有効スペース
で新設備の導入によるステンレス事
業領域の拡大を図る。� （11月20日）

兼松トレーディング、 
　「事業モデル変革チーム」発足

　兼松トレーディングは、2017年度
下期から「事業モデル変革チーム」
を組織し、始動した。池上俊浩執行
役員が専任としてチームを率い、未
来に向けた新事業を開拓する。新組
織により、メーカーの窓口としての
機能だけでなく、施主、ゼネコンと
いった分野に関与していく考えだ。
　建設業界が市場変化するなか「省
力化やローコスト、短工期といった
ニーズが増えている。そこで新工法
などを提案していく」（江見智維社
長）。それにより、ゼネコン、施主

などにも商社機能を発揮し、市場で
の存在感を高めていく。「まずは、
技術、工法のツールを増やしていき
たい」（同）。埋もれた新工法・新技
術を発掘し、商社の営業力を発揮し、
市場へと広めていきたいとする。
　新組織の下、既存の枠にとらわれ
ない、新たな需要も捕捉していく。
例えば、「北海道では海外の和牛ブー
ムを背景に畜産が好調。畜舎での軽量
鉄骨などで役に立てるのでは」（同）。
一般的なマーケット変化をキャッチ
して、新たな需要を掘り起こしてい
く。� （11月24日）

佐藤商事、 
　台湾に電子材料の現法設立

　佐藤商事の100％子会社、香港佐
藤商事が台湾に電子部品、電子材料
販売の合弁会社を設立した。香港佐
藤商事は電子材料部門の海外現地法
人としてタイ、韓国、上海、深圳、
シンガポールで拠点を設立。このほ
ど、エレクトロニクス産業の発展が
著しい台湾で電子部品、電子材料の
販売活動を強化するため、電子材料
部門の海外拠点としては7拠点目と
なる同合弁会社を立ち上げた。同社
全体の海外拠点としては14社目。
　9月30日に台湾北部の新竹市に現
地企業と合弁で「PSデバイス＆マテ
リアル」を設立し、11月1日から営業
を開始する。資本金は500万台湾ドル�
（約1,850万円）。出資比率はPiconets
（ピコネット）51％、香港佐藤商事
49％。電子部品、電子材料のほか鉄
鋼製品、非鉄金属製品の販売などを
行う。香港佐藤商事の佐藤洋孝氏が
董事総経理に、須賀和徳・佐藤商事
執行役員が董事に就く。� （10月31日）

住友商事、 
　大同と中国で工具鋼合弁

　住友商事と大同特殊鋼は、中国・
江蘇省無錫市に工具鋼事業を行う合

弁会社、無錫頂鋒日嘉金属制品を設
立する。現地での高級工具鋼流通加
工事業の拡大を目的とするもので、
2018年半ばの商業生産および販売開
始を予定している。
　両社はこれまで20年にわたり、華
東・華南地区で工具鋼流通加工事業を
協業するなど、中国での大同特殊鋼の
高級工具鋼の拡販を推進してきた。伸
長が見込まれる工具鋼需要を捕捉し、
金型メーカーの前加工対応や短納期な
ど高度化するニーズにより柔軟に対応
するため、金型メーカーの集積地の一
つである無錫市で事業を本格化させ
る。16年12月に住友商事が先行して会
社を設立しており、加工能力・在庫ス
ペースを拡充させ、18年半ばをめどに
商業生産・販売を開始する計画。
　無錫頂鋒日嘉金属制品は、江蘇省
無錫市錫山区の錫山経済技術開発区
内に位置し、資本金は約22億7,000万
円で、出資比率は住友商事が81％、
大同特殊鋼が19％。工具鋼の在庫、
切断、切削および熱処理といった機
能や設備を充実させるとともに、マ
シニング加工までを一貫で実施する
ことで、金型メーカー向け製品をワ
ンストップで提供する。� （10月31日）

大同DMS、 
　インドネシアで金型事業開始

　大同DMソリューションは、イン
ドネシアで金型事業を開始する。
2018年1月に現地法人を設立し、ジャ
カルタ市郊外の工業団地に金型加工
を行う工場を建設、同8月からの本
格稼働を予定。需要増が見込まれる
現地の日系自動車部品関連企業向け
に鍛造金型およびダイカスト金型部
品の販路拡充を図り、3年後をめど
に年間約2億円の事業規模を目指す。
　インドネシアでは、従来から現地
流通との合弁会社であるアストラダ
イドースチール�（インドネシア）�が、
大同特殊鋼の工具鋼販売を行い、自
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動車関連向けをターゲットに、材料
から6面加工、熱処理までの事業を
手掛けてきた。より付加価値の高い
加工ニーズが増えたため、従来事業
から一歩進んで金型加工まで事業を
拡大。当面は同じ大同特殊鋼グルー
プでエンジンバルブ製造のフジオー
ゼックスのインドネシア子会社向け
に、バルブ用小型金型を供給するほ
か、ダイカスト金型部品などの需要
獲得も進めていく。� （10月3日）

大洋商事、 
　ベトナム・ハノイに進出

　大洋商事は、ベトナム・ハノイ市
に進出する。需要家である日本電産シ
ンポが、来夏にかけて同市内のホア
ラックハイテクパーク工業団地に工場
を立ち上げるのに合わせて、現地法人
を設立する予定で、来期（2019年1
月期）半ばには現地倉庫の稼働を開始
したい考え。同社は、直近では米国に
アジア以外で初となる現地法人を設立
するなど、海外展開を推進している。
　同社グループの大洋特殊金属（浙
江省平湖）は、日本電産シンポの中
国工場「日本電産新宝（浙江）」の隣
接地に工場を構え鋼材を納入してお
り、このほど日本電産新宝（浙江）
における製造分の一部が、日本電産
シンポが工場を新設するホアラックハ
イテクパークに移管されることが決
まった。これを受け、大洋商事はベ
トナムへの移管分についても、引き
続き近隣の在庫からのジャストインタ
イム供給を行うために、同工業団地
の近傍に倉庫を置く考え。切断設備
の導入も検討していく。� （10月2日）

特殊鋼機、 
　特殊鋼の受注営業強化

　特殊鋼機は特殊鋼分野における加
工品の受注営業を加速させる。これ
までの流通機能である素材の在庫販
売および切断加工（一次加工）にと

どまらず、熱処理や溶接、精密切削
加工など二次加工を施し、半製品に
して最終ユーザーに納入する。同社
の売上高に占める加工品の比率は約
40％。二次加工の受注営業を強化
し、比率をアップさせることで、さ
らなる成長を目指す。
　同社は数年前から二次加工品によ
る受注拡大を打ち出し、軌道に乗っ
ている。機械メーカーや製缶メー
カーなど最終ユーザーからすれば、
材料の発注から仕様設計、業者の選
定、納期などの打ち合わせなどリー
ドタイムの短縮化および省力化につ
ながることから好評を得ている。
　こうしたニーズが増えていることか
ら、同社はこれを捕捉し、加工品の受
注営業を強化していく。その手段とし
て今春には主要取引メーカーである大
同特殊鋼と北部九州における工具鋼ス
トックヤードとして契約。メーカーと
の関係を強化した。� （10月13日）

日鉄住金物産、 
　三井物産から鉄鋼製品事業譲渡

　日鉄住金物産と三井物産は、日鉄
住金物産への三井物産の鉄鋼事業一
部譲渡と三井物産による日鉄住金物
産の株式追加取得に関する契約書を
締結した。三井物産は来年4月1日
付で同社グループの売上高3,700億円
程度、取扱量400万トン相当の国内
外鉄鋼製品事業を600億円程度で譲
渡。日鉄住金物産の株式を約180億
円で追加取得し、議決権所有比率を
11.01％から20.04％に引き上げて持
分法適用会社化する。
　両社は本年3月、資本関係を強化し、
鉄鋼事業分野における協業を深化させ
ることで合意し、協議を進めてきた。
　三井物産が譲渡する同社グループ
の鉄鋼製品事業は、「三井物産スチー
ルが取り扱う新日鉄住金の製品が
メーンで、国内の大部分と輸出の一
部」（広報部）。鉄鋼製品事業の年間

取扱量は約800万トンで、半分程度
を譲渡することになる。譲渡する事
業は流動資産1,000億円程度、流動負
債400億円程度。譲渡額600億円は現
金決済となる見込み。� （10月2日）

阪和興業、 
　中国・鉄鋼加工センターに参画

　阪和興業は、大明国際控股や馬鞍山
鋼鉄と中国・浙江省嘉興市で合弁事業
を立ち上げる。幅広い鋼種、材料の切
断加工や機械加工を行う「総合鉄鋼加
工センター」として、大明グループが
従来から行っていたコイルセンター事
業にジョブショップを加えた「ワンス
トップソリューション」の提供を目指
す。阪和は青山鋼鉄のインドネシアに
おけるニッケル銑鉄（NPI）プロジェ
クトに参画しており、今回の合弁によ
りステンレス鋼メーカー、流通それぞ
れの世界ナンバーワンと提携した格
好。南アフリカでのクロム原料投資な
どと合わせて、原料から材料、製品流
通までのステンレス・サプライチェー
ンを構築した。
　合弁事業を行う新会社は、下工程
まで広く加工に対応できる拠点とし
て、2019年初めから稼働を開始する
予定。21年までに売上高50億元（約
850億円）、年間取扱量はステンレス
鋼で30万トン、普通鋼で80万トンの
計110万トンを目指す。出資比率は
大明グループが60％、馬鞍山鋼鉄が
25％、阪和が15％。資本金は5億
元、総投資額は8億元となっている。
� （11月28日）

ヤマト特殊鋼、 
　新潟に新拠点

　ヤマト特殊鋼は、新潟に拠点を新
設する。新潟県阿賀野市の県営東部
産業団地の土地を取得し、11月に建
屋を着工、来春ごろの操業開始を目
指す。同市内に工場を置く、半導体
製造装置などの機械要素部品を製造



特　殊　鋼　67巻　1号66

業界のうごき
するTHK新潟の事業拡大に対応するた
め、現地に営業・在庫拠点を設ける。
　10月2日に土地を取得した。敷地
面積は6,600平方メートルで、取得額
は約6,100万円。
　同社は1949年創立の特殊鋼商社。
構造用鋼やステンレス棒鋼などの加
工、販売を行っている。本社のほ
か、浦安センターグループ（千葉県
浦安市）、甲府営業所（山梨県中央
市）、山形営業所（山形県天童市）、
韓国連絡事務所（釜山市）などの拠
点を持つ。� （10月2日）

愛知製鋼、 
　知多に精整ライン新設

　愛知製鋼は、特殊鋼鋼材などを生
産する知多工場（愛知県東海市）に
建設を進めていた精整新ライン（A
ライン・月産能力1万3,000トン）が
完成し、11月15日に竣工式を行っ
た。業界で初めて圧延・精整工程間
の直結化を実現した新ラインで、こ
れによりボトルネックだった精整工
程は5ライン体制となり生産能力が
向上、圧延からの一気通貫で見た場
合の特殊鋼鋼材の生産能力は約10％
アップし、競争力強化に大きく貢献
する。投下金額は約35億円。
　今回の投資は、特殊鋼鋼材のさらな
る生産性・品質向上を目的に、鋼材生
産プロセスをスルーで改革する「鋼材
4Sリエンジ」の一環で、これまでに実
施した製鋼工程の大断面連続鋳造機の
更新、分塊圧延工程のリエンジニアリ
ングに次ぐ第3弾。� （11月16日）

新日鉄住金ステンレス、 
　「純ニッケル厚板」商品化

　新日鉄住金ステンレスは「純ニッケ
ル厚板」を商品化し、今秋から受注を
開始した。同製品は2013年まで新日鉄
住金直江津製造所で製造していたもの
で、14年以降に行われたNSSC八幡製
造所への特殊ステンレス厚板生産集約

の一貫として移管された。八幡での生
産開始に伴い鋼板の板幅や長さ、単重
などの製造可能範囲を拡大し、主要な
需要先である海外のプラント関連など
を中心に拡販を図る。
　純ニッケル厚板はニッケル純度が
99％以上の鋼板で、高濃度で高温の
水酸化ナトリウム・カリウムなどの
アルカリ薬品に優れた耐食性を持つ。
その特性を生かし、苛性ソーダプラ
ントなどの化学工場や半導体製造な
どで使われるフッ素系高純度ガスの
製造工程など、厳しい環境下の製造
現場を支える基礎素材として活用さ
れている。� （11月7日）

大同特殊鋼、 
　知多で特殊溶解設備を増設

　大同特殊鋼は、航空エンジンや発
電用タービン向けの回転部品用材料
など、高付加価値特性が求められる
高級鋼の需要増加に対応するため、
これらに適用する特殊溶解設備を増
設する。知多工場（愛知県東海市）
にエレクトロスラグ再溶解炉（ESR）
を2019年1月に1基、渋川工場（群
馬県渋川市）に真空アーク再溶解炉
（VAR）を19年4月と同7月に各1
基、増設を予定するもので、投資額
は3基で約40億円を見込む。
　ESRは、一次溶解（電気炉、真空
誘導炉）で溶解・造塊した鋼塊を消
耗電極として通電、精錬用粉体（スラ
グ）のジュール発熱で生じた溶融熱で
電極を溶解、溶鋼がスラグを通過する
過程で化学的に清浄性を改良し、急速
冷却により均質な組織を得る二次溶解
設備で、知多工場への導入は昨年11月
の1基目に次いで2基目。渋川工場
にはすでに9基設置されており、両
工場合わせ計11基となる。�（10月31日）

日本金属、 
　自動車モール材の生産能力増

　ステンレス圧延大手の日本金属は、

鋼帯の製造事業を行う板橋工場（東京
都板橋区）で、自動車用モール材（高
品質BA製品）の生産能力を引き上げ
る。7基あるステンレス仕上げ圧延機
のうち1基について、高精度な板厚制
御や形状制御の完全自動化に加え機械
主要部位をIoT化するなど最新鋭化し、
自動車用モール材の生産を可能とする
投資を行う。改修工事は2019年前半を
予定しており、投資額は約9億円。
　ばね材・薄物対応の仕上げ圧延機
を、自動車用モール材も生産できる
兼用設備にする。具体的な改修内容
と見込まれる効果は、ワークロール
の小径化による高光沢圧延への対応
や自動板厚制御装置（AGC）の更新
による高精度化、自動形状制御装置
（AFC）の更新による形状制御性の向
上。これらによる品質向上と、IoT化
によるデータ蓄積を基にした設備管
理の向上も狙いとなる。� （10月11日）

日立金属、 
　中国に工具鋼新拠点

　日立金属は、中国浙江省寧波市に
工具鋼の加工販売を行う100％子会社
「日立金属（寧波）」を設立する。中
国における工具鋼のソリューション営
業体制強化が目的。2018年11月に設
立する予定で、総投資額は約12億円。
　日立金属（寧波）は、工具鋼の切
断・加工機、熱処理設備を導入する。
世界最大の自動車生産国である中国で
は既存拠点で営業を行ってきたが、新
拠点を設立することにより工具鋼のソ
リューション営業を本格化する。自動
車部品メーカーや金型メーカーが集積
する寧波地域において、工具鋼需要
に迅速に対応し、顧客利便性を向上
することも狙い。資本金は1,000万米
ドル（約11億3,000万円）。大塚眞弘執
行役が董事長を務める。従業員数は
約30人を予定している。� （10月10日）

� 文責：（株）産業新聞社
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特殊鋼熱間圧延鋼材の鋼種別生産の推移

鋼 種 別

形 状 別
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特殊鋼鋼材の鋼種別販売(商社＋問屋)の推移　（同業者＋消費者向け）

特殊鋼熱間圧延鋼材の鋼種別メーカー在庫の推移

特殊鋼鋼材の流通在庫の推移　（商社＋問屋）
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特殊鋼鋼材の輸出入推移
輸　出

輸　入

関連産業指標推移
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特殊鋼需給統計総括表
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倶楽部だより （平成29年10月1日～11月30日）

理事会（10月25日）
　①平成29年度事業の進捗状況について
　②平成29年度会計中間報告について
　③平成29年度下期の事業予定について
　④各種委員会委員長及び委員委嘱について
　⑤新規入会（正会員）承認について
　⑥新役員体制の活動重点項目について

運営委員会（10月19日）
　①平成29年度事業の進捗状況について
　②平成29年度会計中間報告について
　③平成29年度下期の事業予定について
　④各種委員会委員長及び委員委嘱について
　⑤新規入会（正会員）承認について
　⑥新役員体制の活動重点項目について

海外委員会
　本委員会（11月15日）
　　①平成29年度上期事業報告
　　②平成29年度中間決算
　　③海外統計資料の見直し

　専門部会（10月11日）
　　①「インド特殊鋼需給動向」調査の中間報告書

について
　　②個別通商問題の対応

　専門部会（11月2日）
①平成29年度事業の進捗状況について
②平成28年度会計実績報告・平成29年度会計

中間報告について
③海外統計資料の見直しについて
④個別通商問題について

市場開拓調査委員会
　調査WG（11月27日）
　　「自動車のマルチマテリアル化」調査の中間報告

　講演会（11月13日）
　　演　題：自動車産業激動の技術革新
　　講　師：（一社）日本自動車部品工業会
　　　　　　技術担当顧問　松島　正秀　氏
　　参加者：80名

編集委員会
　本委員会（11月14日）

3月号特集「特殊鋼のミクロ組織のやさしい

解説（仮題）」の編集方針、内容の確認

　小委員会（10月31日）
3月号特集「特殊鋼のミクロ組織のやさしい
解説（仮題）」の編集内容の検討

流通委員会
　本委員会（11月10日）

①第2回流通委員会議事録確認について
②「取引問題説明会」結果報告について
③「価格交渉サポートセミナー」結果報告につ

いて
④鋼種別分科会委員登録について
⑤今後の対応について

　構造用鋼分科会（10月17日）
　　内示問題に対する製造業者会員の反応について

運営委員会製造業者会員委員アドホックWG
（仮称）（10月16日）

①「未来志向型の取引慣行」 の検討状況について
②今後の対応について

　　　1）「特殊鋼の紐付き取引・内示問題」につ
いて

2）「経産省3重点課題」について

「特殊鋼の紐付き取引・内示問題」製・販打合せ
（11月16日）

①「第3回構造用鋼分科会幹事会議事録」及
び「第4回構造用鋼分科会幹事会議事録」
の確認

②第3回流通委員会の報告
③経産省金属課への要望書（案）について

　説明会（10月10日）
　　演　題：平成29年度第3・四半期の特殊鋼需

要見通し
　　講　師：経済産業省製造産業局金属課計画係長　

中村　純也　氏
　　参加者：33名

　説明会（10月19日）
　　演　題：価格交渉サポートセミナー
　　講　師：中小企業診断士　川上　正司　氏　
　　　　　  （㈱リリーフパートナーズ 代表取締役）
　　参加者：55名



特　殊　鋼　67巻　1号72

人材確保育成委員会
　本委員会（11月17日）

①平成29年度ビジネスパーソン研修講座実施
の検討

②特殊鋼紹介映像コンテンツ第2弾制作の検
討

③特殊鋼ブランディング活動の検討
④支部からの要望も含めた今後の人材確保育

成活動及び委員選定の検討

　工場見学会（10月6日）
　　見学先：㈱神戸製鋼所真岡製造所
　　参加者：20名

　流通海外展開委員会
　　講演会（10月16日）
　　　演　題：中国進出日系企業によくある問題

事例とその対応策
　　　講　師：（独）日本貿易振興機構 （ジェトロ）

海外調査部中国北アジア課課長代理
　　　　　　　島田　秀樹　氏
　　　参加者：43名

［大阪支部］
第16回関西特殊鋼ゴルフ大会（全特協と共催）

（10月11日）
　　場　所：鳴尾ゴルフ倶楽部
　　参加者：24名

　説明会（全特協と共催）（10月27日）
演　題：平成29年度第3・四半期の特殊鋼需

要見通し
講　師：経済産業省製造産業局金属課課長補佐　

岡田　　治　氏
参加者：43名

　説明会（全特協と共催）（10月27日）
　　演　題：取引問題説明会

講　師：経済産業省製造産業局金属課課長補佐　
岡田　　治　氏

参加者：39名

　説明会（全特協と共催）（11月9日）
演　題：価格交渉サポートセミナー
講　師：中小企業診断士　鹿島　　啓　氏

（鹿島技術士事務所）
参加者：41名

［名古屋支部］
　部会
　　構造用鋼部会（10月20日）
　　工具鋼部会（10月18日）

　説明会（10月23日）
演　題：平成29年度第3・四半期特殊鋼需要

見通し
講　師：経済産業省製造産業局金属課課長補佐　

岡田　　治　氏
参加者：55名

　説明会（10月23日）
演　題：取引問題説明会
講　師：経済産業省製造産業局金属課課長補佐　

岡田　　治　氏
参加者：57名

　説明会（11月8日）
演　題：価格交渉サポートセミナー
講　師：中小企業診断士　水口　和美　氏
　　　　（㈱ARU代表取締役）
参加者：90名

　三団体共催　優良企業見学会（10月11日）
　　見学先：（独）造幣局（大阪市）
　　　　　　サントリー京都ブルワリー （長岡京市）
　　参加者：26名

　三団体共催一般講演会（11月15日）
演　題：「松下幸之助の経営哲学」
　　　　～成功の発想と人作りの真髄～
講　師：（公財）松下社会科学振興財団　松下

資料館　顧問　川越　森雄　氏
参加者：80名

　中部特殊鋼親善ゴルフ大会（11月24日）
　　場　所：三好カントリー倶楽部
　　参加者：42名

　二団体共催　中堅社員研修（10月25日）
テーマ：「問題解決力向上講座」
 ～仕事の質とスピードを上げるため

の思考力を鍛える！～
講　師：㈱名南経営コンサルティング　 

山田　亮太　氏
　　参加者：29名

　二団体共催　管理職研修・懇親会（11月28日）
テーマ：「管理者に必要な計数管理力と財務の

基礎知識」
　　　　～成果を出し続けるために「数字」 

を読み活用する能力を高めよう！～
講　師：㈱名南経営コンサルティング
　　　　山田　亮太　氏
参加者：40名
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特 殊 鋼 倶 楽 部 の 動 き

「平成29年度第2回一般社団法人特殊鋼倶楽部工場見学会」開催

　去る10月6日（金）に平成29年度第2回工場見学会を開催しました。
　見学先は、栃木県真岡市にある㈱神戸製鋼所真岡製造所殿で、会員企業から20名が参加しました。
　訪問先である㈱神戸製鋼所真岡製造所に到着後、同社会議室にて土井アルミ・銅事業部門 真岡製造所 
総務部長（EMS管理責任者）兼電力事業部門 真岡建設本部 担当部長よりご挨拶、及びアルミ製造部門
の工場概況説明を、次いで電力事業部門 真岡建設本部 総務・計画グループ長 兼 真岡製造所 総務部 総
務室 次長より電力事業に関する説明を受けた後、2班に分かれ見学に入りました。
　アルミ製造現場では、溶解工程、熱間圧延工程、精整工程を見学、続いて現在同製造所に隣接する敷
地内に建設中の同社真岡発電所を見学後、会議室に戻り質疑応答を行い同社工場及び発電所建設現場の
見学を終了しました。
　見学先の感想では、「工場内の安全対策、通路の安全柵等について」「ホコリや虫などへの配慮につい
て」「製造工程全体がクリーンな所が印象的でした」「建設中の発電プラント。次の事案の柱になると伺っ
たこと」「発電所が出来るまでの現場を見学できたのはとても貴重であった」「発電所の建設現場を見た
のは初めてだったので勉強になった」等の感想を頂きました。
　最後に、特殊鋼倶楽部会員企業のために貴重な機会を与えていただいた㈱神戸製鋼所真岡製造所の関
係者の方々に感謝を申し上げて、工場見学会の報告といたします。
　以下に、写真を掲載します。

【工場見学会の様子　㈱神戸製鋼所真岡製造所殿】
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【会場の様子（東京・鉄鋼会館）】

「価格交渉サポートセミナー」開催

　全日本特殊鋼流通協会、及び当倶楽部 流通委員会（委員長 佐久間特殊鋼㈱ 代表取締役執行役員社長　
佐久間貞介）、共催で「価格交渉サポートセミナー」を下記の通り開催しました。
　当日は流通委員会で検討してきました特殊鋼業が直面する取引問題の中では、「価格交渉（買いたた
き／適正コスト転嫁）」が具体的問題事例が多く関心が高かったことから、全国中小企業取引振興協会殿
による標記「価格交渉サポートセミナー」を　中小企業診断士　川上　正司 氏（㈱リリーフパートナー
ズ　代表取締役）より詳細かつ分かり易くご説明を頂きました。説明終了後ご出席頂きました経済産業
省 製造産業局 金属課 課長補佐　岡田　治様より御挨拶を頂き盛会の内に終了しました。
　当日、説明会に参加された方々にはアンケートを実施し、お聞かせいただいた貴重なご意見は今後の
検討に是非とも反映させたいと思います。多数のご参加をいただき、誠にありがとうございました。

　日　時　平成29年10月19日（木）　15時00分～17時00分　参加者55名
　場　所　東京都中央区日本橋茅場町「鉄鋼会館」811号室
　テーマ：価格交渉サポートセミナー
　講　師：中小企業診断士　川上　正司 氏（㈱リリーフパートナーズ　代表取締役）

　以下に、会場写真を掲載いたします。



2018年1月 75

「自動車産業　激動の技術革新」講演会開催

　当倶楽部・市場開拓調査委員会の平成29年度調査事業として「自動車産業　激動の技術革新」講演会
を下記の通り開催しました。
　電動化や自動運転などの最新の技術開発動向や、自動車産業の構造変化の可能性について、自動車産
業において要職を歴任されてきた松島講師の詳細かつ分かり易い説明で、盛会の内に終了いたしました。
　当日、説明会に参加された方々にはアンケートを実施し、お聞かせいただいた貴重なご意見は今後の
説明会に是非とも反映させたいと思います。多数のご参加をいただき、誠にありがとうございました。
　なお、当日資料は、特殊鋼倶楽部ホームページ － 会員専用ページ － イベントに掲載しています。

　日　時　平成29年11月13日（月）　15時00分～17時00分　参加者80名
　場　所　東京都中央区日本橋茅場町「鉄鋼会館」701号室
　講　師　（一社）日本自動車部品工業会　技術担当顧問　松島　正秀氏
　内　容　「自動車産業　激動の技術革新」
　　　　　1．電動化
　　　　　2．自動運転
　　　　　3．技術革新と産業構造変化
　　　　　　　・マルチマテリアル化とエレクトロニクス化

　以下に、会場写真を掲載いたします。

【会場の様子（東京・鉄鋼会館）】
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一般社団法人特殊鋼倶楽部　会員会社一覧
（社名は50音順）

［会　員　数］

（正　会　員）
製造業者� 25社
販売業者� 100社
合　　計� 125社

【販売業者会員】

愛 鋼 ㈱
青 山 特 殊 鋼 ㈱
浅 井 産 業 ㈱
東 金 属 ㈱
新 井 ハ ガ ネ ㈱
粟 井 鋼 商 事 ㈱
伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 ㈱
伊藤忠丸紅特殊鋼㈱
井 上 特 殊 鋼 ㈱
㈱ Ｕ Ｅ Ｘ
碓 井 鋼 材 ㈱
ウ メ ト ク ㈱
扇 鋼 材 ㈱
岡 谷 鋼 機 ㈱
カ ネ ヒ ラ 鉄 鋼 ㈱
兼 松 ㈱
兼松トレーディング㈱
㈱ カ ム ス
㈱ カ ワ イ ス チ ー ル
川 本 鋼 材 ㈱
北 島 鋼 材 ㈱
ク マ ガ イ 特 殊 鋼 ㈱
ケー・アンド・アイ特殊管販売㈱
小 山 鋼 材 ㈱
佐 久 間 特 殊 鋼 ㈱
櫻 井 鋼 鐵 ㈱
佐 藤 商 事 ㈱
サ ハ シ 特 殊 鋼 ㈱
㈱ 三 悦
三 協 鋼 鐵 ㈱
三 京 物 産 ㈱
三 興 鋼 材 ㈱
三 和 特 殊 鋼 ㈱
Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 ㈱
芝 本 産 業 ㈱
清 水 金 属 ㈱
清 水 鋼 鐵 ㈱
神 鋼 商 事 ㈱
住 友 商 事 ㈱

大 同 興 業 ㈱
大同DMソリューション㈱
大 洋 商 事 ㈱
大 和 興 業 ㈱
大 和 特 殊 鋼 ㈱
㈱ 竹 内 ハ ガ ネ 商 行
孟 鋼 鉃 ㈱
田 島 ス チ ー ル ㈱
辰 巳 屋 興 業 ㈱
千 曲 鋼 材 ㈱
㈱ テ ク ノ タ ジ マ
㈱ 鐵 鋼 社
デルタスティール㈱
東京貿易マテリアル㈱
㈱ 東 信 鋼 鉄
特 殊 鋼 機 ㈱
豊 田 通 商 ㈱
中 川 特 殊 鋼 ㈱
中 野 ハ ガ ネ ㈱
永 田 鋼 材 ㈱
名 古 屋 特 殊 鋼 ㈱
ナ ス 物 産 ㈱
南 海 鋼 材 ㈱
日 金 ス チ ー ル ㈱
日 鉄 住 金 物 産 ㈱
日鉄住金物産特殊鋼西日本㈱
日 本 金 型 材 ㈱
ノ ボ ル 鋼 鉄 ㈱
野 村 鋼 機 ㈱
白 鷺 特 殊 鋼 ㈱
橋 本 鋼 ㈱
㈱ 長 谷 川 ハ ガ ネ 店
㈱ハヤカワカンパニー
林 田 特 殊 鋼 材 ㈱
阪 神 特 殊 鋼 ㈱
阪 和 興 業 ㈱
日 立 金 属 商 事 ㈱
日 立 金 属 工 具 鋼 ㈱
㈱日立ハイテクノロジーズ

㈱ 平 井
㈱ フ ク オ カ
藤 田 商 事 ㈱
古 池 鋼 業 ㈱
㈱ プ ル ー タ ス
㈱ 堀 田 ハ ガ ネ
㈱マクシスコーポレーション
松 井 鋼 材 ㈱
三 沢 興 産 ㈱
三 井 物 産 ㈱
三井物産スチール㈱
㈱ メ タ ル ワ ン
㈱メタルワンチューブラー
㈱メタルワン特殊鋼
森 寅 鋼 業 ㈱
㈱ 山 一 ハ ガ ネ
山 進 産 業 ㈱
ヤ マ ト 特 殊 鋼 ㈱
山 野 鋼 材 ㈱
陽 鋼 物 産 ㈱
菱 光 特 殊 鋼 ㈱
渡 辺 ハ ガ ネ ㈱

【製造業者会員】

愛 知 製 鋼 ㈱
秋 山 精 鋼 ㈱
㈱ 川 口 金 属 加 工
㈱ 神 戸 製 鋼 所
合 同 製 鐵 ㈱
山 陽 特 殊 製 鋼 ㈱
Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル ㈱
Ｊ Ｘ 金 属 ㈱
下 村 特 殊 精 工 ㈱
新 日 鐵 住 金 ㈱
新日鐵住金ステンレス㈱
大 同 特 殊 鋼 ㈱
高 砂 鐵 工 ㈱
東 北 特 殊 鋼 ㈱
日 新 製 鋼 ㈱
日 本 金 属 ㈱
日 本 高 周 波 鋼 業 ㈱
日 本 精 線 ㈱
日 本 冶 金 工 業 ㈱
日 立 金 属 ㈱
㈱広島メタル＆マシナリー
㈱ 不 二 越
三 菱 製 鋼 ㈱
ヤマシンスチール㈱
理 研 製 鋼 ㈱
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　2018年1月号は「IoT社会と特殊鋼」をテーマ
にしました。最近よく耳にすることが多くなった
Internet of Things（IoT）を題材にしていますが、
本誌では初めてのテーマであり、編集委員一同、
大変悩んだ編集作業になりました。はじめは、ド
イツが言い始めた「インダストリー4.0」や日本が
提唱する「Society 5.0」等の時事用語の解説がで
きればと軽く考えていました。しかし、そこは特
殊鋼をメインに扱う本誌の特性から、IoT社会と
特殊鋼の関わりまで解説できれば本誌読者の皆様
にとって非常に有用なのではとの議論を経て、編
集作業を始めたわけです。しかし、日本の特殊鋼
業界では、まさに今、各社が取り組みを開始した
ところであり、本誌に寄稿して頂ける執筆者がい
るのか危惧されましたが、無事刊行でき、ほっと
胸を撫で下ろしています。
　今回の特集では、特殊鋼の関連業界における
IoTに対する取組状況や技術動向を理解できる構
成としています。総論は、電子情報技術産業協会
と経済産業省製造産業局ものづくり政策審議室か
らご寄稿頂き、IoTとは何か、どう活用すべきか
解説頂きました。ここでは、IoTは「モノのイン
ターネット」と訳されるものの、単にモノだけを
つなげるものではなく、モノ・データ・人をすべ
てつなげることで、より大きな価値が生まれるこ
とや、顧客のニーズ対応、課題解決を図る「ソ

リューション」起点で物事を考え、その実現手段
としてIoT、ビックデータやAIなどのデジタル技
術を積極的に活用していくアプローチが重要であ
ることが紹介されています。また、第Ⅱ章では、
5つの業界と2つの技術に関する動向を産学の有
識者に解説して頂きました。業界としては、自動
車、自動車部品、建機、ロボット、特殊鋼製造と
特殊鋼流通となります。また技術開発の取組みと
しては、電池不要のIoT技術である振動発電と機械
認知に重要な個体識別技術になります。最後の第
Ⅲ章は会員メーカー各社の取組み紹介になります。
　これらを俯瞰すると、つなげる技術IoTが既存
のビジネスを打ち破る起爆剤になる可能性を秘め、
特殊鋼も少なからず関係していることがお分かり
になると思います。まだ発展途上の技術でもあり、
本特集が特殊鋼業界でIoTを活用する切掛けにな
ることを願っています。
　最後になりましたが、ご多忙の中、本特集にご
寄稿頂きました執筆者の皆様、また斬新すぎる
テーマを「特殊鋼」読者の興味をひく内容にすべ
くご尽力頂いた編集委員ならびに編集事務局、関
係するすべての皆様にこの場を借りて厚く御礼申
し上げます。

〔大同特殊鋼㈱　特殊鋼ソリューション部
東 京 第 一 ソ リ ュ ー シ ョ ン 室　 室 長　宮
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お詫び
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